kinsei chunichi ryokoku no minshu kyoiku ni kansuru hikakushiteki kenkyu : ryokoku minshu kyoiku fukyu no soi to sono yoin no kosatsu o chushin ni by 胡 学亮
 第４章 両国の民衆教育普及の相違における 
教育的・社会的要因 
 
前章では近世両国の初等教育機関の実態と性格の相違を明らかにし、それが両国の民衆
教育の普及の格差に及ぼした影響を考察した。本章では両国の民衆が教育を受ける意図に
ついて、両国の民衆教育政策や試験制度、両国の社会構造や経済基盤及び文化的動機など
３つの視点から検討し、両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因を探って
みる。 
 
 
 
第１節 両国の民衆教育政策と試験制度 
 
本節では、近世中日両国の民衆教育の政策、学校体系及び試験制度などについて比較し、
両国間で教育の普及に差が生じた要因を明らかにしたい。このために、まず近世両国の民
衆教育政策を取り上げ、両国の公権力と民衆教育とのかかわりを探る。次に近世両国の進
学システムや学習者の進路について、両国のそれぞれの事例を検討する。最後に近世両国
の試験制度について比較し、両国の異なった試験制度が民衆教育普及に与えた影響を考察
する。 
 
１．民衆教育政策上の要因 
 
近世両国の民衆教育機関は民衆の文字教育の需要から自生的に発生し、普及したのであ
ろうか、あるいは権力側の奨励や援助、強制によって普及したのであろうか。この点の検
討は、近世両国における民衆教育普及状況の相違の要因を究明する際に、避けられない重
要な課題である。しかし、この問題について中国の研究者の間ではあまり提起されていな
い。一方、日本の教育史研究者の間では、寺子屋の発生や普及を巡って、見解が分かれて
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いる。石川謙は、寺子屋は「幕府や諸藩の支配者・権力者たちの奨励・強制もうけず、援
助も期待せず、子どもの幸福をねがってすすんで通わせた」自然発生的な教育施設である
と結論付けた1。これに対して広岡亮蔵は、民衆の文字学習の強い動向と対応した天保から
幕末に至る間の権力側の教化政策が新たに民衆を寺子屋に組み込んだと捉え、寺子屋の本
質は自生的教育機関ではないと反論した2。以上のような論議を踏まえながら、ここでは近
世両国の民衆教育政策を取り上げ、両国の公権力と民衆教育とのかかわりを探ってみたい。 
 
(１) 清朝中国における民衆教育政策 
①民衆の教化政策 
清朝の統治者は、中国歴代の伝統的な思想を継承し、中国の古い文化で民衆を治めると
いう政策をとり、教育制度や政策においても、明代のものをほぼ踏襲した。1644（崇禎 17）
年に、明朝を覆し中国全土を統治し始めた順治帝は、漢民族の反抗をまだ鎮めていないう
ちに、「今天下が次第に安定しているので、朕が文教を興し、経学や儒学を重んじ、太平の
世を切り開く」3と宣言した。武力によって多数民族を統一した少数民族である清朝の統治
者は、民心を安定するために、漢民族の現実的人生観や文化との妥協をしなければならず、
そこに支配者にありがちな厳罰法治よりも、むしろ中国古来の学問を奨励するとともに民
衆教化の政策を次々と策定した。 
 清朝が最初に出した民衆指導の方針は、1652（順治９）年に八旗並びに各省に頒布した
「欽定六倫臥碑文」である。六倫とは、「孝順父母、尊敬長上、和睦郷里、教訓子孫、各安
生理、毋作非為」である4。この六倫は、実際に明代太祖が制したもので、清朝がそれを踏
襲することによって民心安定を図ったものと考えられる。順治帝がこの六倫を全国に頒布
し、地方官に命じて紳士と協同して、これを講演し実践することを奨励した。 
 しかしその後、清朝自身の創意に基づく訓諭をもってそれにかえる必要があると考え、
1670（康煕９）年に 16 ヶ条、いわゆる「上諭十六条」を頒布した。その内容は、以下のと
おりである。 
一、敦孝弟以重人倫 一、篤宗族以昭雍睦 一、和郷党以息争訟 一、重農桑以足衣食  
一、尚節倹以惜財用 一、隆学校以端士習 一、黜異端以崇正学 一、講法律以儆愚頑  
一、明礼譲以厚風俗 一、務本業以定民志 一、訓子弟以禁非為 一、息誣告以全善良 
一、誡窩逃以免株連 一、完銭糧以省催科 一、聯保甲以弭盗賊 一、解仇忿以重身命5 
この「上諭十六条」は、清朝最初に出された「六倫」の内容をより充実させたもので、
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民衆の家庭、隣里（隣組）、生産、教育、租税、保甲制6など多方面にわたって、民衆生活
やその行為規範を規定している。康煕帝が「上諭十六条」を出したのは、明末以来の教育
が中国社会の要求に必ずしも十分に適合したものではなかったので、変革が必要と捉えた
ためであった。しかし、多少の変革を行ったとしても、根底からそれを覆すことは到底で
きなかった。というのは、もし根本的な大変革をしたとすれば、一時は成功しても決して
長続きはできない恐れがあったためである。そこに当時の現状を直視し、道徳心を涵養し
て治平を来たすことを旨とし、いわゆる徳をもって治める王道の実践に主眼をおいたので
ある。これは、以下のような「上諭十六条」の前文からみることができる7。 
 
朕惟、至治之世、不専以法令為事、而以教化為先。其時人心醇良、風俗朴実、刑措不
用、比屋可封。 
 
 すなわち、世を治めることは、専ら法令によって行われるのではなく、民衆を教化する
ことが大事である。人民が淳良であり、風紀が朴直であれば、刑罰を施さなくても、社会
が安定し、民間の風俗が純朴になるだろう、と説いているのである。 
清朝が最後に出した民衆教化に関する勅諭は、1724（雍正２）年に上述の「上諭十六条」
の各条に詳しい説明を加えた「聖諭広訓」である。雍正帝は康煕の「上諭十六条」の啓蒙
普及、実践の徹底化のため、自らの名をもって各条およそ 600 文字総計約１万語からなる
解説書を作成し、その徹底を図るべく頒布した。これについて、『学政全書』には、「雍正
二年、御製聖諭広訓万言、頒発直省督撫学臣、転行該地方文武各官曁教職衙門、曉諭軍民
生童人等、通行講読」と記されている8。つまり、清朝は各地方官をして「聖諭広訓」を宣
講し、この普及に努め、軍人、民衆あるいは生徒に講読させることにしたのである。清代
における民衆教育に関する勅諭は以上のように３段階で推移し、これにより一般民衆を啓
蒙しようとした。 
これらの勅諭を実施する方法は、『学政全書』によれば、1729（雍正７）年に朝廷が勅令
を出し、各地方官は管下の郷村を若干区に分けて組合を設け、「郷約を設立し、六倫を説明
して、愚か者を啓蒙する」（議准設立郷約、申明六倫、原以開導愚氓）というものであった。
組合は生員（官学の学生）の内から老練で徳行のよいもの１人を選んで約正とし、勤勉で
まじめなもの３、４人を選んで月当番とし、毎月朔望もしくは適宜日を選び、郷中適当の
地に建てた講約所に付近の村落から耆老9、里正、読書人など民間の代表者を集め、聖諭を
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講釈することを要求した。郷約の成績の良否は地方官の考課に影響し、一種の功過簿のよ
うなものを設け、民衆の教化を極力実行させるようにした10。このように、郷約は中央政
府の命令により設けられ、「聖諭広訓」など教育勅諭を中心に民衆教化を行っていたのであ
る。 
 さて、中央政府が民衆教化に力を入れていったのに対して、地方はどのように対応した
のであろうか。『奉賢県志』をみると、1865（同治４）年に、県知事韓佩金が勅令にしたが
って、県学の生徒１人を講師として選んで、定期的に各郷に派遣し、民衆に「聖諭広訓」
を講釈させた。1867（同治６）年に、県知事葛兆堂が巡撫11の命令にしたがって、県学の
生徒４人を選んで、都市と農村を巡回させて「聖諭広訓」などを宣講させることにした12。
また、『桐郷県志』によれば、清代初期、県内に６か所の郷約所が建てられ、民衆教育に関
する勅諭を講釈したが、途中でやめになった。1873（同治 12）年には、県知事李春龢が教
員を招聘して、県内各地で「聖諭広訓」の講釈を行い、郷約を復興した。李が県知事を離
任した後、桐城と青鎮の両地を除いて、ほかの郷約所が廃止されたという13。このように、
地方官によって民衆教化に対する積極性が異なっていたのであった。 
 このような民衆教化政策は実際の学校教育にどのような影響を与えていたのであろうか。
まず 1724（雍正２）年に、朝廷が「朕惟、睦族敦宗、務先教化、特立義学、簡選爾等教習、
随其資質、勧学興行」14というように、地方教官に対して、義学を建て民衆の資質の程度
に応じて教化を実施することを命じた。次に翌年の 1725（雍正３）年には、朝廷が生徒を
学習させるため、「聖諭広訓と御製朋党論を各学校へ頒布し、朔望の日に朗誦すること」と
定めた15。このように、中央政府は、「聖諭広訓」などの教育勅諭を義学や地方官立の学校
の生徒に教えさせようとしており、教育内容までに介入していたことがわかる。 
 さらに、1725（雍正３）年から「聖諭広訓」などを科挙試験の一部に入れるようになっ
た。『学政全書』によれば、朝廷は「歳科両試、覆試童生、令其黙写聖諭広訓一条」と定め
16、科挙の予備試験（府・州・県学の入学試験）における終覆には必ず「聖諭広訓」など
の教育勅諭を黙写（文章を空で書くこと）させることを慣例としていた。つまり、地方官
立府・州・県学の入学試験において、最後の覆試の際に、「聖諭広訓」の一条を指定し、こ
れを黙写させ、一字も誤らない者だけを及第させた。これについて、清末に科挙試験を受
けた包天笑は回顧録に次のように記している。すなわち「試験の最後に、『聖諭広訓』の一
部を必ず黙写する。その内容は試験官に某章某語句から某章某語句まで指定される」と述
べている17。 
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 以上のように、清朝の中央政府は３回にわたって民衆教化に関する勅諭を頒布し、民衆
教化に大きな力を注ぐようになった。清朝の為政者が教化に乗り出した理由は、前述した
ように、武力によって多数民族を統一した少数民族である清朝の統治者にとっては、封建
社会体制下の秩序を維持し、風俗を改善し、民心の安定を図る必要があったためと考えら
れる。諸教育勅諭を地方官立府・州・県学や義学の教育内容として導入し、あるいは科挙
試験の一部に入れることを通じて、地方官立府・州・県学や義学だけではなく、私塾の学
習内容にも大きな影響を与えたといえよう。 
 
 ②対初等教育機関の政策 
第１章で考察したように、清代の中国においては、民衆教育の普及に直接に貢献したの
は「公的」な初等教育機関である義学（社学）と民間の私的な初等教育機関としての私塾
（族塾などを含む）である。ここでは、中央と地方政府が、義学（社学）や私塾に対して
どのような政策や方針をとっていたか、またこれらの政策や方針が民衆初等教育機関の設
立・運営にどのような影響を与えたかを検討する。 
 はじめに、中央または地方政府の支配的な公権力が、義学（社学）の設立や普及にどの
ように介入していたのかを、清朝の政策・法規集ともいえる『皇朝政典類纂』を用いて検
討する。 
『皇朝政典類纂』によると18、清代初期の 1702（康煕 41）年から 1780(乾隆 45)年まで
の間に、朝廷は 17 にわたって各省に勅令を出し、義学の開設を奨励したり、義学の運営な
どについて指示したりしている。その内容は以下のとおりである。 
 
 ○清朝が入関19して間もなくの 1652（順治９）年に、世祖順治帝が、「毎郷社学一校を
おき、経書に精通する温厚で慎ましい者を教師として招聘し、労役を免じて、扶養食
糧を与える」ものとする、と社学の設置を全国各地方に指令した。 
 ○1658（順治 15）年、朝廷が西南辺境の少数民族の住民の懐柔と教化のため、社学の設
立を命じ、その費用として地方官吏に毎年銀 28 両を支給した。 
 ○1670（康煕９）年、各省に 1652（順治９）年と同じような勅令を繰り返して頒布した。 
 ○1686（康煕 25）年、社学が乱立されたので、提学（教育行政官）に厳しく調査して処
罰することと命じた。 
 ○1702（康煕 41）年、京城崇門外に義学を設立し、皇帝が「広育群才」を染筆し、下賜
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した。五城に小学１校ずつを設け、教員を招聘して優秀な人を教育する。義学・小学
の廩餼 300 両を、府・県において月を按じて支給することと命じた。 
○1705（康煕 44）年、少数民族の首長である土司の子弟が向上心あるいは勉強の意向が
強ければ、学校を建てて、彼らの教育を行うという達を出した。 
 ○1706（康煕 45）年、貴州省各県の義学に「文教遐宣」という扁額を下賜した。 
 ○1713（康煕 52）年、多くの義学を設立し、孤児や貧乏な人を集め、教師を招聘して彼
らを教えるという勅令を頒布した。 
 ○1715（康煕 54）年、康煕帝が地方を視察した際、村民の生活が豊かとはいえないが昔
よりよくなったのに、朗読の声が聞こえないことに注目し、すべて辺鄙な田舎に義学
を建てるように命じた。知県杜瑯はこの勅令に従い、自らの俸禄の一部で義学を設立
した。また、義学の維持費の問題を解決するため、政府はこれらの村に対してすべて
の労役を免除し、永遠に税金を徴収しないことを決めた。 
 ○1720（康煕 59）年、少数民族の地域にあわせて 15 の義学を設立し、品行学力ともに
優れている挙人・貢生を教員として派遣し、少数民族の入学希望者に教えるという勅
令を頒布した。 
 ○1723（雍正元）年、生祠・書院を義学に改め、教員を招聘して生徒を教える。実績を
あげた地方の行政官を優遇した。 
 ○1725（雍正３）年、威達地域に義学を設立し、勉強したい彝族の子弟がいれば、彼ら
を入学することと命じた。 
 ○1727（雍正５）年、雲南省東川府の読書人に義学を設立することを許可する。義学教
育の実績をあげた教員に奨励することと命じた。 
 ○1731（雍正９）年、臨晋地方において、貧しく就学の資力のない住民が多いので、義
学を８か所建てるよう命じた。 
 ○1735（雍正 13）年、広東省に黎族や瑶族がある州・県において、多くの義学を建て、
黎族・瑶族の俊秀子弟を入学させる。ばらばらの村においても、多くの義学を設立し、
村の人を入学することと命じた。 
 ○1736（乾隆元）年、大興と苑平両県における義学を修繕し、地方と年齢を問わず入学
希望者があればすべて入学させることとした。そして、貧しい人に対して学資を経済
的に援助するよう命じた。 
 ○1761（乾隆 26）年、義学の審査制度を導入し、各府・州・県の義学教員名簿を地方官
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に届け、その資格を審査し、任に堪えない教員を解雇しようと命じた。 
 ○1776（乾隆 41）年、勅令を頒布し、熱河地方に各庁に義学１校ずつを設立し、地域住
民の子弟を入学させよう命じた。 
 ○1780（乾隆 45）年、新疆地方官に提出した義学設立の申請を許可した。 
 ○1824（道光４）年、双城堡義学を創建した。 
 ○1851（咸豊元）年、寧波城の周囲において４校の義学を建てた。また、寧波府の町と
農村において、義学を設立し村の人々を教化する。 
 
以上のように、朝廷は次から次へと地方行政官に勅令を発して義学を設立するよう促し
た。この事実から、義学は為政者の意図によって設けられたものであり、その設立に対し
て中央と地方の公的権力が積極的に関与し、奨励していたことが明らかになる。 
また、いくつかの『地方志』からも、義学と政府の関係をみることができる。例えば、
貴州省開陽県の陶淑義学〔1887（光緒 13）年創建〕では、塾師の招聘については、地元の
紳士たちが推薦したあと、政府に報告してその査定を仰がなければならなかった20。栗毓
美の「義学条規」も、塾師の招聘は、必ず前年 11 月までに紳士や首事の共同推薦で決め、
その結果を地方官に報告してその記録に載せる、と規定された21。また、湖北省襄陽の「義
学章程十条」においても、郷学が義学教員を決めた後、教員は「どこから来たか、いつご
ろ入学したか、科挙試験の成績で何位であったか、給料はどのぐらいであるか」などにつ
いて県府に報告しなければならなかった。また、入学生徒の人数などについても、県府へ
報告してその記録に載せる必要があったというように22、地方当局が義学教員の任用や生
徒の名簿にまでも関与していたのである。したがって、義学は皇帝の勅令により設立し、
一部あるいはすべてを地域社会や地域の実力者による公的な資金で維持することから、公
的な教育機関の色彩が濃いということができる。 
 しかし一方では、中央あるいは地方政府は族塾や啓蒙私塾など私的な初等教育機関にほ
とんど関心を示していなかった。清朝中央あるいは地方政府によるこれらの民間の私的初
等教育機関に対する政策は、『皇朝政典類纂』、『清朝文献通考』、『会典事例』などの清朝の
政策・法規集、あるいは『清朝通志』や『清史稿』などの清朝の歴史書及び諸地方史には
みることができない。これは、記載漏れとみるべきではなく、元来民間の諸初等教育機関
に対する政策は打ち出されていなかったと理解するほうがよいであろう。 
第３章で述べたように、族塾は宗族がその子弟教育のため共有財産などによって設営し
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た教育機関である。また、啓蒙私塾うちの家塾は個人あるいは数人がその子弟教育のため
に教員を招いて経営したもので、そして私塾は教師が個人的に近隣の子弟教育のため設営
したものである。これらの教育機関の共通点として、第１に初等教育機関であること、第
２に民衆教育機関であること、第３に私的教育機関であることを挙げることができる。つ
まり、これらの諸教育機関は、当局の意図に基づかず、個人あるいは宗族等集団が自発的
に設けたものであり、民間人の力で設立し経営していたものである。当局の援助・奨励を
受けていないし、逆に設立や経営も干渉されていなかった。このように、民間の諸初等教
育機関対する中央や地方政府の政策は非常に貧困であったといえる。 
 
(２)日本における民衆初等教育の政策 
 ①庶民に門戸を開放した郷学に対する幕藩の政策 
 第３章第２節で考察したように、郷学は設立の主体や経営の形態からみれば、主に３つ
のタイプに分けられる。すなわち、ⅰ)郷学の諸費用が主に藩費で賄われるタイプ、ⅱ)領
主と領民の協力経営によるもの、ⅲ)主に民間有志者の経営によるものである。 
ⅰ)とⅱ)の郷学では、幕府や藩は経済援助だけではなく、他のいろいろな方法で郷学に
関与していた。佐賀藩における 13 か所の郷学を例にとってみると、不詳の３校を除いて、
10 校郷学については、領主が臨校し試業に立会い、賞与することが度々行われていた。例
えば知方館では、領主が「文久年以前ハ一周年ニ一回或ハ是ナシ以後直寶代邸内ニ本校設
立ヨリ毎月三回経書講義ノ席ニ臨ミ或ハ歴史ノ質問等ヲ自ラシ生徒ヲ奨励」した23。また
身教館では、「春秋ノ初メ或ハ随時ニ領主臨校シテ講義ノ聴聞アリ續テ武道ヲ監視ス所属ノ
職員皆ナ下位ニ列座」した24。さらに鳴鶴所の場合も、「毎年開校ノ時領主ヲ始家老諸役人
一同臨校シ壮年生ノ中五六名ヲ特召シ文武ノ業ヲ親試スルコトアリ春秋試験ノ時モ親臨ス
ルコトアリ」25という記述も残っている。そして、謹申堂の場合は、采主は「佐賀住」と
なっているが、佐賀藩が長崎の警備を担当していたことから、采主が「帰邑スル毎ニ」臨
校して、生徒に対して「文武ノ試業」を行い、「進歩ノ順序」に応じて賞与を与えていた26。 
領主の臨校という事実から、少なくとも２つの点に注目すべきと考えられる。１つは、
領主が積極的に郷学の授業の様子を観察したり、試業に臨んだりしていたことは、いうま
でもなく生徒の勉強状況や郷学の運営事情を把握するためであったと考えられる。そして、
鳴鶴所の場合は、「領主ハ一般ノ士族ヲ召集シ各論理ノ道ニ基キ且ツ諸藝ヲ研究シ士氣ヲ奨
励スル等ノ諭達アルヲ例」27としていた。また、好古館では所期の目的が達成できない場
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合、領主が通達などを通して、学問に対する不熱心をたしなめ、学館頭人の叱正を促すな
どしている28。もう１つは、領主が生徒の試験の際に学校を訪問し、自ら試業に臨んで生
徒に賞与を与えたという点である。例えば、鶴山書院では、学業が上達した者には、役米、
加米、加増などの賞があり、また文武共に抜群の者には、他国への遊学が命じられ、その
際の経費は、校費あるいは邑費から支給した29。鳴鶴所では、「春秋ノ二期ニ於テ諸業を試
ミ抜群特別ノ者エハ家禄ノ外加米ノ名義ヲ以テ其身一代ヲ限リ給付セシコトモアリタリ」
30とする。さらに、一部の郷学の教則には、郷学と領主の関係が明記されている。例えば、
好古館の「学事上之諸制度」の中に、「学校者文芸武術ノ両道を学習スル所ト定ム藩公ノ布
達ヲ遵奉シ領主ノ命令ヲ履行シ」31と記されている。これにより好古館が領主の支配下に
置かれていたことが明らかである。 
 ⅲ)のタイプ郷学の場合は、幕府直轄である飛騨の高山町教授所のように、郷学の開設だ
けではなく校舎を移築する際にも、幕府からの許可が必要な例もみられた。一方、含翠堂
の場合は、領主に公認され、敷地が免租地に指定されるなどしている。また、伊勢崎領で
文化年間に民間有志に設営された会輔堂、正誼堂、遜悌堂などの郷学では、藩側は主要な
発起人たちに対して苗字御免や苗字帯刀御免などの待遇を与え、他方では学堂関係者で身
持ちの悪いものに対しては、早速その地位・身分を取上げている32。このように、幕府や
藩などの支配的公権力は郷学の運営や教育に直接あるいは間接的に影響を与えていたので
ある。民間有志者に設立され経営された郷学においても、幕府や藩などの支配的公権力と
まったく無関係とはいえないのであった。 
 幕府や諸藩が郷学の設営に直接に干渉したり、奨励したりしていた動機は、一体どのよ
うなものであったのだろうか。前述した伊勢崎領で最初に設立された郷学五惇堂は、「以善
俗則不独孝可立身而忠亦可移君也」（五惇堂孝経碑跋文）を教育目標とし、また郷学響義堂
も、「響義堂之良心於是乎養而一郷之俗美」と「響義堂記」に記されている。さらに、郷学
正誼堂を設置する際に代官所に差し出された設立願書に、「村方之義、風俗宜相成、身持実
躰、親孝行、耕作出精仕候様」とあるように、郷学は村風・民風をよくすることを第一の
目標にしたのである33。 
 幕府直轄の郷学や教諭所の設立の目標も、幕藩体制に順応する人間をつくることにあっ
た。例えは、代官早川正紀が赴任したいずれの地において、「堕胎圧殺又健訟濫訟、博奕淫
佚、遊惰あらゆる弊風」が氾濫し、しかも、従前の布令・制札の類では一向に効果がなか
ったため、1781（天明元）年から 1808（文化五）年に至る在職中に、その赴任先の幕府天
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領の住民を教育対象にした郷学を３カ所設立した34。これらの郷学の目指すところは、郷
村社会の風教維持、すなわち間引きをせず、喧嘩口論を慎み、博奕をやめ、家業に励むよ
うな、文字通り良民の育成にあったのでであった35。 
 
 ②寺子屋教育に対する幕藩の政策 
 (a)幕府の寺子屋に対する政策 
では、幕府や諸藩は寺子屋に対してどのような政策や方針をとっていたのであろうか。
これについて、まず幕府の政策を検討してみる。幕府が江戸府内の寺子屋に注目し、これ
に干渉と保護を加え始めたのは、八代将軍吉宗の頃であった36。吉宗が 1722（享保７）年
に六諭衍義を官刻して、江戸府内の手習師匠に与え、生徒の手本とするように命じさせた
といわれている。これについて、「東京府教育沿革」には次のように記されている37。 
 
享保七年六月二十二日、奉行大岡忠相、町年寄奈良屋をして手習師匠、馬場春水・石
川勘助・荒木蓉谷・星野伊織等十人許を召し、六倫衍義大意を賜はしむ。是より先き、
吉宗程順則が六倫衍義を得て大に悦び、荻生茂卿をして訓点し、室直清をして訳解し、
石川勘助をして書せしめ、名づけて六倫衍義大意と曰ふ。遂に忠相に命じ梓行し、府
下手習師匠最名あるものに与へしむ。 
 
六諭は清の世祖が 1652（順治９）年に人民教化のために広く頒布したもので、①孝順父
母、②尊敬長上、③和睦郷里、④教訓子孫、⑤各安生理、⑥毌作非為の６か条からなり、
聖祖の康煕年間に民間の修身書として「六諭衍義」の書名で刊行されたものである。吉宗
は庶民教化の教科書としてこれを採用することを考え、荻生徂徠に訓点をほどこさせ、さ
らに室鳩巣に大意を和解させた。この和解書が「六諭衍義大意」である。 
翌年に、吉宗はさらに『五常和解』や『五倫和解』をも編纂・刊行させた。こうした仕
事と並んで、「御法度書を始め、五人組帳前書、或は人之教に可成事、手本にも書かせ、又
はよみ覚えさせ候はば可然候」との諭達を発布した38。また、鷹狩に訪れた将軍吉宗は、
中島根村順庵の村童に鷹場法度の類を教授していたのを認め、彼に褒美として銀子 10 枚を
与えたと伝えられている39。 
 吉宗のほかに、老中水野忠邦は 1843（天保 14）年から 1844（弘化元）年までに、前後
４回にわたって手習師匠の表彰を行った。これについて、「東京府教育沿革」には次のよう
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な記録が残されている40。 
 
天保十四年九月十九日 幕府市井の手習師匠、霊岸島の村田潤蔵、麹町の良斉、下谷
の新五郎、牛込のみの、兼房町の半助、駒のみの、本所の源太郎（外五名、合計十二
名）を賞し、六倫衍義大意を与ふ。其文に曰く、「町々手習師匠致すもの、筆道而已な
らず、弟子共教育方の儀、先達て書取を以て申諭置候処、其方共儀厚く趣意を守、際
立弟子共教育方万端行届、深切に取扱候趣相聞、一段の事に候。依之誉置」 
天保十四年十一月十日 幕府市井の手習師匠、総三郎等十人、各六倫衍義大意を賜ひ、
名主をして之を与へしむ。 
弘化元年七月十七日 幕府手習師匠、はま等三十七人、各六倫衍義大意一部を賜ひ、
名主をして与へしむ。 
 
 このような幕府の動きについて、石川謙は「江戸幕府の対寺子屋政策は、八代吉宗の享
和年間から具体化してきている。そして天保・弘化・嘉永・安政と相続いて干渉と保護の
手を休めることとてはなかった。その干渉と保護の手は、いつも寺子屋をして人倫道徳と
公民的訓練との教養場たらしめようとする方向においても同じであった」と述べ、その結
果、「寺子屋に公民教育の使命を負担させることとなり、したがって寺子屋を国民学校化し
たことは明らかである」と指摘している41。しかし、海原徹は、八代将軍吉宗の官版テキ
スト六諭衍義大意の頒布や寺子屋師匠の表彰などについては、「概して時の権力者の恣意に
よるものが多く、一貫した政策方針のようなものを探し出すことは難しい」と捉えている
42。 
幕府の官版テキスト六諭衍義大意の頒布や寺子屋師匠の表彰等動きは、寺子屋に対する
一貫した政策や方針であるかどうかという問題は別として、実際にそれが寺子屋教育に及
ぼした影響は小さかったと推察できる。例えば、第３章で考察したように、六諭衍義大意
を教科書として使う寺子屋は極めて稀であり、寺子屋の教育や経営そのものに大きな変化
はみられなかった。また、『埼玉県教育史』編集委員会の調査によれば、寛政異学の禁以降、
県内漢学塾の 87 人の師匠は、程朱学派 16 人、古義学派３人、復古学派６人、古注学派８
人、折衷学派 22 人、考証学派４人であり、程朱学派は意外に少なく、異学に属するものが
圧倒的に多かった43。これは、寛政異学の禁が発令されても、民間の教学にはさほど大き
な影響を与えなかった証左といえよう。 
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 (b)諸藩の寺子屋に対する政策 
 次に、支配者である藩主、領主たちが、寺子屋に対してどのような政策や方針をとって
いたかについて、『日本教育史資料』をもとに検討する。同資料第一・二・三冊では、諸藩
の「家塾寺子屋設置ノ制度」という項目が設けられており、それによれば、243 諸藩中の
14 藩が何らの形で寺子屋に保護、統制を加えている。しかし、不明の 13 藩を除いて、ほ
かの約 94％にあたる 216 藩が寺子屋開設の際に何も規制していなかった（表４－１）。 
 
表４－１ 諸藩の寺子屋に対する政策 
 諸藩の対寺子屋政策 校数 規制内容 
許可制   6 
寺子屋開設の際、当局の許可が必要とする、あるいは士分
の主宰する寺子屋に限り許可対象とするなど 
届出制 8 寺子屋開設は届出を必要とする。 
規定なし 216 寺子屋開設の際、許可や届出などの規制をしていない 
不明 13   
『日本教育史資料』（一、二、三）より作成 
 
 寺子屋開設の際に当局の許可を必要とした藩は、山上・安中・小幡・佐野・足守・高田
の６藩である。このうち、小幡・佐野・足守・高田の４藩では、身分の如何を問わず寺子
屋を開設する際に藩庁の許可が必要とされた。例えば、佐野藩では、「寺子屋を設置スル時
ハ元藩吏ノ許可を得ルノ制」を設けており、しかし「晩近ニ迤ヒ之レカ設置ヲ願ヒ出ツル
モノ稀ニシテ藩吏モ亦之ヲ黙許」するようになった44。小幡藩では、寺子屋を開設するに
当たって、「許可ヲ受ルニ夫々ノ順序」を決め、藩士が寺子屋を設立する場合は、「創立願
書ヲ本人支配頭或ハ其組頭へ差出シ大目付役ノ実検ヲ遂ク而テ後家老職ノ許可を得」る必
要があり、一般庶民が寺子屋を設立するには、「其組合連印名主ノ承印を受ケ大庄屋ノ手ヲ
経テ之ヲ地方役所へ進達スルニ至テ代官役実検シテ郡奉行ノ許可ヲを得テ」から開設する
ことができたのである45。これに対して、山上藩では、「寺子屋ヲ開設セント欲スルモノハ
士族ヲ除クノ外何人タリトモ自由ニ任セ更ニ検束ノ法ナシ」とし46、士分が主宰するとき
のみ許可制をとっていた。安中藩は、「藩内ニ於テ家塾寺子屋ヲ開設スルハ総テ藩庁ノ許可
ヲ得ルモノニシテ」と定めながら、一方でまた、「村内ニテ筆学算法等ノ寺子屋ヲ開設スル
ハ平民ノ自由ニ任ス」としており、城下にあった士分の主宰する私塾や寺子屋に限り許可
対象にしていたようである。「塾舎ノ造営修繕等ノ金額半ハ藩費ヨリ支給シ又書籍ヲモ塾主
 - 272 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
へ貸附シ之ヲ貧窶ノ生徒ヘハ貸与スル」47というのは、ほとんど半官半民なみの手厚い補
助であるが、おそらく城下にある武士の子弟が多数学ぶ私塾や寺子屋を対象にしていたも
のであろう。 
 当局側の意に添わなければ、開設が認められないこともある許可制に比べ、届出制は所
定の手続きをふみさえすればよく、取締りとしてはずっと緩やかである。この届出制を採
用したのは、郡山・岩崎・勝山・三日月・高鍋・秋月・山家・岡山の８藩である。例えば、
郡山藩は、「家塾寺子屋の開設ハ藩士平民共自由ニ任セ検束ナシ」としていたが、藩士が「寺
子屋及算術教授ヲ開設スル」際には届出を出す必要があり、「隔月一回其生徒ノ内藩士ノ子
弟ノミヲ藩立学校ニ招集シ試験用紙筆墨等ヲ」48与えると定めた。また三日月藩は、士分
の経営する私塾・寺子屋は届出制と決め、「監察ヘ届出テ常ニ同監察を受クルヲ法トス」49
というように、厳しい取締りを行ったようである。勝山藩でも、寺子屋・私塾を開設する
時はその旨を奉行・郡宰・里正等に届出させた。藩士の子弟は藩校成器堂に入学したが、
その傍ら家塾でも学ばせ、毎月末には門弟の氏名並びに出席点数を監察局に届けさせると
定めた50。以上のことから、これらの藩で、寺子屋開設に所定の手続きを必要とした理由
は、やはり寺子屋に通っている藩士の子弟の出席や学業が気になるためといえよう。 
 また、私塾や寺子屋中の優秀なものに対して、褒賞を与え、資金援助をする奨励制度は
20 藩にみることができる。『日本教育史資料』から抜粋すると、以下のようになる。 
 
 ○郡山藩：藩士の子弟のみを藩学に招集し、試験優等な者に紙筆墨等を賞与する。 
 ○芝村藩：家塾・寺子屋等にして教授能く行届、その功績あるものは藩主に申し立て、
目録・金等を賞与してこれを奨励する。 
 ○尼カ崎藩：教授の優劣を察し、優秀なものには賞与する。 
 ○松本藩：家塾・寺子屋よりその子弟の清書を藩学に提出させ、蒐集してこれを執政に
致し、閲覧に供する。毎月一回その業を奨励する。 
 ○館林藩：奨励宜しきを得るものには臨時賞与する。 
 ○安中藩：塾舎の造営修繕等の金額の半分は藩費より支給し、また書籍をも塾主へ貸附
し、貧しい生徒へも貸与する。 
 ○会津藩：城下のものには町奉行所、地方では郡奉行所が実施する藩学日新館に準ずる
試験に合格したものに賞与する。 
 ○小浜藩：弟子衆多にして家屋狭隘のものには空屋を貸与する。 
 - 273 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
 ○丸岡藩：学事隆盛のものはその筋より賞詞を与える。 
 ○高田藩：平民にても学事を勉励し、品行端正にして風俗教化の助あるものには、藩主
より名字を免じ賞金をあたえ、または謁見等を許す。 
 ○豊岡藩：家塾、寺子屋師匠にして教授に篤志なるものは、これを褒賞する。平民にし
て学に篤志なるものを奨励する。 
 ○龍野藩：篤志の師匠に金や賞詞を与える。 
 ○赤穂藩：篤志の師匠に褒賞する。 
 ○三草藩：篤志の師匠に褒賞する。優等上進のものはこれを検して賞与する。 
 ○足守藩：奉行郡宰が私塾、寺子屋の実際を視察して、勧賞あるいは戒諭する。 
 ○広島藩：家塾、寺子屋の師匠にして特別のものには、五口あるいは七口の扶持米を与
える。 
 ○高松藩：篤志の師匠に双刀を帯することを許すあるいは小俸を与えるなど。 
 ○柳川藩：優秀なものに銀や米を与える。 
 ○佐伯藩：士分のものに限って、優秀な家塾や寺子屋に敷地を与え、塾舎の建築費を全
額藩費で支弁する。 
 ○小城藩：篤志の師匠に給録を与えたり、教官として聘用する等。 
 
 以上のように、諸藩が優秀な寺子屋や私塾に対して行った褒賞あるいは資金援助は、学
問奨励の面もあるといえよう。また、安中、高崎、佐伯、小浜などの諸藩は、いずれも藩
学ですでに士分の就学強制を実施しており、私塾や寺子屋に藩学教育の一部代替を期待し
ていた。 
いずれにせよ、寺子屋の開設の際に、許可や届出などの規制をしたものは 14 藩を数える
が、これに奨励制度のみを実施していた 16 藩を加えても、総計 30 藩程度にすぎない。ほ
かの 90％以上の諸藩に明確な対寺子屋政策はなかったようである。例えば、臼杵藩では、
「家塾寺子屋等其開設ヲ許否スルノ制ナク自由ニ任セリ」51となっている。佐伯藩では、
「家塾寺子屋ヲ開設スルモノハ奉行郡宰ニ於テ許否スルノ法ナク渾テ他ノ検束ヲ受ケス才
学能書ノ者ハ何人タリモ自由ニ開設シタリ」52というように記述されている。その他の諸
藩においてもほぼ共通であった。また、領主も同じような傾向を示している。例えば、佐
賀藩武雄鍋島領において、私塾・寺子屋の設置の制度については、「領主ノ許可ヲ受ケス又
他ノ検束ナシ何人タリモ開設スルヲ得ル」53とされ、ほぼ自由放任であったといえよう。 
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 (c)諸藩の藩士と庶民教育に対する区別的な政策 
以上の考察により、諸藩の当局が武士の教育を重視していたのに対して、一般庶民の学
ぶ寺子屋や私塾などの私的な教育機関にはあまり関心を示さず、藩学と寺子屋の間に厳然
な一線を引いていたことが明らかになる。次に、畿内における 17 校の藩学の入学資格の例
をあげ、諸藩の藩士と庶民の教育に対する政策を比べて検討する。畿内 17 藩の中で、不明・
規定ナシの４藩を除いて、５藩は庶民子弟の教育に門戸を閉ざしている。ほかの８藩は、
庶民の入学を許すとしているが、しかし実際に藩士と庶民の入学に対する制度や規定は明
らかに異なっていた。一方では、藩士の教育を重んじていることに対して、他方では庶民
の教育に関心をあまり示していなかったのである（表４－２）。 
 
表４－２  畿内各藩における藩学入学の資格と規定 
藩名
 
淀
 
郡山
 
高取
 
小泉
 
櫛羅
 
芝村
 
柳本
 
柳生
 
田原本
 
丹南
 
狭山
 
岸和田
 
伯太
 
尼ヶ 崎
 
高槻
 
三田
 
麻田
 
士族
 
不明
 
総テ
 
自由
 
必ズ
 
任意
 
総テ
 
総テ
 
自由
 
総テ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
卒
 族
 
不明
 
許サズ
 
自由
 
必ズ
 
任意
 
総テ
 
総テ
 
自由
 
総テ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
必ズ
 
入学条件
 
平
 民
 
不明
 
許サズ
 
許ス
 
規定無
 
規定無
 
要申請
 
許サズ
 
不詳
 
要申請
 
要審査
 
要申請
 
要申請
 
要申請
 
希望者
 
許サズ
 
許サズ
 
許サズ
 
士
 族
 
不明
 
両方アリ
 
藩費遊学
 
両方アリ
 
私費遊学
 
藩費遊学
 
不詳
 
規制ナシ
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
藩費遊学
 
卒
 族
 
不明
 
ナシ
 
同上
 
罰則寛
 
同上
 
同上
 
不詳
 
同上
 
同上
 
同上
 
同上
 
同上
 
同上
 
同上
 
同上
 
同上
 
同上
 
藩費遊学と欠席の罰
 
平民
 
不明
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
ナシ
 
『日本教育史資料』（一）pp.1-60 より作成 
 
そのような藩の一つである田原藩では、「士族卒ノ子弟ハ必ス藩立学校に入リ」というよ
うに、士卒の子弟に対する強制的な教育措置をとっており、また他藩の遊学の希望者があ
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れば、「凡一ヶ月手当金八両ト一人扶持ヲ與フ」とし、藩士の教育を奨励している。他方で
は、庶民子弟の教育については、「家塾寺子屋ニ就キ就学スル」外、「志願ニヨリ詮議ノ上
藩立学校ヘ入学ヲ許可セシ」という消極的な態度をとっていた54。郡山藩においても、同
様な傾向が見られる。「士族ノモノハ当主子弟ノ別ナク総テ年甫十歳ニシテ藩立学校入学セ
シメ」と命じ、士族は藩学で学ぶことを義務付けられた。さらに「文武ノ修業ヲ怠タルモ
ノ」に対して、その「支配頭ヨリ督責」し、或いは「格席ヲ下シ」、或いは減禄処分とされ
た。逆に、「他国ヘ遊学ヲ許ス藩費私費ハ其才能又ハ貧富ニ因リ」と規定し、「満期帰藩」
かつ「上進ノモノ」には、「藩主ノ衣服目録金等ヲ奨與ス又ハ格席ヲ昇シ家禄ヲ増興ス」と
いう勉学督励を行った。しかし、卒と平民の教育に対しては、「各自随意家塾寺子屋ニ就キ
修学スル」といい、庶民の子弟はもちろん士格に列しない軽輩の子弟さえもその対象から
除外した55。 
そのほか、松尾藩のように、庶民子弟に対してその「性質品行ヲ調査シ」たうえで藩学
の入学を許可する56、あるいは熊本藩のように庶民の中に「才能抜群ノ者ハ擢テ藩立学校
ニ入学スル」57などの例が見られ、藩士と庶民の入学に対する制度や規定は明らかに異な
っていた。『日本教育史資料』を分析すると、約半数の 126 藩は藩士に対して、「必ず入学」、
「総て入学」という就学強制政策を実施した反面、庶民の教育に関心はあまり示していな
かった。 
総じて言えば、幕府や諸藩は寺子屋の教育にほとんど関心を示さず、対寺子屋政策も非
常に貧困であるといわざるを得ない。幕府や諸藩が私塾とくに寺子屋を取り締まりの対象
にしなかったのは、官・公立学校との区別を厳然と立てていたこと、つまり私立学校に対
する差別的な意識が強烈であったからであろう58。寺子屋は、武士階級の教育を第一義的
には目標にせず、むしろ一般庶民の教育機関として普及していたために、公権力の支配を
潜り抜けることができたと考えられる。藩校、郷学などと比べて、寺子屋は、設置、運営、
維持等の面でほとんど制約されていなかったといえる。 
 
(3)両国の民衆教育政策についての比較 
以上考察したように、両国当局の民衆教育に対する政策は本質的には極めて似ていたと
いえる。 
第１に、当局の民衆に対する教育関与が、儒学的徳目や法令の説諭を通じた教化が中心
であったという点は両国に共通していた。 
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中国では、武力によって多数民族を統一した少数民族である清朝の統治者は、封建社会
体制下における秩序を維持し、風俗を改善し、民心の安定を図るため、中国歴代の伝統的
な思想を継承し、中国の古い文化で中国人を治めるという政策をとり、３回にわたって民
衆教化に関する勅諭を頒布し、民衆の教化に大きく力を注ぐようになった。このような民
衆の教化を徹底するための具体策として、まず、各地に郷約所を設立し、「聖諭広訓」など
教育勅諭を中心に民衆の教化を行った。次に、地方官が義学を建て、民衆教育に関する勅
諭の講釈を実施した。三つ目は、1725（雍正３）年から「聖諭広訓」などを科挙試験の一
部に入れ、官立の府・州・県学や義学だけではなく、私塾においても、儒学的徳目や教育
勅諭を講釈せざるを得ないようにした。 
 一方、日本では、庶民に対する教化については、藩校の一部では庶民の聴講を認め、ま
た一部の城下町や村で郷学や教諭所を設け、道徳的講話などを通じて、庶民としての分限
をわきまえ、勤勉で、博打や喧嘩をせず、政治のあり方に不平を唱えない「良民」の育成
が目指された。また、民衆教化の教育はあるときには寺子屋の師匠などを利用して行われ
た。八代将軍吉宗は 1722（享保７）年に六諭衍義を官刻して、江戸府内の手習所に配布し、
その教えを子ども達に説いて聞かせるように指示した。また、1843（天保 14）年から 1844
（弘化元）年までに、老中水野忠邦が前後４回にわたって手習師匠の表彰を行った。この
ように、庶民の間に深く根を下ろした寺子屋教育を庶民教化に利用しようとしたのであっ
た。 
 第２に、両国の当局による民間の諸私的初等教育機関に対する政策はともに消極的であ
った点である。これらの民衆教育普及に大きな役割を果たした教育機関は、当局からの奨
励・援助を受けず、逆に干渉も受けていなかった。これらは、民衆自らの希望によって発
生し、民衆自身の力によって設立され、運営されていた教育機関である。 
 中国では、清朝が入関してまもなくの 1652（順治９）年から清末の 19 世紀末まで、中
央政府が数 10 回にわたって勅令を発し、官立あるいは半官半民の義学（社学）の設立を促
した。また、地方当局が義学教員の任用や生徒の名簿にまでも干渉し、義学の設立や運営
に対して積極的に関与し、奨励していた。これに対して、中央や地方の当局は族塾や啓蒙
私塾など私的な初等教育機関の設立を奨励しておらず、逆に干渉もしていなかった。これ
らの民間の私的な教育機関には、ほとんど関心を示していなかったのである。 
 一方、日本でも、幕府や諸藩の当局が武士の教育を重視していたのに対して、一般庶民
の学ぶ寺子屋や私塾などの私的な教育機関にあまり関心を示しておらず、藩学と寺子屋の
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間に厳然とした一線を引いていたのである。庶民の生活を厳しく規制する諸法度も、秩序・
治安・人倫については詳細に定めているが、教育の必要を説くことはほとんどなく、奨励
する一貫性も見られなかった。このように、当局は寺子屋の設置、運営、維持等について
ほとんど制約しておらず、寺子屋は庶民の希望によって発生し、庶民の自らの力で設営さ
れた教育機関であったといえる。 
両国の民衆教育に対する政策には違いがあまりみられないが、しかし、以下に考察する
ように、学校制度及び試験制度は両国の間で大きく異なっており、これらの違いは両国の
私的民衆初等教育機関の設立意図や普及情況に多大な影響を及ぼした。 
 
２．学校体系上の要因 
 
 清朝中国の中央政治機構は軍機処の下に吏部、戸部、礼部、兵部、工部などの六部を置
いたが、これは清代中国の政治組織の中枢であった。地方を 18 省にわけ、その下に府州県
の体系をなしていた。学校行政は礼部で行い、官学系統の学校として、中央に国子監（太
学）があり59、地方に府・州・県学があり、また郷村に義学（社学）があった。各レベル
の書院は、官学系統に属していないが、清朝政府が書院を積極的に管理し、官立のような
ものとなった。また、公権力と関係ない、民間の私的な教育機関としては、宗族がその子
弟教育のため共有財産などによって設営した族塾や、教師が個人的に近隣の子弟教育のた
め設営した私塾などがあった（図４－１参照）。一方、日本では、江戸時代における教育機
関は実に多様であり、大別すると、幕府や藩が主として家臣の武士たちの教育・訓練のた
めに設けた藩学、庶民の教育機関として設けられた寺子屋とそれよりさらに上級の各種私
塾、及び官立あるいは官民協力の経営による郷学などがある。 
 以上のように、近世における両国の学校制度については、設立主体（公権力との関係）
からみれば、ともに官立、半官半民、民間の私的な教育機関に分けることができる。また、
教育機能からみれば、両国ともに初等的な教育機関があれば、中等ないし高等的な教育機
関があり、共通点があると認める。しかし、教育機会、学校体系、生徒の進路などの点に
おいては、両国の間に大きな違いがみられる。 
 
(１)就学機会についての相違 
 中国では、官立の府・州・県学においても、民間の私的な啓蒙私塾においても、少なく
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とも形式的には、入学者の身分を問わず、ほとんどすべての階層の子弟の入学が認められ
た。民間の私的な初等教育機関としての啓蒙私塾は、その教育対象が特に決められておら
ず、学費を払えばほとんど誰でも入塾できた。また、宗族の中には、族塾といった教育機
関を設置して、一族の貧しい者への教育援助を行っていた。そのほかに、地方官が公費を
出して、義学を建て、無月謝制を原則とし、就学の資力がない貧困の家の子弟教育に努め
ていた。そのため、義学の設置の場所は、富豪・紳商の多い都市や町よりも、貧しく社会
地位が低い者が多い郷村地域に集中していた。また、地方官立の府・州・県学に入るには、
試験を受けなければならないが、入試に応じるのに特別の資格は要しない60。例えば、常
熟、海門、南通の三県では、1644 年から 1904 年までの間に、県学に合格した 11,504 人の
生徒のうち、非官僚家族の出身者が 6,118 人に達し、全体の約 53％を占めている61。この
ように、清代中国では民衆の就学機会に一定の平等性があったことが確認できる。 
 確かに一般の民衆は家業や生計に追われ、学問を求めて勉学に時を費やすゆとりもなけ
れば、勉学に必要な費用もない。学費を免除させるといった族塾や義学などの教育機関が
あったが、しかしその数は非常に少なく、収容できる子どもも限られていた。第２章と第
３章で考察したように、清代中国では、１県あたりの義学数は平均数校にとどまり、族塾
の普及状況については、宗族の結合が強いしかも経済的に豊かな浙江省鄞県においても、
族塾を設けた宗族は数パーセントに過ぎなかった。したがって、ある程度の経済力がなけ
れば、就学ができなかったのは事実であり、前述の民衆の就学機会の平等性は形式的なも
のに過ぎなかったといえよう。 
 一方、日本では江戸時代において士・農・工・商の身分制が確立しており、特に武士と
ほかの３つの身分は厳格に区別されていた。このことは江戸時代の社会生活や文化を全体
的に特色付けていたが、教育についても基本的には武家の教育と庶民の教育がそれぞれ独
自の形態をとって成立していたのである。 
武士は、農工商三民の上に立つものとして相応しい学問・教養が必要とされ、家門・格
式に応じて、藩校・家塾・郷学あるいは私塾に学び、江戸に遊学することもあった。武士
階級の子弟を士君子に育て上げるために、幕府や諸藩は武士の就学強制、学問奨励や文武
督励策をとるようになった。例えば、『日本教育史資料』一、二、三所収の 243 校の藩学に
ついてみると、全体の 70％の藩学が何らかのかたちで武士の出席を強制していた62。また、
佐賀藩では、1827（文政 10）年には、各藩士の藩学や諸道場への出席状況、成績、各種免
許・資格の取得状況などを調査し、業績不振の者からは禄米の中から一定比率の米を上納
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させた。福山藩でも、身分ごとに定めた学習要件を満たしていないと家督の相続に際して、
一定比率の禄高を留保されたり、削減されたりした。そのほか秋田藩、岩国藩などでは一
定の学習要件を満たすことを家督相続や役職任命の際の条件にしていた63。 
他方、農工商の庶民にとって、学ぶことは他から求められることも強制されることもな
く、それは自ら求めなければならないものであった。近世になると、商品経済は農村にも
次第に浸透してきたので、庶民の間に文字の必要性に対する自覚が芽生え、寺子屋に通っ
て読み書きの基礎を学ぶようになった。さらに、極少数とはいえ、一部の庶民の子弟が庶
民を対象とした郷学に通うことができ、また、寺子屋より上級の私塾は、藩学や寺子屋と
違って身分上の差別が少なく、多くは武士も庶民もともに学ぶことができた。 
以上のように、江戸時代の日本では多様な諸教育機関が設けられていたが、大別すると、
武士の子弟を対象とする学校と庶民の子弟を対象とする学校が別々に設置され、二つの系
統の学校が並立して、それぞれの独自の性格を持っていた。藩士の子弟は主に城下町に所
在する藩学や藩儒の家塾あるいは郷村に所在する郷学で教育を受け、一方庶民の子弟は寺
子屋で基本的な読み書きを学んでいた。したがって、社会構造や学校体系において、江戸
時代において民衆が学校を選択する自由は、中国と比べるある程度制限されていたことが
指摘できる。 
 しかし、女子の学習機会を検討すると、近世中国では、女子は男子のように学問による
高い教養は必要がないものと考えられ、「女子無才便是徳」（女子は才能がなければ美徳と
なり）とされた。女子の教育は主として家庭内で行われ、学校教育のような組織的な教育
の必要は認められなかった。それゆえに、中国のすべての教育機関は、女児の入学を一切
拒否していた。一方、日本では、女子教育に対する理解が低いとはいえ、女児の入学を認
めた寺子屋が多い。『日本教育史資料』によって分析すると、13,816 校の寺子屋のうち、
男女ともに通学していた寺子屋は 8,636 校であり、全体の 62.5％を占め、女児の割合は平
均で 28.6％である64。したがって、女児を学校教育の対象にするか否かについては両国の
間で相違があり、これが両国間教育普及格差を生み出した１つの原因であるといえよう。 
 
(２)進学システムと進路についての相違 
 近世中日の学校体系でのもう一つの大きな相違点は、両国の進学システムや生徒の進路
にもあった。 
 まず、近世両国の進学システムについて検討する。中国における進学システムは図４－
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１のように、義学・族塾・啓蒙私塾と呼ばれる初等教育機関、書院あるいは府・州・県学
と呼ばれる中等教育機関、及びさらにハイレベルの書院や国子監から構成され、就学者は
順次これらの教育機関へと進学することができた。これに対して、日本では、武士を対象
とする学校システムと庶民の教育機関が並存し、複線型ともいえる学校体系が設立されて
いた。後者においては、寺子屋を修了した一部の庶民子弟は上級学校である私塾に進学す
ることができたが、藩学や昌平坂学問所などハイレベルの教育機関に入学することは原則
的に禁止されていたのである。総じて言えば、中国では、初等教育機関の上にさまざまな
タイプの中等・高等教育機関が接続していたのに対して、日本の諸教育機関とくに武士の
学校系統と庶民の学校系統の間には、原則として連絡・接続はなく、両者はそれぞれまっ
たく別個の教育機関として存在し、独自の機能を果たしていた。 
 次に、学習者の進路について検討すると、中国では、義学・族塾・啓蒙私塾などの初等
教育機関において一定の基礎知識を修得した後、家計補助のために農業経営や労働に従事
する者、私塾の師匠など知識を要する仕事をする者、故郷の村を出て商売などをする者な
どがあったと考えられる。しかし家計の許す限り、官吏になる道を目指すことが普通であ
った。官吏を目指す方法は二つあり、一つは一種の学習補習機関である書院に入ること、
もう一つは儒者が設けた科挙受験予備校である私塾を選ぶことである。いずれの場合にお
いても、就学者が科挙試験の準備のため精進し、まず童試と呼ばれる府・州・県学の入学
試験に挑戦し、合格すると生員（俗称秀才）と呼ばれる官学である府・州・県学の生徒と
なったのである。その後、極少人数とはいえ、最高学府である国子監に進学でき、また科
挙試験の３段階のいずれの段階に合格し官僚ともなれば、庶民とは隔絶した地位・身分が
与えられた（図１－４参照）。これはまるで宋代の第三代皇帝真宗が「勉強すれば、おのず
から富も、豪邸も、身分も、美女もすべて手に入る。立身出世の志を抱くものはひたすら
経書の勉強をしなさい」65といった通りである。 
 具体的な事例をみると、広西省出身の李宗黄の回顧によれば、彼は父親から科挙に及第
し、農業から抜け出すという期待を抱かれたため、６歳から私塾に入り、６年間の教育を
受けてから、地元の玉屏書院に進んで、そこで４年間受験を勉強したという66。湖南省出
身の舒新城の回顧録によると、彼は幼いうちに、家の近くの私塾に通い、最初から科挙受
験向きの「四書」を勉学し、10 年間にわたって儒学の基礎知識を習得した後、科挙受験予
備校である鄜梁書院に進学した67。一方、商人の家庭に生まれた包天笑は、５歳から 14 歳
頃までの約 9 年間に何回も転校しながら、私塾教育を受け続けた。彼は幼年期から科挙の
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ための学習を強制され、科挙試験を受けることを運命づけられ、19 歳までに２回にわたっ 
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図４－１ 清代中国の進学システムと試験制度 
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て県学入試試験（童試）に直接に挑戦し、ついに秀才の学位を獲得したという68。つまり、
科挙受験を志す者は、通常まず啓蒙私塾において「三字経」・「百家姓」・「千字文」等の書
物によって文字を覚え、唐詩を手本として作詩を学び、四書五経など儒学教典を素読する
といった初等教育段階を修了した。資産のある家庭では家庭教師を雇い学ばせることが多
かった。さらに高度な学習を志す者は、各種の書院を利用した。これらの学習を終えた後、
府・州・県学の入試に挑戦し、科挙の受験資格を獲得したのである。 
 一方、江戸時代の日本では、庶民の子弟が寺子屋において基礎的な読み書きなどの知識
や技能を修得した後、一部の修了者は中等・高等教育機関にあたる私塾に進学したとみら
れる。これにより、寺子屋が私塾の発達、普及と照応関係にあったことをみることができ
る（表４－３参照）。例えば、天保年間（1830-1843）の寺子屋数は 1984 校で、毎年平均
141.7 校開設されたが、同じ時期に、私塾も 219 校、毎年平均 15.6 校開設されており、私
塾新設の割合は寺子屋のそれの約 10％程度である。ほかの年代別でも同様な傾向がみられ、
私塾の開設数も寺子屋のそれぞれのおよそ 10％であり、このような割合は全国、もしくは
地方別統計いずれの場合にもほとんど変わらない69。また、私塾と寺子屋の生徒数につい
て、徳島藩を例にとってみると、37校の私塾において学んだ生徒数は合計2,805人であり、
これは 432 校の寺子屋の総生徒数の約 13.1％である70。このことからみれば、寺子屋修了
者のおおよそ 10 人に１人が上級学校である私塾に進学したものと推測できる。 
 
表４－３ 寺子屋と私塾の年平均開設数 
寺子屋 私塾 
年号 西暦(年数) 
校数 年平均開設数 校数 年平均開設数 
寛政－享和 1789(15) 223 14.9 47 3.1  
文化 1804(14) 387 27.6 69 4.9  
文政 1818(12) 676 56.3 91 7.6  
天保 1830(14) 1984 141.7 219 15.6  
弘化－嘉永 1844(10) 2398 239.8 233 23.3  
安政－慶応 1854(14) 4296 306.9 344 24.6  
合計 1789-1867(79) 9964 126.1 1003 12.7  
石川謙『寺子屋』と海原徹『近世私塾の研究』より作成 
 
以上の推測は、長野県『更級郡埴科郡人名辞典』に記録されている一部の人の学習歴で
も一定程度裏付けられる。その事例をあげると、以下のようになる。 
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○大井信富 更級郡網掛村の人、７歳の時より同村小宮山彌治兵衛に就き習字を学び、
その後福泉寺万全で漢籍を、戸倉村虎杖庵で俳諧を、若宮村芝原中村易遊で和歌を学んだ。
1827（文政 10）年 14 歳の時上田藩上野塾に入り漢籍を修め、翌年退学。壮年に及び名主
役其他の公務を務めた71。 
○中村林左衛門 更級郡更級村若宮の人、1805（文化２）年３月 15 日生。幼にして学を
好み、村の寺子屋で読み書きを習い、仙石の大谷与五郎に易学を学び、さらに更級郡中之
條村池田大和正について易学並びに天文地理の学を修めた。（中略）1831（天保２）年 27
歳で江戸に出て佐藤一斎の門に入り１年余り修業した72。 
○西野入八郎治 上水内郡津和村の人、1829（文政 12）年３月７日生。８歳の時同村権
田主馬に就き読書習字を学び、20 歳の時松代藩士、高野権右衛門の弟子となり漢籍を修め
た73。 
○小林彌五兵衛 1823（文政６）年４月 11 日更級郡大岡村笹久に生る。同村芦之尻熊井
宇右衛門に就き習字を修め、後東筑摩那麻村宮下日向に就き漢籍を学び、1840（天保 11）
年及び 1845（弘化２）年に長百姓、慶応元年名主を務め翌年帯刀を許された74。 
○小林九右衛門 更級郡山和田村の人、1825（文政８）年生る。幼時同村精進屋清水宥
全に学び、後役向にて松代に往復し佐久間象山に学んだ75。 
○山本央人 更級郡二柳村の人、1814（文化 11）年３月生る。９歳の頃、隣村瀬原田高
原寺の僧、龍皎に就き書を習い、22 歳の時石川村中村久八に就き経書を修め、後松代藩士
原主馬の門に入り経史を学び、傍ら同村中条の春日主税、戸部村青木以文に就き、多年考
究した。横田村鳥羽杢左衛門に就き、卜傳流の剣術を修め、江戸に遊び、湯島聖堂裏なる
磯又右衛門に就き、天神直揚流の柔術を学ぶ。家に帰って農業に従事し、傍ら同村中條与
五右衛門に謡曲を学び、同大当の羽田喜左衛門に数学を学んだ。されど技能を人に誇らず
専ら農業に励んだ。郷人の請に依り晩年家塾を開き子弟に教授し、門人数百人に及んだ76。 
○北島俊 更級郡笹井村上氷鉋の人、1822（文政５）年３月 18 日生る。幼時同郡戸部村
青木以文に就き読書習字を学び、15 歳上高郡保科村小宮山良意に漢籍詩文を学び 18 歳江
戸に出て星池の門に入り漢籍詩文を修めた。32 歳帰郷して父三郎右衛門の後を襲ぎ代官御
手代となり、元治慶応の頃より子弟に読み書きを教え、塾名を開陽学舎といった77。 
 
また、第１章第１節で考察した吉田藩の山本忠佐塾の門人帳などを分析してみると、1850
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（嘉永３）年から 1867（慶元）年の間に入学年齢が判明できた 76 人の門人をみると、８
歳入学から 45 歳入学までと幅広いものであった78。そのうち、10 歳から入学した場合が
一番多く、全体の約 16％を占めている。13 歳、15 歳、18 歳から入学したのは、それぞれ
11％、９％、９％である。10 歳～18 歳から入学したのは、あわせて 75％に達している。
前述した寺子屋の入学年齢より２歳から５歳ぐらい遅れていることがわかる。寺子屋の平
均在学年数が２～４年間であることを考えれば、一部の子どもが寺子屋の学習を終えてか
ら、あるいは途中で止めて私塾に進学した可能性があると推測できる。実際に師匠山本忠
佐が記した「新居在勤中日録」に、「（安政三年）九月廿八日 泉丁子供三人来候…皆松下
四嘉右衛門方へ手習ニ来り」79とあるように、松下四嘉右衛門のもとで、手習をしていた
おそらく寺子と呼べる子どもたちが、山本忠佐の私塾へ勉学に来るようになったのである。 
 以上の事例から、初等教育以上の教養を必要とする人々は、私塾に入門し、漢学、和学、
算術あるいは武術を勉学していたと推察できる。しかし、寺子屋において読み・書き・算
術などを修了した後、私塾に進学した寺子はさすがに極少数であった。それ以外の大多数
の寺子の進路情況はどうであったのであろうか。ここでは、寺子の進路情況について比較
的に明らかになる伊勢国「寿硯堂」を例にとって検討してみる。 
 寺子屋「寿硯堂」は伊勢国飯高郡塚本村の中村佐治右衛門長治が経営したものであり、
寛政期の佐治右衛門長治以後、子・亀次郎及び孫・友三郎まで引き継がれている。『三重県
教育史』に紹介されている「寿硯堂」の門人帳である「門弟衆名前帳」は、1742（寛政４）
年から 1822（文政５）年に至る 31 年間にわたる寺子の基本情況が詳細に記されている史
料であり、寺子の入門情況などが記載されているだけではなく、修了後の寺子の生活状況、
職業なども詳しく記載されており、これにより寺子屋修了後の子どもの進路をうかがい知
ることができる。 
 これによると、31 年間の「寿硯堂」の入門者は 642 人（男子 477 人、女子 165 人）に達
している。このうち多くの者が、修了後奉公に出ている。男子 139 人、女子 19 人で、男子
の場合は入門者総数 477 人の 29％であり、女子の場合は入門者総数 165 人の 11％である。
男女合わせて 158 人で、総入門者数の 25％を占める者が奉公に出ている。奉公先について
は、男子寺子の半数以上（78 人）が江戸の店へ奉公しており、江戸糀町岩城升屋（13 人）
や尾張町夷屋（11 人）のように、特定の店へ集中している。次いで多いのが松阪の店や周
辺農村の店や個人の家への奉公である。知人や親戚を頼り、その家で奉公する場合もあっ
た。また、大阪・江戸に手広く進出して隆盛を極めていた三井店を中心に奉公していた例
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も少なくなかった。近在の場合の奉公先は零細な酒屋や桶屋、仕立屋、蝋燭屋、茶屋など
であった。女子寺子の奉公先については、19 人のうち 18 人が伊勢国内の店や個人の家に
奉公に出ており、地元の店へ集中していることがわかる80。全体的にみれば、「寿硯堂」の
入門者は、７歳から８歳までに入門して、３年から５年間修学して 10 歳から 13 歳までに
修了して、13 歳ごろ奉公に出ている場合が一般的であったといえる81。このことから、寺
子たちはある資格を取るため、あるいは出世するためというよりも、将来の社会生活や生
産活動、商売活動を営めるように、つまり一人前の人間として生き抜くことができるよう、
寺子屋で読み・書き・算術を身につけようとしたといえよう。 
 近世中日両国の教育システムや生徒の進路の相違についてまとめてみると、中国の教育
システムでは、初等教育機関の上にさまざまなタイプの中等・高等教育機関がつながって
いたのに対して、日本の諸教育機関とくに武士の学校系統と庶民の学校系統の間には、原
則として連絡・接続の方途はなく、両者はそれぞれまったく別個の教育機関として存在し、
機能していた。また、生徒の進路については、中国では義学や族塾、私塾の優秀な児童が
上級学校である書院に進学ができ、入試に合格すれば、官立の府・州・県学にも入ること
ができ、さらに、科挙試験に合格し官僚ともなれば、庶民とは隔絶した地位・身分が与え
られた。学校が人々の出世（階層移動）を果たす機能を有していた。これに対して、日本
では、庶民の子弟は寺子屋の学習を修了してから中等・高等教育機関に相当する私塾へ進
学できたが、寺子屋と藩学が入れ混じることは原則としてありえず、進学の途もそれぞれ
の身分ごとに固有のものとして自閉的であった。このため、中国のように勉学を通して出
世することはできないのである。 
 
３．試験制度からみた要因 
 
 以上両国の生徒の進路や階層移動にみられた相違は、根本的には両国の社会構造との
かかわりが大きいが、しかしその相違を生じさせた直接的な原因は近世両国の異なった試
験制度にあった。結論から言えば、中国では、科挙試験はエリート（官僚）の選抜手段と
して利用され、強い競争的な性格をもっていたのに対して、日本では昌平坂学問所、藩学
や私塾で導入された素読吟味、学問吟味は学力の到達をはかるための試験であり、学問奨
励のための試験であった。以下、清代中国における科挙試験と江戸時代日本における学問
奨励試験の性格を探り、両国の試験制度が民衆教育普及に与えた影響を分析する。 
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 (１)中国の選抜試験としての科挙 
 「科挙」とはもともと「科目」による「選挙」の意味であり、試験が一種にとどまらず
して「数科に分るのが故に科目」といい、また選挙とは官吏の登用を意味していた82。つ
まりさまざまな科目について試験をして、その成績によって官吏を任用しようというので
ある。 
 科挙の沿革を概説すると、これは、「漢に淵源し、隋に興り、唐に盛んに、宋に成る」と
いわれる83。科挙が漢に淵源するとは、西漢元興元年（紀元前 134 年）に始まる「察挙」
制度を指すものである。漢代の「察挙」は、一般には「郷挙里選」として知られている。
これは、中央政府から派遣された地方官が郷里社会の優秀な人材を推挙する選挙制度であ
った84。しかし、漢代の選挙はあくまで地方官の推薦に基づいたものであり、地方官や郷
里社会の世論を掌握していた「豪族」などの意向によって左右されることが多かった。こ
の問題を解決するために、隋の文帝は 582（開皇２）年に「詔挙賢良」85という政策をと
り、推薦よりも実力試験を用いて有能な官僚を抜擢する科挙制度を導入した。唐代はさら
にこの制度が整備された。唐代の科挙は、詩賦（作詩）に代表される文学の才を問う進士
科と、明経科に代表される経書の暗記能力を問う諸科に分かれ、優秀な者はさらに首都長
安に集り、礼部による試験を受け、それに合格すれば官僚となる資格を獲得することにな
る。次の宋代には、厳格な科挙試験の体制が整備され、科挙の最大の特徴である機会均等、
実力主義といった性格が確立することになった。その結果、貴族の勢力が排除され、それ
以前には地方権力者階層に握られた官吏登用の権限を国家が取り戻し、官僚人事すべてに
わたる選挙権を掌握することとなった86。中国の歴代の王朝の皇帝たちは、この競争の試
験制度を家柄や身分にとらわれない、能力による人材の選抜手段として用いてきたのであ
る。 
 このようにして確立した科挙試験は、元代の一時的な中断をへて、明代、清代にはほぼ
一貫してその特徴が継承されていた。清代政権を樹立して間もない 1645（順治２）年に、
清の世祖は「天下を治めるとすれば、必ず天下の人心を得ないといけない。士は優秀な民
であるので、士の心を得れば民の心を得ることができる。よって、科挙を再開して広く人
材を登用すべきである」87という上書を受け、郷試を行い、翌年に北京おいて会試・殿試
を行い、300 人の進士を採用した。その後、科挙は３年に１度実施され、すなわち時に宮
中に大慶事がある際に特別恩科を開くほか、丑・辰・未・戊の年ごとに科挙を行うことが
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規定された88。科挙は元来二つの意味があり、一つは朝廷が有用な人材を求めて、ともに
政治を行うという朝廷自身の必要であり、もう一つは朝廷がこれによって平民を官吏に抜
擢して優遇し、民衆に出世の道を提供するという朝廷の恩恵である89。少数民族である清
朝の統治者にとっては、漢民族の人心を籠絡するため、第 2 の意味が非常に強かったとい
える。 
 清代における科挙の仕組みは非常に複雑である。それを概要すると、図４－１に示した
ように、３段階に分かれていたのである。すなわち、最初の試験は郷試といい、各省の生
員をその首府に集めて行い、それに合格すれば挙人という資格を獲得する。次に全国の挙
人を北京に集めて会試と呼ばれる第２段階の試験を行う。会試に合格した挙人はさらに引
き続き、皇帝自ら行う殿試と呼ばれる第３段階の試験を受け、殿試に合格してはじめて進
士という称号を賜わり、高等文官の資格を取得する。 
 しかし、清代には、「科挙は必ず学校を経由する」と規定している。この学校とは、地方
官学である府・州・県学及び中央官学の国子監を指すものである。すなわち、科挙を受け
るための必須条件はまず府・州・県学や国子監の修了者でなければならないのである。こ
れはまさに「国家は人材を蓄え人材を養うために学校を設ける。郷試・会試・殿試でその
中から優秀な人材は選抜され、官吏として用いられる」90といわれたように、朝廷にとっ
ては、官僚制の持続と発展のためには安定的な官僚の補給を欠くことができなかったが、
一方民衆にとっては、地方官学である府・州・県学の入試は、出世のため、官僚階層に昇
るための不可欠のステップであった。 
 県学の学生（生員という）になるため、元来は、県学の入学試験を受ければ入学できる
はずであるが、しかし受験者の増加により競争が次第に激しくなっていたため、入学試験
の手続きを段々複雑にし、県学の監督者である知県（県の知事）の試験を受けた後、さら
に知府（府の知事）の試験すなわち府試を受け、最後に皇帝より欽派された学政91の院試
を受けなければならない。この３段階 10 数回の試験にすべて合格してはじめて入学を許し、
生員と呼ばれる県学の学生とさせ、秀才という学位を与える92。 
このような３段階の県学の入学試験は童試ともいい、３年間に２回行われた。県学には
童試のたびごとに採用すべき生員（学生）に定員があり、その定員は、清代初期には、大
県学は 40 人、中県学は 30 人、小県学は 20 人としていた93。その後、大県学と中県学の採
用人数が半減され、小県学の定員は４～５人と改定した。また 1674（康煕９）年に、府学
は 20 人、大県学は 15 人、中県学は 15 人、小県学は７～８人と定めた94。以降県学の採用
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人数は増減していたが、20 人以下とした場合が多かった。例えば、長江下流の常熟県、嘉
善県と平湖県では、清代初期の 1644（順治元）年から清代末期の 1904（光緒 30）年まで
の 261 年間にわたって、それぞれ 4,602 人、4,964 人、5,011 人の生員の入学が許され、年
平均入学者数はそれぞれ 17.7、19.1、19.2 人であった95。また、清代半ばの広西省各府・
州・県学の採用定数は表４－４のように、多いほうが 20 人、一番少ないのが２人で、平均
8.7 人であった。 
 
表４－４ 清代広西各府・州・県学の採用人数 
学校名 採用人数 学校名 採用人数 学校名 採用人数 学校名 採用人数
桂林府学 20 融県学 15 平楽県学 20 鎮辺県学 2 
臨桂県学 20 象州学 15 恭城県学 15 郁林直隷州学 20 
興安県学 15 来賓県学 8 富川県学 15 博白県学 12 
霊川県学 15 慶遠府学 20 賀県学 15 北流県学 12 
陽朔県学 12 宜山県学 15 荔浦県学 8 陸川県学 12 
灌陽県学 15 天河県学 8 修仁県学 8 興業県学 8 
永寧州学 12 河池州学 12 昭平県学 12 百色直隷庁学 4 
永福県学 8 思恩県学 8 永安州学 15 恩陽州学 2 
義寧県学 8 東蘭州学 4 梧州府学 18 奉議州学 3 
全州学 20 思恩府学 20 蒼梧県学 20 土田州学 4 
柳州府学 20 武縁県学 20 藤県学 12 廉州府学 12 
馬平県学 12 賓州学 20 容県学 8 合浦県学 8 
雒容県学 12 遷江県学 8 太平土州学 4 霊山県学 8 
羅城県学 8 上林県学 20 鎮安府学 12 欽州学 9 
柳城県学 12 泗城府学 10 天保県学 4 防城県学 8 
懐遠県学 8 西林県学 4 帰順州学 4  
                                         『広西通志・教育志』より作成 
 
このような少ない採用人数に対して、受験者は地方によって違ったが、大体数百人から
数千人までにのぼっていたという記録がある96。また、県学の入試を経験した包天笑の回
顧によると、彼の出身地の江蘇呉県では、「毎回採用人数が四十名であったが、出願者が常
に七、八百名あった」ので、競争が非常に激しかったという97。また、浙江省紹興県出身
である周作人は、県学の入学試験について、県学に進学するのは「読書人の出世の唯一、
しかも極めて難しい途であり、（中略・引用者）宝くじを買うことと同様に、あたるのは極
少数であった」98と回顧している。 
 県学の入試がこのように激しかった大きな理由は、庶民の子弟が一旦県学の学生（生員）
になると、さまざま特権を与えられ、特権階級に身をおくことができたからである。これ
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らの特権は次のようなものである。まずは、郷試（科挙の最初段階）に応じる権利及び中
央官立学校である国子監に推薦入学の資格を獲得できたのである。第２に、生員は朝廷か
ら生活費をもらい、一切の丁糧（年貢米）や労役・賦役が免除された。例えば、広西省の
場合、嘉慶初年（1796 年頃）から、朝廷は毎年 1,149 人の生員に対して、銀 1,487 両、米
1,289 石を生活費として支給した99。第３に、生員に官吏に準じる礼遇を与えた。1645（順
治２）年、朝廷は一般の庶民と区別するため「生員品服式」、すなわち学生の制服の様式を
定め、県学の生徒を準官僚として認めた100。さらに、生徒が罪を犯した場合、一般の庶民
の取り扱いと違って、「地方官長が必ず教官とともに、（県学の）明倫堂で生徒を処罰する」
ものとされた。もし地方官長が独断により生徒を公堂（法廷）で処刑すると、朝廷法律の
違反として格下げされる、という通達が朝廷によって何回も出された101。このように、県
学の学生は一般庶民がもてない「士」（読書人）という特権を享受し、また出仕する途が開
かれ、まさに中国社会の特別な階層のメンバーとなることができたのである。要するに、
国家は、科挙が万人に開かれ、公平かつ平等な試験であり、合格すれば社会的な成功を勝
ち取ることができるという共同幻想を人々に抱かせ、僅かな合格者には一般庶民とはかけ
離れた権力や社会地位を与える一方、君主独裁制を実現する道具として機能させたのであ
った。 
このように、科挙試験は多数の受験者の中から、試験の成績によって合格者を決めると
いうものであったため、受験者の成績の評価だけで決定した。そして点数の上位の者だけ
に特権や優遇が与えられるから、受験者は１点でも高い得点を得ようとし、激しく競争し
たのである。 
 
  (２)日本の学問奨励としての素読吟味と学問吟味 
 日本では、公的な試験制度は古代から存在した。平安時代に、唐にならって官僚の試験
制度を導入したのであった。それは 200 年間あまり（704―938 年）続いたが102、次の節で
考察するように、中国の場合のように社会制度として定着しなかった。古代以降、鎌倉・
室町・戦国時代を通じては、教育や官吏任用の世界ではさほど新しい動きがみられなかっ
た103。武家政治の完成した江戸時代には、幕臣や武士が学ぶ昌平坂学問所や藩学で定期試
験の制度が導入された104。また、私塾咸宜園で導入された９等級の進級試験についてはよ
く知られている。それでは、これらの試験制度はどのような目的で実施されたのであろう
か。以下、幕府、諸藩の実施した試験及び私塾咸宜園が実施した試験制度について、それ
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ぞれの特質を探ってみる。 
 まず、幕府の試験制度の性格を検討する。江戸時代後期105に入ると、幕府が幕臣のため
の学問所である昌平坂学問所の拡充を図り、定期試験の制度を導入した。「学問吟味」と「素
読吟味」がそれである。 
学問吟味は御目見以上・以下の旗本・御家人の 15 歳以上の者に対し幕府が行った学術試
験である106。学問吟味が創設されたきっかけは、1791（寛政３）年７月 27 日の若年寄安
藤対馬守が出した通達である。これによると、各部署の長が講釈や作文などができる学力
の高い者を推挙し、湯島聖堂（寛政９年に昌平坂学問所に改称改組）において目付の立ち
合いの上で儒者が試験をする、というものであった107。1792（寛政４）年第１回学問吟味
が行われたが、目付と湯島聖堂儒者の間で成績評価基準の折り合いがつかず、また松平定
信からも異論が出たため失敗に終わり、「再吟味」として 1794（寛政６）年第２回の学問
吟味が執り行われた。その後しばらくの間は、３年に一度の割合で行われ、1868（慶応４）
年までの 77 年間に合計 19 回実施された108。 
 この試験制度が確立した第２回以降は、概ね２、３日もしくは数日おきに５、６日の日
程を組んで、「初場」（予備試験）と「本試」の試験を行っている。本試はさらに経科・歴
史科・文章科の３科に分かれていた。初場（予備試験）に合格しないと本試験の経科前場・
経科後場へは進めなかった。成績評価は甲科・乙科・丙科が及第、それ以外は落第と決め
られ、甲科と乙科の及第者は「登科済」の者とされ、丙科の者は次回も挑戦して甲科・乙
科で及第することが期待された。 
 各回の受験者数と及第者数などは、年次によっては資料がないために未詳の部分も少な
くない。橋本昭彦の統計によれば109、表４－５のように、受験科目は選択制であったため、
各科目の受験者数は一様ではない。また、受験者総数は年によって変動があったが、大体
毎回２、３百人位が受験し、甲科、乙科、丙科の及第者はあわせて数十人である。例えば、 
 
表４－５ 幕府の学問吟味の受験者と及第者 
受験者 経科 経科 及第者数 
回 年次 
総数 
初場
前場 後場
歴史 文章
甲科:乙科:丙科 
第２回 1794(寛政６) 237       41 43 5:14:28 人 
第３回 1797(寛政９) 249           2:21:12 人 
第８回 1823(文政６)   161 122       5:14:18 人 
第９回 1828(文政 11)   142 132       4:11:20 人 
第 13 回 1848(弘化５)   168 162 147 133 27 4:22:30 人 
第 14 回 1853(嘉永６) 200 181 172 161 143 53 3:35:37 人 
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第 15 回 1856(安政３)   234 235 212 195   4:48:55 人 
第 18 回 1865(元治２) 71           3:34:20 人 
橋本昭彦『江戸幕府試験制度史の研究』より作成 
1794（寛政６）年の第２回試験には 237 人が受験し、甲科及第者５人、乙科及第者 14 人、
丙科及第者 28 人の結果であった。合格率は 20％程度であることからみれば、厳しい競争
であったといえる。 
また、学問吟味の制度が始まった翌年の 1793（寛政５）年から「素読吟味」が開始され、
学問吟同様に幕府が主催し、湯島聖堂の儒者が担当したものである。素読吟味は、もとも
と幕臣の子弟の 15 歳未満の者に対して行った試験であって、1797（寛政９）年 11 月にな
って「句読科」と改称し、受験年齢も 17 歳から 19 歳までの間に引き上げた110。幕末の 1867
（慶応３）年まで毎年開催されたようで、受験者数は毎年 100 人余りであった。素読吟味
は、四書五経に小学を加えた書物の中から一つを受験者が選んで、幕府目付と聖堂儒者で
構成される審査員の前で読み、合否を決めるものである。読み方については、朱子学派の
訓点に従っているかどうかなどの細かい決まりがあったようである。 
 さて、このような試験制度創始の基本的な意図はどこにあったのだろうか。学問吟味や
素読吟味の創始などに参与し、寛政改革期における文武奨励策に多大な影響を与えたのは
幕府の儒者柴野栗山であるとみられる111。彼が幕府に献上した「上書」をみると、その建
策の基本は文武奨励であった。享楽に溺れてよく領民を治めえない大名には「急度御叱り
をも蒙り、或は官位等を削り被成、または悪地へ国替被仰付」ること、善政に努めている
大名には「御褒美の上意を蒙り、または家格の官位等も昇進仕、上国と所替等被仰付候」
ことを提案した112。柴野栗山は、士の廉直を重んじるため利益誘導的な文武奨励策には否
定的な考えをもつ儒者である室鳩巣とは違って、文武奨励の手段として賞罰を積極的に取
り入れ、単なる金品だけではなく、個人の官位や家格の上下などを含む賞罰を設けること
などを提案した。このようにして、幕府が学問吟味や素読吟味を導入し、寛政期の学事振
興諸策を実施したのである。 
しかし、実際には学問吟味の及第者を登用する規定はなく、金品の褒賞を与えただけで
あった。優秀な成績をおさめた者には、成績と身分に応じて褒詞と金品の褒美が贈ら、任
用との直接的な関係はなかった113。第２回の学問吟味で甲科及第者の中にはお目見以上の
首席は小姓組番士遠山金四郎で、お目見以下の首席は徒衆大田直次郎であった。遠山景晋
は小姓組番士から徒頭、長崎奉行、作事奉行、勘定奉行へと昇進を重ねていく。大田南畝
は徒衆から支配勘定へと、従来より給与が 30 俵増えただけだが、昇進と見なせるようであ
 - 292 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
る。これは、人材の選抜とまったく無関係であったとはいえないが、ドーアのいうように
そこには「後日の昇進のために才能を見極めるという意図」があり114、つまりその基本的
なねらいはあくまでも学問の奨励であった。また、素読吟味に及第すると昌平坂学問所の
寄宿稽古人になる入学試験が免除され、基礎課程修了の一つの区切りとなった。寄宿した
い者には利点だろうが、通いの稽古人には試験はなかったため、大した利点でもなかった。
他に利点を挙げるなら、番入り試験の願書に素読吟味に及第して褒賞されたことを記し、
自分の学問修業の付加価値とすることくらいであろう115。 
 次に諸藩の試験制度の性格を検討する。『日本教育史資料』（一、二、三）等を検討す
ると、江戸時代の武士階層の教育においては、試験の存在は普通のことであり、ほとんど
の藩は何らかの試験を行っていた。そこには、日試（毎日の終業時に試みる）、旬試（１
旬ごと月３回実施）、月試（普通月末１回実施）、時試（四季試ともいう、年４回実施）、
春秋試（年２回実施）、歳試（毎年末に実施する歳終が多かった）などさまざまの試験が
あり、たいていの藩学では頻繁に繰り返されていた。 
 表４－６のように、試験の成績や出席率は賞罰の対象にされた。その中で、藩主が自ら
成績優等あるいは出席率の高い生徒に、紙墨本などの賞品や賞金を与えるということが広
く行われていた。また多くの藩では、学業上進の藩士は秩を進め、禄を増やし、扶持米を
増加するという学習奨励政策を打ち出し、あるいは優等の生徒には藩費をもって遊学させ
た（「＜付録＞資料１：藩学開設一覧」を参照する」）。 
 
表４－６ 藩学における優等生徒への奨励方法 
奨励の方法 校数 全体の百分比 
優等者に扶持米を給与するか、棒禄を増加する 52 21.4% 
優等者に書籍などの賞品あるいは賞金を与える 120 49.4% 
優劣勤惰によって賞罰する 38 15.6% 
学業進否により進級あるいは座席を進退する 4 1.6% 
貧困なものに書籍や代料を貸与する 1 0.4% 
不詳 28 11.5% 
合計 243 100.0% 
                                  『日本教育史資料』（一、二、三）より作成 
 
諸藩学の中で、定期試験を最も早く導入したのは熊本藩学の時習館であるとみられる。
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熊本藩学の教授秋山玉山が、1756（宝暦６）年に作成した「時習館学規科條大意」にある
「考課」では、試験の方法について「課程を考試して子弟の座班を上下する黜陟の法なり。
毎月廿九日もしくは卅日に勤惰を考へ、毎季の終りに再び考へ、又歳の杪りに考へ、国子
総教に達す。これを小案比
（ マ マ ）
とす。三年に大いに会考するを大比といふ」と記している。ま
た、定期試験の目的については、「小比とは国子総教より褒眨の辞あるべし。大比して公上
に達し賞罰あるべし」と定めた116。さらに、秋山玉山が時習館の規則「時習館学規」を定
め、監督なしには怠学にいたることを懸念して、「其の業を等り、而して之を進退せしむる
は、勤惰を督し作輟を験する所以也、兼科する者は、班一等若くは二等を升し、一月若く
は二月を虚曠にすればその班を降す、之を過ゆれば其の籍を削りて、敢て歯列せず、（中略・
引用者）古は三年にして一経に通ず、其の通ぜざる者は、学を移し習を易へ、以て変ずる
こと有るを観るは、之を俟つの道也、九年に至るも学変せず、業成らざる者は罷帰せしむ、
年限を過ゆと雖才成立に近き者は、又留まり学びて業をふることを聴す」117というように、
進級試験制度を導入した。 
時代が下がると、他の藩学においても進級試験や入門時の試験が登場し、普及した。例
えば、1799（寛政 11）年に創立された彦根藩学の弘道館では、1830（天保元）年より４つ
の「寮」をおき、その寮をそれぞれ１～５ないし６の「席」つまり「等」に分けていた。
「一之寮」と「二之寮」は習字教育や素読教育を主とする初等教育の場であった。「幼年未
学生」は入学してから、まず「六之席ニ居ラシメ、假字文ヨリ教授」し、「五六講ヲ経テ、
其能否ヲ分別シ可ナル者ハ五之席或ハ四之席ニ進席」させる。以降は、「其業ノ進歩ト行状
ニ依リ」次第に進席するとした。その進級は「一之寮」と「二之寮」では「手跡方ノ専断」
によったが、中等教育段階以上の「三之寮」や「四之寮」に進級するのは「稽古奉行ニ告
クテ試験ヲ請フ奉行ハ頭取ノ認可」を経て、試験に合格しなければならないのである118。
つまり、「席」から「席」へ、「寮」から「寮」への移行には試験という関所が設けられて
いた。この弘道館の進級制度はもっとも整備されたものの一つと考えられるが、試験を利
用して、学習者の励みとすることと同時に、学習内容や学習程度を標準化しようとしたと
いえよう。 
 定期試験制度は武士を対象とした藩学だけではなく、私塾や寺子屋でも導入されたと考
えられるが、具体的な事例はあまり見つかっていない。例外的に、広瀬淡窓の咸宜園では、
「月旦法」という月例評価制度のもとでの９等級の進級試験制度があったことが知られて
いる119。 
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咸宜園の学科は四書、五経、諸子、和漢の歴史、詩文などであるが、塾生は学力の多寡
に応じ、これらを素読、輪読、輪講、会講(奪席の会)、独見、質問、推敲などの形式で学
んだという120。学習の評価を行う試験（試業)には、月に３回の句読、月に２回の書(習字)、
月に２回の詩作、月に２回の作文の９回の試業があった。試験（試業）と日常の学習の成
果が月旦評に表われる。１級から９級で各級が上下に分かれるので 18 段階になる（表４－
７）。淡窓の漢文日記によれば月旦評は毎月 25 から 27 日の間にに行われることが多い。月
旦評による進級は塾生を講堂に集めて公表され、淡窓は進級者が勉勵し学力が進歩したこ
とを誉める言葉を述べた。独特の「三奪法」を導入し、月旦法をベースにした咸宜園のい
わば実力主義は、少なくとも武士を対象とした藩学における差別とは無縁であった。三奪
法により学歴、年齢、家格などすべてを白紙に還元された塾生たちは、改めて月旦法によ
る学力認定によって塾内の尊卑、序列を決定された。月旦法の成績が塾生活のすべてを左
右したという意味で、封建学校とは本来異質の実力主義が登場したとみることができよう。
しかし、月旦法による激しい競争ではあったが、修了後のどのような資格や出世の道とも
結びつかなかったと推測される。これはあくまでも塾の内部に限られた競争であり、現実
の利益のためでなく、「名誉」や学習奨励を目的とした競争であったといえよう。 
 
表４－７ 咸宜園の等級システム〔天保 10（1839）年３月以降〕 
等 級 課程 昇級点数 
上 詩五篇、文五十篇 460 
９ 
下 淡窓六種、墨子、管子、近思録、伝習録 420 
上 名臣言行録、資治通鑑、世説荀子、文中子 380 
８ 
下 荘子、資治通鑑、八大家文 350 
上 遠思楼詩講義、書経講義、漢書講義 320 
７ 
下 詩経講義、史記講義 290 
上 国語講義、左伝後半講義 260 
６ 
下 左伝前半講義、分範講義 230 
上 孔子家語講義、孟子講義 200 
上 
５ 
下 論語講義、日本外史講義 170 
上 蒙求暗記、中庸講義、十八史略暗記 140 
４ 
下 大学講義、十八史略抜粋 120 
上 国史略講義、孝経講義 100 
３ 
下 易経素読、詩経素読、書経素読 80 
上 礼記素読、春秋素読 60 
２ 
下 小学素読、孟子素読 50 
上 論語素読、孝経素読 40 
中 
１ 
下 中庸素読、大学素読 30 
下 無級  20 
海原徹『近世の学校と教育』による
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以上考察したように、江戸時代の日本では、さまざまな仕組みの試験制度が幕府、諸藩
あるいは私塾咸宜園で登場し、発達していた。これらの試験は競争的な性格をもっていた
が、その基本的なねらいは学問の奨励のためであり、学習内容や学習程度を標準化するこ
とである。幕府や諸藩においては、個々の事例として試験の成績によって将来特別な抜擢
にあずかることもあったとみられるが、制度として定められたものではなかった。学校は
人材育成の場ではあっても、人材選抜・人材登用の装置ではなかったことが指摘できる。 
 
(３)両国の試験制度の特徴と民衆教育に及ぼした影響 
総じて言えば、清代の中国で継承され発達した科挙を中心とした試験制度は、本質的に
は人材選抜試験であり、官僚任用試験であり、選別の構造121をもっている。すなわち、多
数の受験者の中から、試験の成績によって合格者を決め、点数の上位の者だけに特権や優
遇が与えられることから、受験者の成績の評価だけで判断することになり、激しく競争試
験となった。これに対して、江戸時代に日本で導入された素読吟味、学問吟味、進級試験
などさまざまな試験は、官僚任用制とは結び付いておらず、あくまでも学力の到達をはか
るための試験であり、学問奨励のための試験であった。 
 元来、科挙は「取士」つまり士を取るための制度であり、学校は「養士」つまり士を養
う機関であるので、学校は科挙から独立したものであった。しかし、前述したように、明
代以降、特に清代には、「科挙は必ず学校を経由する」と規定され、つまり科挙を受けるた
めの必須条件はまず府・州・県学や国子監の修了者でなければならないのである。このた
め、地方官学は科挙の資格を獲得する場として利用され、科挙に応じるための一段階に止
まった。つまり、科挙制度の中に学校教育を包摂させ、教育制度を科挙に隷属させたので
ある。そのため、学校制度は官僚の養成機関としての役割を果たさず、「学生は籍をおくだ
け、学校は必要なときに試験をして、（科挙の受験）資格を与える」にすぎなかった122。
例えば、県学の学生が、月に２、３回集中講義や試験を受けるほかに、教員から宿題をも
らい、１年１度の学政による試験（歳考）と科挙試験（郷試）を受けるために、自宅で準
備する。これにもかかわらず、集中講義や試験に欠席した生徒は相当に多かったようであ
る。例えば、湖南省では、1819（嘉慶 24）年の１年間に、試験や講義を３回～４回欠席し
た生徒が 770 人に達した123。1875（光緒元）年の山西省では、毎回欠席した生徒は５、６
百人にものぼり124、地方官学は有名無実のものになり、また官学化した書院は科挙受験の
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予備学校になってしまったのであった。 
一方、近世の日本では、中国のように、試験を利用して出世する官僚任用試験制度が実
施されておらず、幕府や諸藩で実施された試験は全体としてみれば、人材選抜よりも、学
習者の学業を検定し、学問を奨励する重要な手段であったのである。つまり、これらの試
験は人々の階層の移動に役立つことがなく、むしろ学習者の教養を高めるために利用され
たのであった。この点は庶民の学習においてもほぼ同様であり、例えば、本節第２項目で
考察した伊勢国飯高郡の寺子屋「寿硯堂」への入門者が、全体的にみれば、７歳から８歳
まで入門して、３年から５年間修学し、10 歳から 13 歳までに修了して、13 歳ごろ奉公に
出ている場合が多いということからも明らかである。つまり、寺子たちはある資格を取る
ため、あるいは出世するためというよりも、将来の社会生活や生産活動、商売活動を営め
るように、つまり一人前として生き抜くことができるよう、寺子屋で読み書きなどの基礎
知識を身につけようとしたといえよう。 
 
 
 
 
第２節 両国の社会構造、経済発展の水準 
 
 前節では、近世両国の民衆教育における普及状況の相違について、権力側の民衆教育政
策、学校体系、試験制度など教育的な要因の面から検討し、比較してきたが、本節では両
国の社会構造や経済発展レベルの面から追究したいと考える。まず、両国の社会構造と民
衆教育との関係を、具体的に検討することが不可欠である。なぜなら近世社会は、身分・
階層に応じて政治的経済的活動はおろか、生活のあらゆる側面にまで厳しい統制を及ぼし
ていた社会であり、このような統制が当然教育活動にも及んでいたからである。両国の民
衆教育は自発的に行われていたのか、それとも受動的に行われていたのかについて、両国
の社会構造を踏まえて把握しなければならないと考え、近世両国の社会構造の特徴を考察
し、そこから両国民衆の教育を受ける意図を分析する。次に近世両国の経済発展状況が民
衆教育普及に与えた影響を検討する。石川謙や入江宏などの先行研究においては、寺子屋
は商品経済を土台として飛躍的に発展し、民衆の文字学習への要求は本質的に生産力の向
上に直結したものと捉え、商品経済の展開―生産力の向上―文字学習への要求増大―寺子
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屋の激増という理論を提示した125。したがって、近世中日民衆教育にみられた普及程度の
差の要因を探る際に、両国の農産生産力や耕地経営状態、農民生活状況及び商品生産の発
達について、比較しなければならないのである。 
 
１．両国の社会構造と社会階層の移動 
 近世の中国と日本は社会構造においても大きな相違があった。中国は移動できる階層社
会であり、科挙社会であるのに対して、日本は身分制・世襲制社会であった。このような
違いは、両国民衆の学校観や教育普及に少なからぬ影響を与えていた。 
 
 (１)近世両国の社会階層概況 
 清朝の中国と江戸時代の日本はともに成熟した封建社会である。封建社会の基本的な性
格からみれば、社会を構成する諸階層（階級）は等しからざる権利と義務とをもっていた
のである。このような不平等や差別は、確かに支配権力が民衆を分割支配する必要からつ
くったものであるが、それと同時に階層や身分そのものは異なった国家社会の伝統や歴史
に即して内在的に生み出されたものであるともいえる。以下、近世両国のおける階層社会
構造について検討してみる。 
紀元前２世紀末、孟子は古代中国の社会階層について次のように指摘した。「知力をもっ
て働く者もいれば、体力をもって働く者いる。知力をもって働く者は他者を支配し、体力
をもって働く者は他者に支配される。支配される者は他者を養い、支配する者は他者に養
われる。これが普通的に認められる原則なのである」126。孟子は、知的労働と肉体労働に
基づく、こうした支配者と被支配者を明確に区分している。 
中国では、早くも秦漢時代に、統一的な封建専制集権国が打ち立てられ、この集権的な
政治体制は 20 世紀初頭の辛亥革命まで本質的には変わらなかった。清代の中国は、上に絶
対的な権力をもつ皇帝があり、首都には六部の組織をもつ中央政府があり、地方には省・
府・県の三級政権機構が存在し、それぞれの長官が皇帝から任命され、整備された官僚体
制が形成されていたのである。これらの支配官僚層は、行政、財政、裁判、警察その他に
ついて強大な権力をもっていただけではなく、庶民が服すべき労役を免除され、その他の
法的特権をも享受した。彼らは、通常の刑法と体刑の適用を受けず、法律に違反した場合
ですらも、特別の勅令がなければ逮捕されなかった。それだけではなく、象徴である服装
の型、邸宅、馬車、かご、旅行に出る際の護衛兵や召使の人数から葬式や墓の様式まで庶
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民とかけ離れていた127。 
広義における支配階層には、上述の皇族、内閣大学士、軍機大臣、六部の尚書のような
大官僚から直接に民衆に接触する品級のない吏員や下役人「胥吏」に至るだけでなく、郷
紳も含まれていた。郷紳は、「地方に在住し官僚と人民の間の媒介体となりつつしかも其地
方の政治及び社会生活を実際的に運用する指導者的」128社会階層である。佐野学の研究に
よれば129、郷紳を構成していたのは、①退職官吏、②科挙及第者にして任官せずして在郷
する者（秀才以上の資格者）、③地方名家、④商人及び高利貸中の有力者、⑤地主の有力者
などであり、その中で最も活動的な者は①と②であるという。官僚は辞職後に在任中蓄え
た多額の金を携えて郷里に帰住するが、世外に悠々自適するのでなく、そこで郷紳となっ
て依然として地方住民に幅を利かせた。また、科挙及第者は、前節で述べたように、例え
任官されていなくても、「準官僚」のような特権を与えられ、庶民と明確に区別する役目を
果たしたのである。 
 清代の中国の被支配階層は、職業の分類という視点からみれば、いわゆる「士農工商」
の「四民」であるといわれる。『漢書・食賀志上』によれば、「士農工商、四民に業あり。
学んで以て位に居る者を士という。土地を耕作して穀物を作るものを農、技巧を振るって
器物を作るものを工、財貨を流通させる者を商という」130としており、読書人を先頭に、
以下、農業、商業・手工業及び貿易・商業に携わる者と続くのである。しかし、これらの
士農工商は分業或いは職能を基準として、社会を構成する人々を分類したものであるが、
清代の中国社会の階層状況は充分反映されていなかった。つまり、士農工商という「四民」
は必ずしも被支配階層の庶民ではないことである。例えば、「士」は、前述したように、科
挙に合格して任官された官僚あるいは任官せずして在郷する郷紳は支配階層に属していた
が、それとは対照的に科挙に合格せず、小地主または自作農として耕読の生活を送ってい
た者、あるいは啓蒙私塾の教員をして少ない報酬を得ながら貧乏な生活をしていた、いわ
ゆる下級の読書人は明らかに被支配者の庶民に属していた。したがって、上記に引用した
孟子の社会階層論は清代の中国社会の現状に合致していない部分もあり、知的労働者すべ
てが必ずしも支配階層のメンバーであったわけではない。また、農業に従事する人々の中
には、膨大な土地をもって地代で寄生的生活をする大地主もいれば、小自作農、自家所有
地の耕作だけでは家族を養っていけない数多くの農民もいた。同様に、「工」と「商」とい
う範囲もそれぞれ小規模の手工業者から資本家、小規模の小売商人や行商人から豪商に至
るまで、それぞれが異なる階層集団に属していたのである（図４－２に参考）。 
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 一方、近世の日本社会は身分制度を基礎とした社会であった。日本の近世身分制度の骨
格は豊臣秀吉による兵農分離政策によって形成された131。具体的には、太閣検地により百
姓の耕作権が公認されるのと引き換えに貢租の納入を義務付けられた。それとともに、武
士が耕作地をもち農業に従事することを禁じ、貢租を治める者と取る者との関係を明確に
させた132。また、「在々百姓等、今より以降、弓箭・鑓・鉄砲・腰刀等停止せしめ訖。鍬・
鍬等農具を嗜み、耕作を専らにすべもの也」133という刀狩令によって、百姓には農具をも
たせ耕作に当たらせた。このように、武士は貢租を収納し、支配者として行政・裁判など
に従事し、百姓は貢租を納入し、被支配者として耕作に専念するという、近世の基本的な
身分制度が成立したのである。 
このような身分制度はのちに江戸幕府に継承された。周知のとおりに、徳川家康の天下
統一、江戸開幕に始まる武家を中心とした厳然とした封建社会の構成は、土地の支配権を
掌握する幕府が傘下の諸侯（大名）を各地に封じ、その上、直轄地には奉行や代官あるい
は郡代などを置いて、武力を背景とした統治権・徴税権などの特権を彼らに委任して支配
させ、従属関係を構成したのである。近世の大名とは、石高１万石以上の武士領主を指す
が、その種類は多様である。徳川家との親疎の別による親藩（御三家・家門大名）・譜代・
外様という周知の三分法があるが、そのほかに大名の出自の観点からしても、薩摩の島津
氏・仙台の伊達氏・秋田の佐竹氏など中世以来の守護大名の系譜を引く旧族大名もいれば、
加賀の前田氏・阿波の蜂須賀氏など織豊政権の下で取り立てられて大名になった者、また
徳川氏の覇権確立に伴って、その家臣から独立大名に成長していったいわゆる徳川譜代大
名というような区別もある134。このように、武士は封建支配階層で、家柄の高低、政治権
力の大小に応じて 20 余りの等級に分けられ135、上は将軍・大名・家臣から、下は足軽・
小者、及び農村に散らばる郷士、棒禄をなくした浪人まであった。いずれにせよ、庶民に
対して、武士は支配階級としての絶対的な権力をもち、苗字を称し、両刀を帯びることを
その象徴とし、その権威を庶民から傷つけられた場合には「切捨御免」の特権をさえ認め
られていた。 
このような支配階層136である武士に対して、被支配者は農民（百姓）と町人とに分けら
れていた。農民は、農業を中心に林業・漁業に従事する者であり、また町人は手工業者で
ある諸職人、商業を営む商人を中心とする町の家持ちの者である。封建支配の末端機関で
ある郷村制に基づき、郡代・代官の指示で村政を執った村役人の中の最有力者は、名主・
組頭・百姓代の村方三役である。農村の主役は検地帳に登録され年貢を負担する本百姓で
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あり、無高・無役の小作人たる水呑百姓や隷属的な名子（門屋・加来・下人）らを使用し、
本田畑（高請地）などを耕作した。例えば、信濃国更級郡牛嶋村の宗門改帳からみれば、
1720（元禄 15）年において、本百姓（一打百姓）は 27 戸、本百姓に従属した門屋 13 軒、
加来９軒、借屋１軒、下人 26 人である137。また、職人は師匠（親方）と徒弟（弟子）、商
人は主人と奉公人に分けられ、年季奉公を終えた奉公人は暖簾分けで主人から独立した。
大商人は地主・家持で市民権を有する本町人だが、普通の商人は家主から店・土地を借り
る店借・地借であり、棒手振や日雇労働者は大家が管理する棟割長屋に居住した。しかし、
こうした武士・百姓・町人の区別が幕府体制下の身分制を示すすべてではなく、このほか
にも上層部に位置しているものとしては天皇に近侍する朝臣の公家が存在し、また武士と
農民・町人との間に介在するものとして神官・僧侶・学者が存在し、さらに身分制の最下
位に位置するものとして穢多・非人138と呼ばれる賎民もいた。 
以上のように、近世両国の社会には、支配者と被支配者との間に厳しい差別があったば
かりではなく、支配者階層の内部においても、被支配者階層の内部においても、極めて複
雑な多様な階層が存在した。清代の中国には、皇族・軍機大臣・六部の尚書のような大官
僚から品級のない吏員や下役人「胥吏」に至るまでの官僚、様々な郷紳・富豪、地主及び
小作農などの階層が存在した。また、江戸時代の日本にも、公家・僧侶・神官・学者・農
民・町人及び賎人などの身分があったが、なおかつ、これらの階層身分もまたそれぞれの
なかにおいて諸階層が細分化されており、例えば支配階層の武士の中にも、将軍・大名・
旗本・御家人・藩士・あるいは侍と足軽・中間等の差があり、また農民も本百姓・水飲百
姓に区別され、町人も年寄・名主・地主・家主・地借・店借・奉公人などにわけられる。
さらに、両国のこのような多階層的な社会に支配者階層と被支配者階層に分けることがで
き、中国では官僚階層と平民階層、日本では武士階層と百姓・町人階層にわけられる。し
たがって、社会階層の種類においては、近世中国の社会階層を日本のそれと比較すると、
その相違は本質的なものではなく、程度の相違であることがわかる。 
しかし、諸階層間の流動性においては両国には大きな相違があるとみられる。中国は上
昇移動と下降移動のできる階層社会であったことに対して、日本はほぼ固定された身分制
社会であった。この点について、次の項目で検討する。 
 
(２) 移動性階層社会と世襲身分制社会 
 清代中国の社会においては、歴史家何炳棣が指摘したように、「個人と家族の一身分から
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他身分への移動を妨げる効果的な法的・社会的障壁は一つもなかった」139ので、身分制度
は流動的かつ弾力的であった。これに対して、江戸時代の日本では、社会編制の一環とし
て士農工商を基本とする身分が確立され、職能的な身分制といわれるように職業と身分を
一体化させ、それぞれの職能は家業として世襲されていた。このように、家の社会的地位
と職能が国家的制度として固定化されていたため、個人はどの家に生まれたかによって、
その能力に係わりなく特定の身分・階層・職業に縛られることになった140。つまり、近世
の日本は世襲制・身分制の社会である。これについて、まず以下の両国の階層移動に関す
る事例を挙げてみる。 
 はじめに、家譜記録から中国浙江省嘉善県の袁氏一族における 14 世紀から 19 世紀に至
るまでの歴史を辿って、その一族代々身分の変動について検討してみる141。 
 この一族で最初の著名な官僚は袁黄（了凡ともいう）である。彼は 1592（万暦 20）年兵
部職方司主事として朝鮮に向かい、日本の豊臣秀吉の派遣した軍隊を迎撃したことで知ら
れている。彼から５代の祖にあたる袁杞山（１世）は、河南の陳州から江南に移り、南宋
ごろに浙江嘉善県に移り住んだという142。袁杞山は「豪侠豪義にして気節を尚ぶ人なり、
尤も経学に深い」人物で、田 40 頃143をもつ地主であった144。浙江全省の１農戸で耕す農
地は平均約 13 畝（１頃＝100 畝）であることからみれば145、袁杞山は当地の豪農には違い
ない。しかし、14 世紀末（1399）年、袁杞山は「與黄子澄謀匤復、事露出、逃行」146とあ
るように、「謀反」の罪を犯したので、財産が没収され、妻が奴婢とされたとみられる。1413
（永楽 12）年に、袁杞山は呉江県に逃して定住し、塾を開いて児童の師匠として生活を送
っていたのである。 
 その後約 150 年間（1413―1566 年）、２世（男子４人）、３世（男子４人）、４世（男子
10 人）の一族が、呉江県周辺で郷居と城居とに別れて散在しており、医業をしながら、毎
年の餘租数百石という程度の地主であった。２世の袁顥や袁顥の息子たちはいずれも明敏
で、四書五経などをよく勉強したが、当時の袁氏の家は科挙を受験する資格はないので147、
４世までの袁氏子弟はだれも生員（秀才）の学位を取らず、官僚身分を持たない、いわゆ
る下層の読書人の家であった148。 
 ５世袁黄の代になると、法的には科挙に受験することが可能となり、現実に袁黄兄弟は、
袁氏としてはじめて科挙の準備に専念したのである。しかし、袁黄が 14 歳（1525 年）の
時、父が亡くなり、母が老いていたので、学業を捨て家業である医業に専念する決意をし
た。しかし、母が息子たちを勉学へと激励し、息子たちが勉強している間は、どんなに遅
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くまでも針仕事を続けていたという149。1566（嘉靖 45）年、袁黄が 34 歳の時、選貢生と
なり、さらに 38 歳の 1570（隆慶４）年に、科挙の郷試に合格し、挙人となった。その後、
５回ほど科挙の会試に挑戦したが、いずれも失敗に終った。1586（万歴 14）年、袁黄が 54
歳の時、やっと会試に合格し進士となり、２年後の６月に宝坻知県（県知事）に赴任した。
1592（万歴 20）年、袁黄が兵部職方司主事に抜擢され、朝鮮の役に出たが、翌年に解任さ
れ、故郷に帰った。以降郷里にあって家塾を開き、著書に専念した。 
 袁氏の６世、袁黄の子である袁儼は、1624（天啓４）年挙人となり、翌年進士となり、
高要県の知県となったが、在任中殉職した。清初の 1645（順治２）年、袁氏は南明の福王
側の旗揚げを強行して、他の地主軍のため一族は殺され汾湖に投じされたと伝える。しか
し、袁儼夫人、その子女は知り合いの家に逃れていた150。袁氏の一族は再び一般庶民に転
じた。 
 袁氏の９世、袁黄の曾孫にあたる袁蘅、袁允は、1686（康煕 26）年と 1690（康煕 29）
年に相次いで科挙を受け、挙人となったが、この２人の次の代、すなわち袁黄の５世孫（袁
氏の 10 世）の時、袁氏は家奴の訴訟のために破産している。その子袁璉、すなわち袁氏の
６代の孫（袁氏 11 世）は、資質が敏であり、12 歳の時（1690 年代ごろ）県学の学生とな
ったが、父の代に家が破産したため、「士にして貧なるはつねなり、万一、衣食のためを以
てその志を乱すとも、読書の種子を絶つことは願わず」151といって、商人となり、久しぶ
りで家業を振興し、家が再び富裕になった。 
 袁氏の子孫は再び科挙に挑戦し合格したのは、袁黄８世孫（袁氏 13 世）にあたる袁青で
ある。彼は 1820（嘉慶 25）年の歳貢生であり、人柄が誠実で、郷党に推されて儒者となっ
た。そして、袁黄９世孫（袁氏 14 世）の袁嵩齢は、1850（道光 30）年に、進士となり、
袁氏の子孫が久しぶりで官僚階層に入ったのである152。 
表４－８ 科挙及第者と家族背景 
合格者数 
家族背景 
1148 年 1256 年 1371-1904 年
曾祖・祖・父のうち仕えたことのあるもの 104 201 
曾祖仕えず、祖・父の仕えたもの 9 22 
曾祖・祖伝えず、父の仕えたもの 24 60 
8,340
三代仕えず 153 237 6,222
宗室・不明 40 81 836
合計 330 601 14,562
平田茂樹『科挙と官僚制』と何炳棣『科挙と近世中国社会』による
この事例か
らみられるよ
うに、近世の
中国では、身
分や階層は常
に流動的であ
った。人々の
社会地位は財
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富や教養などによって上昇移動（庶民から官界入り）もできれば、下降移動（官僚から庶
民へ）することもあった（図４－２に参考）。このような社会階層移動に関する事例は、ほ
か 
図４－２ 中国伝統社会における社会階層とその移動 
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隠逸 
 
社会的な地位
を失った階層
(娼妓・賤役等)
土匪など 
農・工・商階層 兵卒 
士(知識人) 武士・士官 
地主・郷紳階層
 
官僚階層 
軍閥 
 
皇太子・ 
皇族 
 
皇帝 
 
宦官、外戚 
 
軍閥割拠 
募集 
王朝を交代する 
科挙 
帝 位 を
奪い取る
 
出所：李中華「中国文化概論」p.82 
にも数多く存している。表４－８は科挙合格者名簿である「登科録」より作成したもので 
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ある。かりに三代にわたり官僚として仕えていた家を非官僚階層の家族出身者とした場合、
全体の 42.7％という数字となり、宗室・不明を除外すれば、科挙及第者の半分ぐらいが非
官僚家族出身であった。官僚を生み出す階層が科挙によって大きく流動していたといえよ
う。 
 一方、江戸時代の日本では、兵農分離政策がとられていたため、身分制社会のもとにお
いて身分の移動が原則として禁止されていた。しかし、17 世紀末に至り、これまで家臣団
に属した下級武士のなかに「日雇い」「月雇い」のものが出現し、恒久的な武士身分から臨
時に町人・百姓身分に移動する現象や、逆に町人・百姓が臨時に帯刀＝武士身分となる現
象がみられる。備前国上道郡富村の百姓惣右衛門の身分移動がその僅少の事例の一つであ
る153。 
 惣右衛門は、1722（享保７）年、30 歳の時岡山藩池田氏の御小人として江戸屋敷へ呼ば
れ、武家の雑役をし、１年契約の給金奉公とされた。彼は７年間もこの努めについたとい
うから、真面目で気に入られたのであろうが、1728（享保 13）年に大掃除部屋頭を命じら
れ、さらに６年間勤務して大崎屋敷で御給取に任じられた。その後、1747（延享４）年、
18 俵３人扶持をくだされ、大崎御茶屋番を命じられ、次いで 1752（宝暦２）年、火事の際
消火に活躍したので、さらに３俵の加増を受け、御歩行格となり、築地御屋敷奉行に命じ
られたのである。岡山藩の格式は家老・番頭・物頭・近習・平士・士鉄砲・徒（歩行）・軽
輩・足取の順となっていた。惣右衛門は勤勉な働きによって、百姓から軽輩（御給取）を
経て徒格まで出世し、その年には御目見まで受けた。この間、森下の苗字を名乗ることも
許されている。 
 1768（明和４）年、惣右衛門は病気のため備前に帰り、間もなく 75 年の生涯を閉じた。
彼の養子恕平は、養父のもらっていた 21 俵３人扶持を受けて軽輩からスタートし、番方や
小作事奉行、大阪・江戸の御蔵方という要職を勤め、48 歳で亡くなったときは 25 俵３人
扶持をとる武士となっていた。 
 恕平の子惣吉は、僅か 12 歳で城代支配の軽輩として家を継いだ。18 俵３人扶持から出
発しており、26 歳の時すでに父より多い 25 俵４人扶持をとり、御先徒を命じられている。
やがて、重兵衛と改名し、父と同様に、江戸・大阪・京都の屋敷で数々の役を歴任し、1841
（天保 12）年、平士の格まで昇格した。このように、森下家は３代にして百姓から士分に
取り立てられたことになった。 
 以上の事例にみられるように、近世の中国は、官僚制国家であり、皇帝を除いて、基本
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的には官僚の地位が１代に限られ、社会階層の移動が常に行われていた。特に官僚任用制
度が貴族の勢力を排除し、皇帝の意のままに動く官僚層を作り出すことができ、読書人か
ら官僚を絶え間なく生み出す再生産システムが機能していた。つまり、庶民も官僚階層に
入る権利が国家によって保障され、庶民と官僚層との間の法的地位の相違は単に境界線に
過ぎず、社会移動に対する法的障壁がほとんどなく154、袁氏一族の社会階層移動の事例に
みられるように、有能で野心ある人材はこれを越えることができたのである。 
これに対して、江戸時代の日本は幕藩体制と呼ばれたように、徳川将軍家とその直臣団
（旗本・御家人）及び将軍に臣従する譜代・外様の諸大名との家臣団（諸藩）からなる武
士団が支配階層の中核となって統治組織を構成し、社会を支配していた。その一つの大き
な特徴は、前述したような兵農分離である。すなわち、兵＝武士と農民との個別的・人格
的隷属関係を否定し、両者の身分的区別を社会的・集団的に明確にし、その支配と被支配
関係を領域的・国家的なものとした。このような身分移動の禁止は豊臣政権に遡ることが
でき、1591（天正 19）年に発布された「身分法令」は、「奉公人、侍、中間、小者、あら
し子」が町人・百姓となること、百姓が町人となること、主人の許可をえずに主人のもと
を離れた「侍、小者」等を召し抱えることを禁止し155、身分の固定を法的に確定した。18
世紀から、前述した惣右衛門のように、身分の移動現象がみられたが、それは制度的なも
のではなく、特例であるといえよう。福沢諭吉がその著作である『旧藩情』のなかで「下
等士族は何等の功績あるも何等の才力を抱くも決して上等の席に昇進するを許さず、稀に
祐筆などより立身して小姓組に入たる例もなきに非ざれども、治世二百五十年の間、三、
五名に過ぎず、故に下等士族は其下等中の黜陟（功なきものを免じ功あるものを取り立て
ること）に心を関心して昇進を求れども、上等に入るの念は固より之を断絶して、其趣は
走獣敢て飛鳥の便利を企望せざる者の如し」156と述べたように、一般的に幕藩官僚の昇進
については、家格や身分に縛られ、極めて閉鎖的なものであった。要するに、近世の日本
は明治維新の改革まで、本質的には兵農分離、世襲制社会であり、中国のような官僚任用
制国家ではなかった。 
 
(３) 両国の社会構造が民衆教育に与えた影響 
 以上考察したように、近世の中国では、身分や階層は常に流動的であった。このような
社会階層移動の特徴は、支配階層と被支配階層すなわち官僚階層と庶民階層が固定されて
おらず、常に移動可能なことにある。また、人々の社会階層移動の決定的な要因について
 - 307 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
は、家族の身分や経済状況が重要であるが、決定的な要因は教育であろう。上述した浙江
省嘉善県の袁氏一族における約 500 年間の身分移動という事例からみたように、庶民階層
から官僚階層に入る手段は、例外なくよく勉強して科挙に挑戦することであった。 
前節で論じたように、中国では、隋・唐代から次第に官僚任用試験制度、すなわち科挙
がとられるようになった。この制度は農民階層さえも一定程度引き付け、彼らは低い社会
地位と貧しい生活から抜け出すために、自分の子どもを科挙に合格させて官僚にしようと
懸命になった。よい教育を受けて科挙に合格すれば、それまでの一家族の生活や社会地位
が急激に変わるのである。その一つの好例は広東省の貧乏な読書人范進に関する物語であ
る157。54 歳になるまで 20 回あまりも科挙を受験し、失敗を繰り返していた范進は、その
日の食事にも事欠くありさまであったが、一旦科挙に合格すると、地元の退職した知県（県
知事）は、すぐに范進を呼んで、大きな家と大金を提供した。地元の人が、范進に自分の
土地の一部や貯蓄の一部を提供し、あるいは自分を家の使用人とするよう申し出たが、こ
れらはすべて彼の引き立てと庇護を得ようと期待してのことである。范進の生活や社会地
位は科挙及第によって一変したのであった。 
このように、近世中国の社会構造や科挙試験は制度上から民衆に教育を受けることを奨
励し、人々の出世する機会を提供しており、日本の身分制・世襲制より優れた点が多かっ
たといえよう。しかし、中国の社会構造は一種の選別構造であり、科挙官僚となるために
多大な時間や教育費・受験費用が必要であるため、経済に恵まれた家庭に有利な構造とな
っており、科挙を受ける前にすでに事実上の選別がなされていたのである。また、第３章
第２節で論じたように、父系血族集団である宗族が一族の利益のために族塾を設け、一族
の優秀な人材を集め教育し、また受験費用を援助して、一種の先行投資を行っていた。こ
のように、家庭や一族の社会上昇のため利益を見込んで教育に投資し、逆にそうでない場
合は投資しないという現象も出現し、また優秀な者こそ教育を受ける資格があり、そうで
ない者は教育の必要がないという社会意識が生じ、中国の民衆教育の普及が消極的なもの
になる大きな要因となったといえよう。 
 一方、近世の日本は幕藩体制の下の身分階層制、家格制の社会であり、武士と庶民との
間に身分の移動が基本的に禁止されているだけではなく、武士階層においても、本百姓層
においても、その身分はほぼ世襲制であった。江戸時代中期以降、前述の惣右衛門のよう
な身分移動の現象が稀に現れたが、その移動の決定的な原因が教育ではないことは明らか
である。つまり、幕府は、武士中心の社会秩序を築き上げるため、身分制度を確立する方
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策をとり、各人に対してそれぞれの階級の分限内における知足安分思想を強く要請した。
それゆえに、民衆の教育に対する期待が、階層の上昇や出世を実現させるというよりも、
萩生徂徠が「学問は只広く何もかも取入置て、己が知見を広むる事にて御座候」と述べた
ように、教養の向上を図ろうとする気持ちが強かったと考えられる。日本民衆の子弟が寺
子屋に通った年数が中国に比べて非常に短かったのは、このような両国民衆の異なった考
え方によるものであったといえよう。例えは、第３章第３節で考察した飛騨国大野郡町方
村の田中與右衛門の手習塾に通った寺子のうち、１年間、２年間、３年間の在学者は全体
のそれぞれ 39.5％、20.9％、25.9％であり、１年から３年間在学した者が多数（全体の約
86％）であった。また、信濃国安曇郡大野田村の大野松之丞が経営した寺子屋では、就学
期間は 0.5～2.5 年間の者が多く、31.2％に達していた。また、閑谷学校教授役を務めた武
元君立は、江戸時代後期における庶民の子弟の就学期間について、「中民以上の産にして余
力ある者は子弟をして学に就かしむ。蓋し幼にして之をなぜども長じては之を廃し各その
業に服す。是をもって或は俊秀たりと雖も能く成す者は鮮きなり」158と述べており、就学
率は高かったが就学期間は短いものであったことを伝えている。要するに、江戸時代の民
衆教育は、身分制・世襲制の制限を受けていたので、長期間にわたって勉強してある資格
や出世を追及することよりも、むしろ読み書きなど基本的な教養を身につけることを志向
し、文字学習への要求は本質的に自分自身の教養を高め、生活や職業に必要な基礎的な知
識を身につけるためであると推測できる。 
 
２、両国の農村階層、生産力、商品経済の発展 
 
近世両国における封建社会の経済基盤となっていたのは、いうまでもなく農村及び農民
である。清代中国では、全人口の約 90％は、農村に住み、農業に従事していた農民であっ
た。例えば、1840 年前後、全国の人口は約４億人で、そのうち、3.5 億～3.6 億人が農民
及びその家族であった159。また、江戸時代の日本における人口構成は、農民 80～85％、武
士５～６％、町人約９％となっており、農民が絶大多数を占めていたのである160。したが
って、両国の民衆教育普及状況の相違にかかわる要因を求める際に、両国における農村の
階層構成や生産力、商品生産などについての比較は避けられない課題である。 
 
 (１)両国の農村における諸階層と所有地（持高）の比較 
 - 309 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
 佐野学の研究によれば161、清代中国の農村階層は、土地所有量によって次のように分か
れている。第１は地主及び富農層である。地主は地代をとって寄生的な生活する者であり、
富農は自家労働をしているが主に年極めの長期農業労働者（長工）を雇い、農繁期には短
期農業労働者（短工）をも雇って経営する者である。第２は中農層である。これは農繁期
には短期労働者を雇うことがあっても原則として自家の労働をもって所有地を経営する。
第３は貧農層である。これは貧窮な小自作農であり、自家所有地の耕作だけでは十分な生
活資料を得ることができず小作を重ねたり短期農業労働に雇われたりする過小農、地主の
土地を借耕する小作農民からなっている。 
 各階層の割合は、清代の史料は管見には入らないが、20 世紀 30 年代の福建省古田県七
保村における各階層の状況は表４－９のとおりである162。20 世紀 30 年代と清代では、農
村関係に基本的変動が起こっていないといわれているので163、この表より清代農村におけ
る土地配分と階層関係を推測することができる。 
 
表４－９ 福建省古田県七保村における農村階層の構成 
身分 戸数 土地所有規模(畝) 総戸数の百分比 
地主 3 26.71 1.3% 
富農 2 80.30 0.9% 
中農 76 429.09 33.5% 
貧農 137 834.38 60.4% 
商人など 9 70.15 4.0% 
合計 227 1440.63       100.0% 
楊国楨『明清土地契約文書研究』より作成 
 
 この統計からみると、貧農層が一番多く、60.4％である。次いで中農層は 33.5％である。
地主と富農層の割合は一番少なく、全体の約 2.2％に過ぎない。また、諸階層の土地所有
規模からみれば、地主及び富農層の１戸あたりの所有地は平均約 21.4 畝であるのに対して、
貧農層は 6.1 畝しかなかった。前者は後者の約 3.5 倍であり、農民間による土地所有規模
の格差が大きかったといえる。 
 しかし、馬玉麟などの陜西省武功県における農村調査の結果164からみると、当該農村地
域の階層では佐野学が指摘したような、地代をとって完全な寄生的な生活を暮らした地主
はみられず、所有地を自力で耕作しながら地代をとったいわゆる「地主兼自作農」、所有地
を自力で耕作する「自作農」、自力で耕作しながら短期農業労働に雇われた「自作農兼小作
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農」及び地主から土地を借りて農業をする「小作農」からなっていた。このうち、自作
農が戸数からいえば 72.8％に達し、最も多かったが、「地主兼自作農」と「小作農」の割
合は非常に低く、それぞれ 1.3％と 2.5％であった（表４－10 参照）。 
 
４－10 陜西省武功県における農村階層の構成  
  自作農 自作農兼小作農 地主兼自作農 小作農 合計 
戸数 1,953 630 34 67 2,684
戸数 
百分比 72.8% 23.5% 1.3% 2.5% 100.0%
人口 人口 11,598 3,966 226 245 16,035
  百分比 72.3% 24.7% 1.4% 1.5% 100.0%
                                馬玉麟『武功県土地問題之研究』（1936)より作成 
 
また、武功県における１戸ごとの農民経営土地規模を検討すると、図４－２にみられる
ように、５畝未満の家族が最も多く、約 20.1％であり、次いで５～10 畝は 17.9％であり、
両者をあわせて約 38％に達し、10 畝以下の貧農の数が圧倒的に多いことがわかる。 
 
図４－２ 陜西省武功県における農民経営土地規模の割合 
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馬玉麟『武功県土地問題之研究』（1936)より作成 
 
以上のように、清代の中国では、10 畝以下の土地を所有している農民が多数であるが、
この面積では一家の労働力を残すところなく注ぎ込むにはあまり小さく、これから一家の
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生活資料を獲得することは不可能であった。彼らのうち自作兼小作になる者もいれば、苦
力や下級商人となって生活費を稼ぐ者もいた。 
 一方、近世の日本には、農民の中に頭百姓制・頭分制ともいうべき、頭百姓を中心とす
る身分階層制・村落秩序がみられた。農民は大きく頭百姓と脇百姓（下百姓）の上下２種
に分かれた165。また、農村の主役は検地帳に登録され年貢を負担する本百姓であり、無高・
無役の小作人である水呑百姓や隷属的な名子らを使用し、本田畑（高請地）などを耕作さ
せた。 
実際の事例をみると、信濃国更級郡網掛村「村中家並帳」166（文政 10 年＝1827 年）に
よれば、本百姓（一打百姓）は 41 戸で、全体の 37.6％を占めていた。大部分は本百姓に
従属した判下であり、その戸数は 68 戸で、62.4％を占めていたのである（表４－11 参照）。
また、全村の持高をみると、不明の 48 戸を除いて、持高 10 石以上の家が４戸みられたが、
５石以下の零細土地保有者がほとんどであり、全体の 80％以上を占めていたことがわかる。 
 
表４－11 信濃国更級郡網掛村の階層(1827 年)  表４－12 信濃国更級郡網掛村の持高(1827 年) 
階層 戸数 百分比  持高 戸数 百分比 
一打 41 37.6%  １石未満 22 36.1%
帳下 23 21.1%  １～２石 11 18.0%
別家 21 19.3%  ２～３石 13 21.3%
借屋 1 0.9%  ３～４石 3 4.9%
合地 3 2.8%  ４～５石 3 4.9%
家来 2 1.8%  ５～10 石 5 8.2%
判下 
不明 18 16.5%  10 石以上 4 6.6%
  計 68 62.4%  不明 48   
合計 109 100.0%  合計 109   
『更級埴科地方誌』近世編（上）より作成  『更級埴科地方誌』近世編（上）より作成
 
第１章第２節で考察した民衆教育の普及率が高い枚方宿周囲の農村では、農民の階層構
成はどのようであったのだろうか。『枚方市史』に掲載された統計資料をみると167、村高
1,100 石に及ぶ中振村を例にとると（表４－13）、最高の持高を示すのは 126 石余りで、か
なりの土地集積をしており、また 50 石以上の持高を持つ家は僅か４戸であったが、これら
で総持高の 28.1％を占めている。さらに、５～20 石の中農層は戸数からいえば 41 戸で全
戸数 109 戸の 26.3％を占めているが、持高の 38.2％をもっている。逆に、５石以下層の貧
農の数は圧倒的に多いが、持高の割合は僅か 10.3％を占めるに過ぎなかった。また、岡村、
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三矢村は持高５石以下の零細土地保有者の比率が高く、５～20 石層の中農持高比も、それ
ぞれ 40.8％、26.2％となっていた。岡新村の場合は、１戸あたりの持高平均はわずか１石
５斗で、中振村の８石３斗、岡村及び三矢村の３石２斗に比べてはるかに少ない。 
 
表４－13 枚方地域四村の階層別持高（１６７９年） 
中振村 岡村 三矢村 岡新村 
  
戸数 持高計 ％ 戸数 持高計 ％ 戸数 持高計 ％ 戸数 持高計 ％
100 石以上 1 126.0 11.4%                   
70～100 石 1 73.0 6.6%                   
50～70 石 2 112.6 10.1%       1 50.0 20.7%       
40～50 石 1 46.7 4.2%       1 43.6 18.1%       
30～40 石 2 72.5 6.5% 2 65.8 27.2% 1 26.2 10.9%       
20～30 石 6 133.2 12.0% 1 26.2 10.9%             
15～20 石 10 175.3 15.8% 2 38.4 15.9%             
10～15 石 13 164.1 14.8% 3 34.1 14.1%             
５～10 石 12 85.3 7.7% 3 18.5 7.7% 9 63.2 26.2% 8 56.6 54.0%
３～５石 11 42.0 3.8% 5 21.2 8.8% 4 14.6 6.1% 4 15.7 15.0%
１～３石 29 56.7 5.1% 13 26.3 10.9% 9 16.2 6.7% 9 15.5 14.8%
１石未満 45 15.9 1.4% 47 11.0 4.6% 49 14.9 6.2% 50 16.8 16.0%
その他   7.1 0.6%         12.5 5.2%   0.2 0.2%
合計 133 1110.4 100% 76 241.5 100% 74 241.2 100% 71 104.8 100%
『枚方市史』第三巻より作成 
 
また、1645（正保２）年の『和気郡之内北方村畝高人付帳』168によると、備前国和気郡
北方村では、28 人の名請人は、その保有田の面積から、明らかに二つの階層に分かれてい
た。一方の極には６反６畝 12 歩を所持する與右衛門以下 24 人の零細名請人層が存在する
が、その対極には２町１反５畝 30 歩を所持する與兵衛以下４人の有力名請人層が存在し、
彼らは僅かに４人（全戸数の 14.2％）で田方総面積の約 49％を占有している。 
 以上のように、近世両国の農村には、多階層の構造が存在していた。主従関係からいえ
ば、中国では地代による寄生的な生活を享受する地主と、地主から土地を借りて農業を
する小作農の間は対立していた。日本では、本百姓層とその従属農民層に大別している。
また、所有地規模や持高からいえば、両国とも、土地が少数の者人に集中し、両極分解が
著しかったことがみられる。 
しかし、近世両国の間では、土地所有制度や農村階層について、その相違もみられる。
日本では、城下町に住む領主は農業を直接経営せず、領地を農民に耕作させていた。本百
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姓は与えられた土地に世襲の耕作権をもっているが、領主に年貢を納入しなければならな
かった。幕府は本百姓の経営を維持し、その没落をふせぎ、年貢の徴収を確実にするため、
またできるだけ耕地面積と労力のバランスがとれるようにするため、1643（寛永 20）年に
「田畑永代売買禁止令」 を出した。さらに 1649（慶安２）年には 「慶安の御触書」 に
よって， 贅沢禁止など農民の日常生活の隅々まで細かく定め， 自給自足経済を促した。
この領有する土地は「移転不可」の「硬化した私有財産」であった。一方、中国の地主制
の下では土地が自由に売買できた。1795（乾隆 60）年の『大清律例』は、「民間は資産を
購入する際に、契約書に永遠に請け出さないように明記すること」169と定め、法律で土地
の売買が認められた。このように、誰もが金さえ持っていれば、土地を購入して地主にな
ることができたのである。中国の封建社会においては、土地が最も主要な生産手段であり、
富を生む確実な手段であったため、農民たちが働いて金をつくり、争って土地を買って地
主となった170。したがって、土地の売買は、中国の俗語に「百年田地転三家」とか「千年
田八百主」171（田や畑が百年のうちにその持ち主が何回も変わる）とあるように、頻繁に
行われていただけではなく、土地が次第に少数者に集中していき、両極分解の傾向は日本
より強かったといえる。 
 
 (２)両国の農業生産力と耕地経営状態の比較 
 近世中日両国の民衆教育普及の格差は、果たして両国農民の経済状況や生活水準の相違
によるものであろうか。この課題を究明するために、近世両国農村における生産力、農民
の耕地経営状態等について比較してみる。 
 
 ①両国の農業生産力 
 (a)農作における種と収穫量の比率 
 両国の稲作における種１斗蒔についての収穫量を、各種史料によりまとめると、表４－
13 のようになる。中国は農業上からみて華北の陸田地帯、華中華南水田地帯に分けられる。
農業先進地域といわれる華中華南の収穫量については、表４－14 に示しているように、地
方によってその稲作の収穫量が異なっているが、全体的にみれば、種１斗蒔きにつき４石
籾以上で、中には７石～８石という高生産性の地区もあった。例えば、乾隆年間に刊行さ
れた福建『永春州誌』は、永春の「土地が肥沃し、灌漑が進んだので、１斗の種を蒔いた
ら６、７石籾を収穫することができる」172と記録している。 
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表４－14 近世中日両国における稲作の収穫量（籾） 
地区 種：収穫量 年代 出典 
江蘇 約 1:50 道光年間(1821-1850) 『浦泖農諮』 
珠江デルタ １：20～80 17 世紀半ば 屈大均『広東新語』 
福建永春州 １：70～80 乾隆年間(1736-1795) 乾隆年間『永春州誌』 
中
国 
湖南 １：40～50 道光年間(1821-1850) 『一斑録』雑述・巻二 
備前沼村 約１：77 安永４(1775)年頃 内藤家文書 
信濃山田村 約１：100 弘化２(1845)年頃 中条唯七郎『見聞集録』 
水戸大門村 約１：52 享和３(1803）年頃 『百姓分限名寄帳』 
日
本 
水戸馬場村 １：70～88 享和３(1803）年頃 『百姓分限名寄帳』 
 
一方、日本も稲作経営が農業の中心となっていた。生産条件が地方により種々異なって
いることから、稲作における種と収穫量の比率が異なっている。例えば、信濃国埴科郡森
村の地主中条唯七郎の『見聞集録』によれば、山田村辺りでは、４升蒔＝１反歩から手作
で 10 俵籾の収穫があったという173。また水戸藩馬場村では、持高の６割が水田で、その
収穫量は種１斗につき 16 俵以上で、中には 19～20 俵の水田もあると記録されている174。
総じていえば、日本は、稲作における種と収穫量（籾）の比率が１：50 以上で、中国より
確かに高かったが、しかし両者にはそれほど大きな差異がないといえよう。 
 
 (b)１反あたりの収穫量 
 まず両国における田地１反あたりの玄米収穫量を検討する。中国の先進地域である江南
の田地１反あたりの玄米収穫量（米反収）についてみると、清代中期には、米の総収穫量
は約 9,300 万石（日本の 3720 万石に相当）であり、当時の稲耕作総面積は約 4,050 万畝（日
本の 2,722 反に相当）であったということから175、１反あたり平均の収穫量すなわち米反
収は 1.37 石であると推算できる。また、農業大省といわれる四川省についても、『彭県志』
によれば、生産性の高い水田では１畝から 2.4 石の収穫があり、中等の水田では２石、下
等の水田では 1.8 石の収穫があると記載されている176。すなわち、日本の米反収に換算す
ると177、およそ１～1.4 石である。 
 一方、日本では、元禄ごろの農書『才蔵記』によれば、紀伊国伊都郡付近の田地１反あ
たりの玄米収穫量は２石であったという。当時の日本では、これはかなり生産力が高いと
されている。また、備前藩沼村における１反の玄米の生産力は、安永年度において伊都郡
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のそれとほぼ同じであった。1775（安永４）年内藤家文書「大福万帳」によると、「反当た
り六俵九歩平し」178とあり、これを石高に直すと、この反当たりの収穫量は約 2.41 石と
なる。同じ稲作の先進地域である大和田辺郡の米反収について、徳永光俊の調査によれば
179、18 世紀前半までは平均およそ 1.5 石で、上限は２石となる。18 世紀後半になると、
２石の限界を突破して上限は３石となり、平均反収も２石を上回るようになった。 
両国のほかの地域における土地の反当りの収穫量をまとめると、表４－15 のようになる。
この統計は、両国の一部の地域のデータに過ぎず、両国の全国平均的な水準を反映したも
のとみることはできないが、両国の稲作の先進地域である中国の江南地方と日本の近畿地
方などの米反収からみれば、日本は中国より１～２割程度高いことがわかる。 
 
表４－15 近世中日両国各地における反あたりの収穫量 
地区 反収 時期 出典 
浙江桐郷県 約 1.8 石 清代初期(1650 年頃) 張履詳『補農書』総論 
江蘇蘇州 約 1.8 石 嘉慶年間(1796-1820) 『清経世文編』巻三八 
松江地区 約 1.2 石 道光年間(1821-1850) 『浦泖農諮』 
中
国 
四川彭県 1～1.4 石 19 世紀後半 『彭県志』巻三 
備前沼村 約 2.15 石 安永４(1775)年頃 内藤家文書『大福万帳』 
大和生田村 2.3～2.9 石 文化年間(1805-1813) 高瀬家文書『年代記』 
大和桧垣村 2.2～2.7 石 文久文政(1818-1862) 松田家文書『大宝栄記』 
日
本 
和泉春木村 1.98～2.21 石 安政天保(1831-1859） 児島如水『農稼業事』 
 
実際は、17 世紀以来、両国とも田地をより効率的に利用するため、同一耕地において米
の二期作あるいは米―麦・蕎麦の二毛作や畑での多毛作、雑穀の間作などが広く行われて
いた。この点について、まず中国の状況をみることにする。『湖南省例成案』は 1737（乾
隆２）年零陵県の耕地について次のように記している180。すなわち、零陵県では、土地の
高さによって田地を高・中・低の３種に分類し、それぞれの田地に適した方法により農作
が行われていた。高田は地味が痩せており、早稲と蕎麦の二毛作が適していた。中田は地
味が肥えており、中稲と小麦の二毛作が適していたと指摘し、二毛作が進行していたこと
が窺える。江南地区では、『清経世文編』によると181、1796 から 1820 年の間（嘉慶年間）、
「蘇（蘇州＝引用者注）湖（湖州＝引用者注）の農民が、水田の耕作を善くし、春には大
豆や麦をまきつけ、秋には米を収穫する。一年中、およそ三石を獲得」したという。また、
松江地域では、『浦泖農諮』によれば、１畝の耕地から「米を２石余、麦を１石余収穫でき
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る」と記録されている。江南の二毛作は、李伯重の指摘するように182、清代初期には全耕
地の 40％、清代中期には全耕地の 70％まで行われており、広範囲に普及していることがわ
かる。 
 近世日本の農業においても、二毛作や多毛作が導入され、ほぼ全国的に拡大していた。
例えば、16 世紀末から 17 世紀初にかけて大和国では畑方綿作が、黍や蕎麦などの雑穀類
と間作されて行われていた183。さらに、17 世紀後半から、稲綿の田畑輪換における技術を
開発し、早中晩稲―麦―綿―菜種という多毛作を導入した184。また、山間地区の水戸藩大
門村は、大半が畑地（約 56％）で、そこには冬作に麦を、夏作には大豆と商品作物煙草を
耕作するのが一般であった185。また、内藤次郎の研究によれば、備前藩沼村には、天明稲
と雑穀の二毛作をした農家が多く、通常１年間に１反の耕地から米 2.2 石、雑穀１石を収
穫できたという186。 
以上のように、近世両国の農村では、耕地を効率的に利用し、二毛作や多毛作を行って
いた。耕地１反あたりの収穫量は、地方によって異なっていたが、中国の江南地方では、
１反田地で米 1.2 石、麦など 0.6 石を収穫できたが、日本の備前藩では、１反田地で通常
米 2.2 石、雑穀１石を収穫することができた。両地域に限っていえば、日本の反収は中国
の２倍に近いことが明らかになる。 
 
(ｃ)１人農民の耕作規模 
 近世両国では通常１人の耕作規模はどのぐらいであったのだろうか。この点について、
まず中国の場合をみることにする。1677（康煕 16）年から河道総督を担当していた靳輔は、
江南地区の農作を調査したうえで、康煕帝に「臣訪之蘇松嘉湖之民、知壮夫一丁止可種稲
田十二三畝」187と報告した。すなわち、江南地区の蘇州、松江、嘉興と湖州では、1 人の
農民が水田 12、13 畝（８反ぐらいに相当）を耕作できると報告している。また、清代初期
（17 世紀半ば）、張履詳著『補農書』によれば、「吾里田地、上農夫一人止能治田十畝、故
田多者、輒佃人耕植而収其租」188とされ、１人農夫の耕作上限は 10 畝（約 6.7 反）であ
り、もし持高がそれを越えると、小作に出なければならないと指摘した。しかし、湖南や
江西など粗放な稲作しかできなかった地域では、１人の農民が 20～30 畝の田地を耕作でき
ると記録した史料が残されている。例えば、『長沙県志』よれば、1662 年から 1721 年の間
（康煕年間）、湖南長沙県では、「一人の農夫が凡そ二三十畝の水田を耕作することができ
る」189という。また、『安呉四種』によると、江西新城県辺りでは、「中夫治田二十畝、老
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弱佐之、可以精熟」190とあるように、成年の男子が年配の人に助けてもらうとすれば、20
畝（13 反ぐらい）の水田を耕作することが可能である。 
一方、江戸時代の日本では、１人の耕作規模はどうであろうか。これについて、まず備
前藩沼村名主内藤家文書「大福万覚帳」191で検討する。これによれば、内藤家の自作経営
規模は、1781（天明元）年、田畑をあわせて約２町５反歩と推定される。その労働可能な
人数は８人である。したがって、耕作規模は１人で約３反となっている。また、1791（寛
政３）年、博士の１人柴野栗山による幕府への「上書」において、よき田地５反歩程度を
持った百姓が寒暑を冒して一身の油をしぼって出精すれば、水旱の被害がなければ米７石
麦７石もできると記したように192、１人で５反程度の田地しか耕作できないことがわかる。 
全体的にいえば、清代の中国は、粗放的な農作をしていたので、１人での耕作規模は日
本よりやや大きいと指摘できる。 
また、成人１人の労賃は両国の生産力にある程度反映されていた。1840 年に進士学位を
獲得した馮桂芬（1809－1874 年）が『袁胥台父子家書跋』の中で、1820 年代前半（道光初
年）、１人成人の日雇賃金は 84 文であると記している193。道光年間、米１石の価格は約 200
文である194ことから、日雇賃金 84 文を米に換算すると、約 4.2 升で、後ほど述べるよう
に、４人の一日の食料に相当するものである。一方、日本では、ほぼ同時期の安政年間（1854
－1859）には、年季奉公人の給銀は、米換算値で示すと、約 1.5 石水準である。また 1859
（安政６）年、日雇賃金は１日約 1.6 升（約 2.4 キロ）であり、約５人分の１日の食糧で
ある195。労賃部分に関する史料が両国とも極めて少ないため、これについて系統的に論じ
ることが難しいが、以上の例をみれば、両国における１人の生産力はほぼ同一水準であっ
たといえる。 
 
②両国農民の耕地経営状態 
 次は、中国の経済的先進地域といわれる江南地方（長江以南地方）と日本の備前沼村と
水戸大門村を例にとって、近世両国の農家、とりわけ中層・下層の農家の田地経営水準を
推定し、両者に違いがあるかどうかを明らかにしたい。 
 (a)中国の江南地区の場合―鄞県を中心に― 
 まず、江南地区の平均家族数を求めてみる。清代江南地区における家族数に関連する統
計資料は見当たらないので、康煕年間刊行の『蘇州府志』196が記録した県別の人口数と戸
数から１戸あたりの平均家族数を求めてみると、表４－16 のようになる。これによると、
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各県における平均家族数は 1.6～5.2 人で、５県のデータを平均すると、3.2 人になる。ま
た、同じ江南地区に位置する浙江省鄞県では、1652（順治９）年には、全県人口は 214,710
人で、戸数は 59,832 戸であるから、平均家族数は 3.9 となり、1786（乾隆 51）年には、 
 
表４－16 蘇州府人口と戸数(順治初年)  表４－17 清代中国の農民家族数別 
県別 人口 戸数 人口／戸数  割合表 
昆山 132,828 81,043 1.6  家族数 安徽祁門 四川巴県
常熟 383,950 73,644 5.2  ３人以下 45.65% 43.28%
呉江 210,129 82,891 2.5  ４～６人 41.31% 46.82%
嘉定 118,370 44,168 2.7  ７人以上 13.04% 9.80%
太倉 173,430 39,852 4.4  郭松義『清代小農家族規模 
計 1,018,707 321,598 3.2  的考察』より作成 
『蘇州府志』巻二十戸口、康煕年間刊行より作成     
 
人口 607,749 人、戸数 125,019 戸であるから、平均家族数は 4.9 となる197。さらに、奉化
県では、清末 1908（光緒 34）年刊行の『奉化県志』によると、全県人口は 265,996 人であ
り、戸数は 70,319 戸であることから198、１戸あたりの平均家族数は 2.95 人となる。また
参考のために、郭松義が調査した清代安徽祁門と四川巴県の農民家族数（表４－17）をみ
ると、両県とも３人以下と４～６人家族が多数を占めていることがわかる。このような限
られたデータではあるが、これからみると清代江南における平均家族数は３～５人である
ことが推定できる。要するに、直系親族だけの単婚小家族すなわち夫婦と子ども１～３人
からなっている家族が一般的であったといえる。これは、子どもは結婚した後まもなく分
家するという中国の伝統からみれば、一定の合理性があると考えられる。 
 次に清代における１人の年間食料を史料から明らかにする。『清芬楼遺稿』によると、「夫
人食谷不過一升」というように、成人１人の１日の食料は１升程度である。さらに「以人
口日一升計之、一人終歳食米三石六升」というように、１人は１年間 3.6 石しか食べない
と記されている199。また、江南常州出身の貴州学政洪亮吉（1746-1809 年）は、「一人之身、
歳得布５丈即可無寒、歳得米四石即可無飢」200と記したように、１年間米４石があれば１
人が飢える恐れはなかった。挙人という学位をもっている強汝詢（1824－1894）は、８人
家族を例にとって年間食料を推算した。彼は、「八口之家、……（中略＝引用者）一歳食米
十七石二斗八升」201としており、年寄りや子どもを含めて１人あたりの平均年間食料はお
およそ 2.2 石であることが窺える。また、前述した河道総督を担当していた靳輔は、康煕
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帝への「上書」の中で食料の問題にも言及している。彼は、江南地方の成人１人は、田地
を 12、13 畝耕作でき、肥えた田地であれば、年間米が 30 石余得られ、９人位の食料を保
障できる。もし痩せた田地であれば、年間 20 石米を収穫でき、５、６人の食料を提供でき
ると記した202。以上の史料から、成人１人の場合、年間に必要な食料は３～４石となり、
そして家族の場合は、１人あたりの平均年間食料が 2.2 石であることがわかる。 
 では、実際に普通の農家はどのくらいの食料を得ることができたのであろうか。これに
ついて、まず史料上で農家の土地経営規模の割合が明らかになった鄞県を例にとって、清
代における農家の生活状況を推定する。1935（民国 24）年刊行の『鄞県通史』には、同県
の各階層農家の土地配分や経営規模に関連するデータが残されている。それをまとめてみ
ると、表４－18 のようになる。清末から 20 世紀 30 年代までの 20 数年間には、農村関係
に基本的な変動が起こっていないので、この統計は清末の土地配分状況を類推することが
できよう。 
 
表４－18 鄞県各階層農家の土地経営規模（民国 23 年） 
自作農 小作農(佃農） 
戸数 田地面積 戸数 田地面積 
   階層 
持高別 
戸数 ％ 面積(畝) ％ 戸数 ％ 面積(畝) ％ 
10 畝以下 353  13.5% 2,224 3.0% 2,212 9.4% 10,618  1.6%
10～30 畝 812  31.1% 13,701 18.5% 7,958 33.9% 113,600  17.0%
30～50 畝 1,270  48.6% 48,197 65.2% 7,683 32.7% 245,818  36.7%
50～100 畝 178  6.8% 9,778 13.2% 5,478 23.3% 284,829  42.6%
100 以上畝 0  0.0% 0 0.0% 135 0.6% 14,179  2.1%
合計 2,613  100.0% 73,900 100.0% 23,466 100.0% 669,044  100.0%
                                      『鄞県通志』五（民国 24 年刊行）より作成 
 
この表によれば、自作農の戸数は 2,613 戸であり、全戸数 26,079 戸の約 10％を占めて
おり、これらの自作農が自家経営していた田地面積はあわせて73,909畝で、全耕地の9.9％
に達している。これに対して、小作農は戸数が 23,466 戸で、経営田地面積は 669,44 畝と
なり、戸数の割合と田地経営面積の割合は共に全体の 90％を占めている。 
 自作農のうち、田地経営面積が 10 畝以上となった者が全体の 86.5％を占めていた。彼
らは所有地を自ら経営するだけではなく、通常小作に出し地代の収入も得たので、その生
活は豊かであったと想像される。ここでは、90％を占めている小作農の耕地による収支を
中心にして探ってみる。 
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 表４－18 のように、10～30 畝田地を経営している小作農は 7,958 戸で、経営田地面積が
合わせて 113,600 畝となり、したがって１戸あたりの平均経営面積は約 14 畝となる。この
ような 90％以上を占めている小作農層の経営状態を推定してみると、表４－19 のようにな
る。 
 
表４－19 推定標準小作農家経営状態（経営面積 14 畝の場合） 
収穫高 支出国数 
持高 
米 雑穀 計 
家族数
食料 種・肥料 地租 計 
過不足石数
14 畝 32.2 石 14 石 46.2 石 3 人 9 石 17.5 石 14 石 40.5 石 5.7 石
14 畝 32.2 石 14 石 46.2 石 4 人 12 石 17.5 石 14 石 43.5 石 2.7 石
14 畝 32.2 石 14 石 46.2 石 5 人 15 石 17.5 石 14 石 46.5 石 －0.3 石
14 畝 32.2 石 14 石 46.2 石 6 人 18 石 17.5 石 14 石 49.5 石 －3.3 石
 
 この表を分析する前に、まず以下の５点のことを仮定しておく。第１に、江南地方にお
いては、１反あたりの米収穫量は、先に考察したように、平均 2.3 石である。また、二毛
作としての雑穀の反収穫量は平均１石とする。したがって、14 畝耕地では年間米 32.2 石
と雑穀 14 石を収穫する。 
 第２に、家族構成については、前述したように、３～５人の場合が大半占めているので、
ここでは、家族数は３～５人を想定して推定する。 
 第３に、1 人あたりの年間食料については、先に考察したように、成人の場合３～４石
となり、家族の場合は 2.2 石となったので、ここでは、１人の年間食料を３石とする。 
 第４に、『浦泖農諮』によれば、1830 年ごろ、江南地方の松江では、１畝の稲作のコス
トがおよそ 4,000 文となり、１畝の麦作のコストがおよそ 1,000 文となった。当時の米価
は１石につき 4,000 文であるので、１畝稲作と１畝麦作のコストを米に換算すると、それ
ぞれ１石と 0.25 石米に相当する203。したがって、14 畝田地における二毛作（稲作と麦作）
のコストはあわせて米 17.5 石である。 
 第５に、地租については、李文治の研究によれば、1796 年から 1820 年の間（嘉慶年間）、
全国68ケースのうち、その地代はほとんど１畝につき米0.5～１石であった204。ここでは、
地租は１畝につき１石とする。 
 以上の仮定に基づいて推定した結果が、表４－19 に示しているように、耕地 14 畝を経
営していた小作農家は、家族数４人以下の場合、何とか自給自足ができるが、家族数が５
人を超えると生計が維持できない状態となる。しかし、前述したように、鄞県では平均 14
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畝以下の自作農階層が１割しか占めていない、言い換えれば、14 畝以上耕地をもっている
自作農が多数であるので、同様の方法で推定すれば、彼らの生活はそれほど苦しくないと
考えられる。 
以上鄞県における小作農の経営状況と年間収支を考察したが、鄞県以外の江南地方の農
家経済状況はどうであったのだろうか。表４－20 は、1920 年代初頭、江蘇省が江南地方
10 県を対象とした農家の耕地配分に関する調査結果をまとめたものである。この調査結果
をみると、地域によって農家の耕地面積の配分が相当異なっているが、５～15 畝耕地を持
つ農家の割合が大きいといえる。実際は明代末期以来、江南地方に「戸耕十畝」あるいは
「人耕十畝」という諺があった。この諺は、１戸農家あるいは１人の農民が田地 10 畝を耕
作するのが普通であるということを意味しており、これは、表４－20 に示していることと
ほぼ一致しているといえる。 
 
表４－20 江南地区における農家所有地規模の割合（1920 年代） 
県別 １－５畝 ５－15 畝 15-50 畝 50 畝以上 
上海 29% 61% 9% 1% 
奉賢 2% 44% 51% 3% 
南匯 6% 40% 48% 6% 
川沙 14% 58% 26% 2% 
太倉 16% 47% 35% 2% 
宝山 41% 42% 15% 2% 
松江 7% 37% 54% 2% 
青浦 30% 30% 15% 25% 
金山 5% 34% 55% 6% 
嘉定 14% 50% 33% 3% 
『江蘇省農業調査録』pp.99-104 より作成 
 
それでは、田地 10 畝をもつ自作農の経営状態はどのようになっていたのであろうか。こ
れについて、前述した鄞県の自作農と同様な方法を用いて推定すると、表４－21 のように
なる。ただ、自作農の場合、地租を払う必要はないが、そのかわりに田賦を徴収されたの
である。『奉化県志』によると、清末には、田地１畝に対して田賦を銀８分７豪と米１升１
合徴収した205。1821 年から 1850 年の間（道光年間）以来、１石米価は 200 文であるので206、
田地１畝の田賦を米に換算すると、あわせて約米１斗となる。その結果は、表４－19 のよ
うに、耕地 10 畝をもつ自作農は、家族数が６人以内であれば、１年間家族全員の食料を確
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保できたようである。 
 
表４－21 推定標準自作農農家経営状態（耕地 10 畝の場合） 
収穫高 支出国数 
持高 
米 雑穀 計 
家族数
食料 種・肥料 税額 計 
過不足石数
10 畝 23 石 10 石 33 石 3 人 9 石 12.5 石 1 石 22.5 石 10.5 石
10 畝 23 石 10 石 33 石 4 人 12 石 12.5 石 1 石 25.5 石 7.5 石
10 畝 23 石 10 石 33 石 5 人 15 石 12.5 石 1 石 28.5 石 4.5 石
10 畝 23 石 10 石 33 石 6 人 18 石 12.5 石 1 石 31.5 石 1.5 石
 
(b) 備前国沼村と水戸藩大門村、馬場村の場合 
次に近世日本の農家の田地経営水準を検討する。 
【備前国沼村の場合】 
はじめに備前藩沼村における百姓の生活状況をみることにする。備前藩沼村は、山陽道
沿いの村である。村の東端は赤坂部落に接し、西端は茶屋部落で、ここから中尾・北方・
鉄を経て、藤井宿に至る約１里の距離に位置していた。藤井宿より岡山まで約２里、赤坂
部落より岡山京橋までは通算３里であった。 
まず沼村の本百姓年代別の持高状況は、内藤二郎の研究によれば207、３反以下の層が
1796（寛政８）年には 35 戸あるが、この層が漸増して 64 年後の 1860（万延元）年には 44
戸となっている。持高不明の９戸は、この３反以下層の中に包含すべきものと考えられる
ので、これを加えると３反以下層は合計 53 戸となる。全戸数 68 戸中の約 78％である。15
反以上については、1796（寛政８）年に 11 戸あったものが 1860（万延元）年には４戸減
少している。全戸数に対する比率は約 0.6％である。したがって、沼村はどの時代におい
ても３反以下層の農民が圧倒的に多かったことがわかる。 
 沼村の各時期における家族構成については、史料的制約から、知ることができないが、
1814（文化 11）年の宗門帳などにより確かめられた 24 戸の状況は、表４－22 のとおりで
ある208。 
 
 
 
 
表４－22 備前藩沼村における家族構成（文化 11 年） 
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家族数 戸数 百分比 
３人 5 20.8% 
４人 4 16.7% 
５人 7 29.2% 
６人 5 20.8% 
８人 1 4.2% 
９人 2 8.3% 
合計 24 100.0% 
内藤二郎『近世日本経済史論』より作成 
 
これによると、５人の家族が最も多く、29.2％である。家族数が３人～６人である場合
がほとんどであり、全体の９割弱を占めている。１戸あたり平均家族数は 4.9 人である。
すなわち、直系親族だけの単婚小家族が一般的であるといえる。 
 次に内藤家の事例から沼村の農業生産力について検討する。沼村名主内藤家文書「大福
万覚帳」などによると209、内藤家の自作経営規模は、1781（天明元）年、田畑をあわせて
約２町５反歩と推定される。その労働可能な人数は８人である。したがって、耕作規模は
１人で約３反となっている。また、２町５反歩田畑の収穫高は玄米が毎年 30～40 石を上下
しているので、１反当たり生産高米が 1.6～2.2 石となった。そのほかに、１反の田畑で毎
年平均裏作雑穀１石を収穫できたとみられる。 
最後に、多数を占めている３反以下農民層の１年間の収支を概観すると、表４－23 によ
うになる。この表は、持高３反という基準で推計したものであり、支出のうち、衣類農具 
 
表４－23 備前藩沼村３反家族の１年間収支（1772 年頃） 
収穫高 支出石数 
持高 
米 雑穀 計石 
家族
数 食料 税額 計 
過不足石数 
３反 6.6 石 3 石 9.6 石 ３人 3 石 3.438 石 6.438 石 3.162 石 
３反 6.6 石 3 石 9.7 石 ４人 4 石 3.438 石 7.438 石 2.162 石 
３反 6.6 石 3 石 9.8 石 ５人 5 石 3.438 石 8.438 石 1.162 石 
３反 6.6 石 3 石 9.6 石 ６人 6 石 3.438 石 9.438 石 0.162 石 
  注  １.１反あたり米生産高 2.2 石、裏作雑穀１石とする。 
２.平均石盛 1,475 石とする。 
                ３.「免」反あたり６ツ半 0.96 石、高懸け計 0.186 石とする。 
４.食料年１人１石とする。 
５.内藤二郎『近世日本経済史論』より作成。 
世代道具や法事弔い嫁取等の祝儀などの費用を計上していない。もし、このような諸費用
を加えると、３反以下層の農民の生活はさらに苦しくなり、その再生産の維持するために
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も、必然的に農閑余業に依存しなければならないと推察できる。 
【水戸藩大門村と馬場村の場合】 
 農村の窮乏化が進んだ 1803（享和３）年、水戸藩は、藩政立て直し策の一環として領内
村々の生活実態調査を実施した。この調査結果は、大門村の一部の写しと馬場村の一部が
残っているので、両村の生活状況や生産概況を知ることができる210。 
まず両村の生活状況をみると、１戸あたりの平均家族数は、両村ともまったく同じで 4.3
人であるが、貧福別211、持高別の様相は大きく異なっている。すなわち、馬場村は「裕福」
と「相応」を合わせた数がほぼ半数近くに達しているのに対して、大門村には「裕福」は
なく、「相応」は６戸で、わずかに 10％程度に過ぎず、ほとんどが「困窮」・「極窮」であ
った。また持高でも馬場村の４石未満の層が 36.6％であるのに対して、大門村のそれは
67.8％で、10 石以上はわずかに１戸にすぎない。このほか、馬場村の帳簿には、「高無」
の水呑層が計 29 戸と記載され、全農家戸数 70 戸の 41.4％を占めている。一見豊かなよう
に見える馬場村も、全戸の 40％以上を無高層が占めたわけで、両極分化が著しかったこと
を物語るものといえよう。 
 野上平の研究によれば212、両村の農業経営は対照的であった。１戸の持高平均４石に満
たない山間地区の大門村の場合、大半が畑地（約 56％）で、そこには冬作に麦を、夏作に
は大豆と商品作物としての煙草を耕作するのが一般的であった。麦は全戸で作ったが、そ
の生産力は種麦１斗蒔につき３俵半から４俵であった。夏作の大豆はほとんど自家消費用
で、商品化したものはわずか１戸にすぎなかった。一方、１戸の持高平均７石を越えた馬
場村の場合、持高の 60％は水田で、その生産力は種１斗につき 16 俵以上であった。 
 両村の実際の生活状況をみると、大門村は水田が乏しく、生産力が低かっただけでなく、
村高 208 余石なのに、年貢米（籾）211 俵以上も納めなければならないので、毎日の食糧
に事欠く農家が多数であった。「種・夫食（食糧）不足無御座」という自給可能の農家は全
体の 25％以下にとどまり、そのほかはすべて「種はあっても夫食不足二か月から十一か月」
といわれた農家であった213。一方、大門村より１戸あたり平均持高も生産力も高い馬場村
では、年貢負担が多いため、耕作を放棄するものが後を絶たなかった。農政学者だった坂
場流謙が「小百姓の間には夫金雑穀縄藁人馬役などの負担を逃れるため、庄屋や組頭に持
分の田畑を差し出す、上地が流行している」214と嘆いたほどであった。実は 1750（寛延３）
年は、この地区の稲作は豊作だったのであるのが、借金を抱えた中下層農民はかえって増
えたという215。 
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 江戸時代後期、百姓生活状況の一斑は、1791（寛政３）年柴野栗山が幕府へ提出した「上
書」からも知ることができる。この「上書」によれば、よき田地５反歩程度を持った百姓
が寒暑を冒して一身の油をしぼって出精すれば、水旱の被害がなければ米７石麦７石もで
きる。その米の半分を年貢に納めて、残りの３石余りを売って１年間の雑用に充てる。当
時の値段で金３両余りになる。そのうちから村入用を田地１反に銭 300 文程度出すから、
３両程度しか残らない。それで衣類農具世代道具をこしらえ、法事弔い嫁取の祝儀などに
充てする。１年中の飯米は麦を食うが、麦は早く腹のすくもので、その上百姓は骨折れ仕
事をするから１日には１人前１升も食わなくては働くことができない。家内７人あれば７
石の麦では不足するから、芋頭や大根などを塩で煮て食べる所もあると述べた216。 
以上考察したように、中国の江南地方は、田地生産性や農作反収、１人成人の生産力は、
日本と比べてやや遅れていたが、１戸あたりの平均耕地面積が日本より広く、また田賦、
地租などにおける農民の負担が日本より軽かったため、農民の農業経営状態や実際の生活
水準は日本のそれと比べて、決して劣ってはいなかった。浙江省鄞県の小作農及びそのほ
か江南地方の自作農における農業経営状況に関する考察の結果は、半分以上の小作農、自
作農が農業生産により獲得した食糧は、十分とはいえないが、一家が食べることに心配は
なく、自給できるという状況であり、日本の備前藩や水戸藩における百姓の生活と比べて、
大きな差はみられないといえよう。 
 
(３)両国の農村商品経済の比較 
 寺子屋研究において、商品経済を土台として飛躍的に寺子屋の発生をみるという石川謙
による主張は周知のとおりである。ここでは、日本民衆教育普及の要因の一つである商品
経済は、近世中国においてどのようなレベルまで発展していたのか、また日本のそれと比
べて遅れていたのかどうかを探ってみたい。 
清代中国では、食糧生産が発達すると同時に、商品生産も相当に活発化した。特に綿花、
蚕糸、甘蔗（サトウキビ）、茶、煙草、果物などの栽培が盛んになり、これらの商品作物の
栽培面積は、郭松義の統計によれば、華北地方では総耕地面積の約９％、華南地方では総
耕地面積の約 11％を占め、合計 9,000 万畝余に達したという217。江南地方では、特に綿業
や養蚕製糸業が発達し、多くの地域で綿作と綿紡織業が勃興した。『平望志』は、平望県で
は、「紡織をもって業とする婦女が、８、９割に達し、裕福な家の婦女も紡織に勤む。四郷
の婦女、綿作をも兼ねている」218と記している。清代中国では、商品生産や手工業の発展
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の水準について、『中国商業通史』によれば、アヘン戦争（1840-1842）以前、食糧、綿花、
生糸、木綿、絹織物、塩、茶、陶器、漆、鉄、銅など 11 種類商品の年間市場価格はおよそ
銀５億 9700 万両であり、そのうち、手工業の市場価格がおよそ１億 8300 万両、30.7％を
占めていた。1840 年代、全国の人口が４億人余とすれば、平均で１人が市場から１両分の
商品を購入すると推定される。 
清代中国で、このような商品生産や手工業などが相当に普及した要因は、米穀より農産
物加工商品の競争力が強く、付加価値も高いことがまず挙げられる。例えば、広州周辺は
本来水稲作に適した土地柄であるが、甘蔗は赤土地域ではなくむしろ水稲地域において積
極的に栽培された。その理由は、『広州府志』によれば、「糖之利甚溥、粤人開糖房者、多
以致富、蓋番禺・東莞・増城、糖房十之四、蔗田幾与禾田等也」219とあるように、製糖業
の利益が大きいので、番禺・東莞・増城の三県では糖房が戸数の 40％を占め、甘蔗作付面
積が稲田と同程度に達していた。そのほかには、土地の自然的条件に相違があるので、各
地域における単一農産物の自給は不可能であった。例えば、武漢一帯の米価は四川省の米
の供給を待って下落するという風であったし、福建地方は米の供給を浙江地方に仰いでい
たので後者に飢饉が起これば、それにも増した飢饉が起きるのであった。江蘇や浙江省の
蚕糸、福建省の煙草、山東省の綿花、江西省の茶のような産物が主として販売のために栽
培された。また、農民が田賦として納付する銀を得るためにその農産物を売らなければな
らなかったことも、農産物の商品化をもたらした要因であった。小農と手工業とは密接に
結びついており、その生産物の少なくない部分が売られる。このようにして商品化された
農産物や農民手工業品の基礎の上に、清代中国の国内商業は発展していたのである220。 
 一方、江戸時代の日本も、商品経済が相当発達した。16 世紀半ばに、幕府から土地を与
えられた大名たちが全国に城下町をつぎつぎに作ったので、都市の人口が急増し、都市で
の生活用品の需要が増加した。また、都市に住んでいる人の生活水準が高くなるにつれて、
米だけでなく、米以外の色々な農産物への需要が高まってきた。都市での需要が増えるこ
とは、農業や商業やその他の産業の発展を促進した。信濃国埴科郡と更級郡を例にとって
みると、1735（享保 20）年の埴科郡「徳間村穀物類名付書上帳」には、穀物、稲中手、餅
稲、栗、ひへ、きび、菜類、木綿などの穀物や諸作物が生産されていることが藩へ報告さ
れている221。また、1749（寛延２）年、更級郡網掛村では、同村高 70.8 石の畑地では、
木綿 15.7 石、な 16.3 石、刈大豆 10.4 石、蕎麦２石、煙草 16.4 石、大根 5.8 石、きび 3.6
石などが栽培されている222。また、更級郡東福寺村では、1847（弘化４）年、甘草、桑、
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杏、桐、漆などが栽培され、特に甘草の埴付坪数は最高 210 坪、最低４坪で 19 人が合計
3,500 坪を耕作していた。同村では、1829（文政４）年に、35 人の百姓が村高 1,409 石余
のうち高 20 石余の地に桑の埴付をしている。村高に対する比率は約 1.5％である223。この
ような事例からみたように、信濃国の村々では農産物の種類が次第に豊富になり、実際の
需要を満たすための自給自足の農業から、徐々に商品作物が作られるようになっていたの
である。 
 近世両国の商品経済の発達水準について、史料の制約があるため完全的に比較すること
は難しいが、両国における食糧と綿織物の商品化率だけをみれば、日本が中国よりやや進
んでいたことが、馬家駿などの研究によって明らかにされている224。アヘン戦争（1840－
1842 年）以前、中国の国内市場で１位を占めていたのは食糧である。食糧の商品量は、地
方小市場における調節分及び納税・返済のための売卸分を差引くと、およそ 230 億斤（１
斤は約 0.5 キロ）で、食糧総生産量の約 10％を占めており、市場価格にすると約銀 14,000
万両である225。これに対して、日本における食糧の商品化率については、江戸時代のデー
タが見当たらないが、明治維新後の 1877 年から 1879 年には、全国平均で米約 48％、麦や
雑穀約 24％である226。両国の食糧商品化率の統計数字についての計算方法と年代は異なっ
ているが、幕末の日本のほうがアヘン戦争以前の中国よりやや高かったと推定される。 
 また、綿布は中国市場で第二の商品であり、商品率も比較的に高かった。アヘン戦争以
前、綿布の商品量は約３億匹（約 9,090 平方キロメートル）で、綿布総生産量の 50％前後
を占め、市場価値は約銀 1,500 万両であった227。一方日本では、1736（元文元）年に各地
から全国の中心市場大阪に集められた商品の中で、白木綿は約 18 万反（約 179 平方キロメ
ートル）、総額銀 5172 貫であった228。商品とした木綿の量は中国より遥かに少なかったこ
とがわかる。 
 
表４－24 中日生糸輸出量の比較                単位：kg 
時期 中国 日本 
1880 年 493,210 88,400  
1890 年 482,400 127,620  
1905 年 635,510 461,900  
              『中国近代経済史』統計資料選輯より作成 
そのほか、中日両国の生糸の輸出についてみると、表４－24 にみられるように、19 世紀
後半から 20 世紀初頭にかけて、中国の生糸輸出貿易は日本より盛んに行われていたことも
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わかる。 
 以上、断片的な史料ではあったが、これらにより清代中国は日本に劣らない位商品経済
が発達し、一定程度国内市場規模や国際貿易規模も形成されていたといえよう。 
 
(４)両国の農村商品経済と民衆教育の普及 
 寺子屋の普及について、「本来的寺子屋が農民的商品生産と流通過程発展の所産」229で
あり、商品生産や農村経済の発展があって寺子屋の発生と普及につながるという基本的な
理解は、現在もっとも一般的なものであるといえる。このような数多くの先行研究は、近
世日本民衆教育普及の原因をよく説明しており、その論理は合理的である。すなわち民衆
教育普及状況と民衆の経済力や商品生産能力との相関性は強いといえる。しかし、近世中
国と日本の間における民衆教育の普及の格差を、両国の民衆生活水準や商品経済レベルだ
けで説明することはできない。先に考察したように、近世中国特に江南地方農村における
生産力（農作における種と収穫量の比率、１反あたりの収穫量、１人成人の耕作規模など）、
自給自足層の割合あるいは百姓の生活水準、商品生産や食糧や綿など農産物の商品化率な
どは、日本のそれらと比べて決して劣っていなかった。しかし、第１章第２節で考察した
ように、清末中国各地初等教育普及率はおよそ 13％前後であろうと推計したが、幕末の日
本全国の寺子屋の就学率は中国の約３倍であった。また、経済的・文化的先進地域と考え
られる江南地方の普陀県、岱山県、奉化県、諸曁県の就学率はそれぞれおよそ 18％、14％、
14％、11％であったのに対して、日本では、農村地域である上野国勢多郡下箱田村におけ
る寺子屋への就学率は 38％（1865 年）に達し、先進地域の大阪周辺の就学率は 42.6％を
超えていたのであった。 
 それでは、寺子屋教育を受けることができた子どもの家庭はどのような階層に属してい
たのだろうか。江戸時代において、寺子屋教育を受けることができたものは、一部の有力
な村落指導層の豪農の子弟に限られていたと一般にいわれているが、このような民衆教育
の普及の要因としてよく説かれる経済基盤の問題は、果たしてそのとおりなのであろうか。 
これについて、まず下総国葛飾郡法田村（現船橋市）安川舎を例にとってみることにす
る。安川舎は文化年間（1804－1818）に開業され、学制期まで 60 数年間継続した。この地
域は江戸時代初期の開発村であり、塾主安川家の幕末の石高は約 111 石であった230。筆子
の家庭経済状況をみると、通学区である下総葛飾郡粕井村（現市川市）の場合、筆子を出
す農家の持高は表４－25 に示したものであり、持高 10 石以上をもつ富農層に出身した筆
 - 329 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
子は 22 人で、家の持高が判明できた 45 人の筆子のうち約半分を占めていた。これに対し
て、持高１石未満の貧農層出身の筆子は、12 人に達し、全体の 26.7％を占め、また持高１
～３石の農家も筆子を出し、あわせて５人（全体の 11.1％）であった。つまり、筆子は、
村内富農層にとどまらず各層に分布しており、特に下層農民が 30％以上占めていることに
注目しなければならない。しかもこの村の農民の筆子は、長男のみではなく、二男、三男
ないし四男、二女、三女もみられ（表４－26 に参照）、寺子屋への入学率が相当高かった
と推察できる。 
 
表４－25 安川塾の筆子の家庭持高（慶応４年）  表４－26 安川塾の筆子の兄弟中順番 
持高 筆子数 百分比  兄弟順番 筆子数 百分比 
１石以下 12 26.7%  長男 23 48.9%
１～２石 3 6.7%  二男 16 34.0%
２～３石 2 4.4%  三男 2 4.3%
３～４石 0 0.0%  四男 1 2.1%
４～５石 2 4.4%  養子 2 4.3%
５～10 石 4 8.9%  長女 1 2.1%
10～20 石 18 40.0%  二女 1 2.1%
20 石以上 4 8.9%  三女 1 2.1%
合計 45 100.0%  合計 47 100.0%
安川家文書(『市川市史』 
史料近世上所収)による 
 
安川家文書(『市川市史』史料 
近世上所収)による 
 
次に武蔵野国新座郡膝折村の牛山寺子屋の場合について分析してみよう（表４－27）231。
1850（嘉永３）年、膝折村の総戸数は 103 戸であり、そのうち５石以下の零細農と水呑百
姓は合計 74 戸、総戸数の 71.8％を占めている。水呑百姓の子弟で就学しているものはな 
 
  表４－27 武蔵野国牛山寺子屋における寺子とその階層との関係（1850 年） 
       階層(持高)   
 項目 20石以上 15石～20石 10石～15石 ５石～10石 5石以下 水呑百姓 合計
①総戸数  3   2   4  20  68   6 103
②寺子戸数  1   2   2   8  13   0  26
③寺子数  5   4   3  12  16   0  40
②／① ( ％) 33.3 100  50  40 19.1   0 25.2
③／寺子総数 ( ％) 12.5  10  7.5  30  40   0  100
いが、５石以下の零細農の子弟で就学しているものが、戸数で 13 戸、19.1％、寺子数で
16 人、総寺子数の 40％であった。このことから、相当低い階層の農家の子弟も寺子屋に通
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っていたことがわかる。 
同国足立郡大門宿の会田寺子屋の場合にも同じような傾向が見られる(表４－28)232。こ
の寺子屋の門弟帳には、1846（弘化３）年から 1858（安政５）年まで 13 年間の 50 人の寺
子が登載されている。ここで、注目すべきことは、地借百姓５戸の中で２戸計６人の子ど
もが通学していたことである。また、78 戸の５石未満の零細農の中で、17.9％家の子弟が
寺子屋に通っている。 
 
  表４－28 会田寺子屋における寺子とその階層との関係（1846-1858 年） 
          階層(持高)  
 項目 
20石以上 
10石～ 
20石 
５石-～ 
10石 
５石未満 地借百姓 水呑百姓 合計 
①総戸数 15  13 28  78   5  26 165
②寺子戸数  5   3   9  14   2   0  33
③ 寺 子 数 13   5  11  15   6   0  50
②／① ( ％) 33 23 32 18  40   0  20
③／寺子総数 ( ％) 26 10 22  30  12   0 100
 
以上の考察から２点の結論が得られた。まず、近世における中国と日本の経済力はほぼ
同じであるが、就学率は違っている。このことから、近世両国の民衆教育の普及状況は、
両国の経済発展とのかかわりがあるといえ、決定的な要因ではない。また、日本では寺子
屋教育を受けることができた子どもは豊かな家庭の子弟に限らず、貧しい家庭にも相当の
割合で占められていた。これらの事実から、両国の教育の普及について、経済的な影響を
考察するだけではなく、民衆が教育への期待すなわち文化的な要因を検討しなければなら
ない。 
 
 
 
 
 
 
 
第３節 「普及・教養向上」型教育と「選抜・目的達成」型教育 
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本節では、両国の民衆が何のために教育機関を開設したのか、また教員がどのような目
的で子どもを教育するのか、さらには父母がどのような動機から子どもに教育を受けさせ
るのかについて、当時の調査記録や回顧録などに基づいて考察する。また、民衆の教育に
対する需要の背景について、両国の教育と社会構造やシステムの比較分析を通して実証的
に考察し、両国民衆の伝統的な教育理念やその文化的・構造的な違いを明らかにするとと
もに、両国の民衆教育の普及に及ぼした影響を考察する。このような考察により、中国の
「選抜・目的達成」型教育と日本の「普及・教養向上」型教育の形成の文化的な背景を探
ることができるものと考える。 
 
１．民衆教育機関の設立の意図からみられる両国民衆の学校観 
 
ここまで考察したように、中国の族塾と啓蒙私塾及び日本の寺子屋は、近世両国の主な
民衆教育機関であり、両国民衆教育の普及に大きな役割を果たしたのである。これらの教
育機関は、国家・県や藩などの権力から奨励・援助をほとんど受けず、民衆自らの意思に
よって自主的に発生し、民衆自身の力によって設立され、運営されていた教育機関である。
ここでは、まず両国民衆が教育機関を設けた意図について考察し、さらにその文化的な背
景を検討する。 
 
(1)寺子屋設立の意図 
寺子屋の性格について、石川謙は「近世中期から商業資本主義の台頭、農村の商工業化
にともなって、庶民の日常生活活動が著しく進歩するに及び、彼らの間で学問（読み・書
き）への必要・要求が生じてきた。この必要・要求にうながされて、自然発生的に作られ
た教育機関が寺子屋である」とし、庶民側の学問的（教育的）要求から寺子屋教育が発展
したととらえている233。この認識はもちろん正しいといえるが、一方では寺子屋の経営者
である師匠の意図も無視することはできないであろう。『日本教育史資料』によると、江戸
時代に全国の寺子屋師匠は 15,512 人（経営者の人数）おり、その内訳は武士 3,051 人（全
体の 19.7％）、農民 5,330 人（同 34.4％）、僧侶 2,545 人（同 16.4％）、神官 1,022 人（同
6.6％）、医者 1,169 人（同 7.5％）、その他 226 人（同 1.5％）、不詳 2,196 人（同 14.0％）
であった234。では、これらの寺子屋経営者・指導者はいったいどのような理由から寺子屋
を設けたのであろうか。 
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ここでは、まず現在の宮城・千葉・長野３県に属する地域の「教育沿革史材料」など235
により、寺子屋開設の意図を探る。これらの地域における寺子屋設立の理由を類型化する
と、次の３つのパターンがみられる。１つは、松田藩志田郡木間塚村慈明寺の竹堂和尚が
世間の「野蛮の風習」を嘆いて 1700（元禄 13）年頃寺子屋を開き、「該村ノ子弟学齢ナル
モノヲ招集」して教授するようになった236ように、主に村民を教化する目的で開業した類
型である。２つ目は、仙台藩黒川郡床村君ヶ袋塾のような慈恵的な理由で開業した類型で
ある。すなわち、「藩士格ノ取扱」された塾主君ヶ袋忠七は領主伊達家の侍読をしながら寺
子屋を開業したが、「主家ヨリ受クル所ノ禄アルヲ以テ一家資産ニ乏シカラズ」状態にある
ので、束脩や謝儀の定額を定めず、「父兄ノ貧富ニ随ヒ」受け取ることとした237。３つ目
は、下総国香取郡古城村の鵜野宇兵衛が、「父兄の委嘱により付近の子弟を集めて之が手習
師匠」となったように238、村民に委託されて開業した寺子屋である。 
以上のように寺子屋を開設する意図や目的はさまざまであるが、慈善的な開業したもの
が多かったようである。その根拠は２点あるといえよう。 
第１の根拠は、寺子屋の経営者（師匠）がほかの職を兼業していた場合が非常に多かっ
たという点である。寺子屋師匠の専業と兼業について、第３章第３節で「信濃国更級郡寺
子屋の実態研究」において考察したが、その結果不明 131 校の寺子屋を除いて、兼業師匠
は 124 人であるのに対して専業師匠は６人しかみられず、更級郡のほとんどの寺子屋師匠
は家業の余暇として寺子に教えている。このようなことは更級郡だけではなく、ほかの地
方においてもみられる。例えば、1931（昭和６）年から 33（昭和 8）年にかけて実施した
長野県伊那郡「下久堅村寺子屋調査報告」によると、「本村に於ける寺子屋は何れも師匠が
日々の家業の片手間に行った」ものであって、「専門的に児童に付いてゐて教へる」という
ものではなかったとされている239。また、千葉県「寺子屋教育を語る座談会」の記録によ
れば、千葉県の寺子屋師匠は「大抵本業が他にあって、副業的にやったもので、名主、庄
屋、神官、僧侶、医師等の人がやったものである」240というように、本業の傍らで寺子屋
を経営していた場合が多かったことがわかる。 
兼業の寺子屋師匠が多かったことは、寺子屋の規模や寺子屋師匠の収入状況からも推定
できる。前節で考察したように、近世における日本人の生活状況について、５人家族の場
合は、年間収入が５石にならないと一家の食料さえ確保できなかったのであり、それ以上
の収入が確保されなければ寺子屋経営の専業化は不可能であろう。ところで、一般的には
寺子屋師匠の年間収入はどの位であったのだろうか。信濃国更級郡瀬原田村高雲寺の修験
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の山本直衛は、謝儀については「一カ年間一人より米二升以上は受け取らなかった」241
と記している。また、下総国香取郡松沢村名主宮負定雄によれば、房総では五節ごとに米
２升を納めることが一般的に行われていたという242。もし１人の寺子が年間平均 10 升の
束脩を納めたとすれば、寺子屋師匠の年収が５石に達するには、50 人位の寺子が必要とみ
られる。しかし、宮城・千葉・長野３県における寺子屋の規模をみると、宮城県では 285
校の寺子屋のうち、寺子数 50 人以下のものが 161 校で243、全体の約 56％を占めていた。
また千葉県では、寺子屋・私塾 466 の約 70％は寺子数 60 人未満である244。長野県では、
第３章第３節で分析した更級郡の例からみると、寺子数 40 人以下の寺子屋は全体の 75％
であり、100 人以上の寺子屋は存在しなかった。また、全国的にみても寺子数 40 人以下の
寺子屋は全体の約 71％を占め245、規模が小さい寺子屋が圧倒的に多かった。さらに、束脩・
謝儀による収入の一部が寺子屋の維持に用いられ、寺子屋師匠の生活費となる額は少なか
ったと推察できる。これらをあわせ考えると、寺子屋の大部分は家業の傍ら余暇に経営さ
れていたものと推定できる。 
兼業として寺子屋を経営することが慈善的な意図をもって経営することを示すとは必ず
しもいえないが、寺子屋師匠自身が村役人・豪農、あるいは僧侶・神官・医者などの本業
をもっていて、その生活は束脩や謝儀に大きく依拠しなくても済むため、慈善的な意図か
ら近所の子どもたちを教えたとみることができよう。例えば、先にも引用した長野県伊那
郡「下久堅村寺子屋調査報告」では、「本村に於ては何処の師匠も寺子屋を以て収益の目あ
てにしてゐたといふことは無かったやうである。即ち門弟の束脩御礼などが目的ではなか
った。専ら師匠の厚意から若しくは自分の家に弟子を採るといふ一種の喜びの心から行っ
たやうである。随って束脩御礼などは全く弟子達の自由意志によるものであった。一般に
極めて軽少なものに過ぎなかったが然し弟子達も物質を以って御礼すると言ふよりも其の
物質を通して師匠に対する敬愛の念を表すといふのであったらしい」246とされている。ま
た、「小熊吉蔵氏手記」によると、上総国君津郡における寺子屋師匠は、「多く兼職にして
寺院の住職費、堂守の留守居費、医師、村吏は、其職務上の報酬を以て生活の主体となし」
と記され、寺子屋を開く理由は報酬のためではなく、「専ら師匠の厚意」で運営されていた
とされている。さらには「当時漢学者流の中には、世の塵を避け、高潔自ら居り、金銭問
題の如きは度外して敢て顧みざる」と記されている247。このように寺子屋経営者の多くは、
村役人・豪農、あるいは僧侶・神官・医者などの本業に従事するかたわらに開業し、寺子
らによる経済的な報酬は期待せず、一種の社会の慈善的・奉仕的な教育活動を行ったとい
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えよう。 
次に第２の根拠として示すことができるのは、農民師匠の中に村役人である者が多く見
受けられ、彼らが村のリーダとして村民を教化しようとする義務感や責任感をもって寺子
屋を設営した点である。 
例えば、上総国天羽郡では、15 人の寺子屋農民師匠のうち、名主など役人を務めた者が
13 人であった248。また、第３章第３節において考察したように、信濃国更級郡における農
民師匠で身分が判明できた 13 人のうち、11 人が代々庄屋や名主など村方役人を務めてい
た。このことから、村役人が寺子屋師匠を兼務する場合が非常に多かったと推察できる。
こうした村役人経営寺子屋の特徴としては、本業としての農業に従事する傍ら教えるとい
う兼業経営であり、寺子からの経済的な報償は期待せず、村民一統への社会的な奉仕とし
て行っていたのである。これが可能であったのは、村方役人が経済的な余裕をもった豪農・
上層農民であると同時に、村落リーダとして村民を教導することへの自覚と誇りをもって
いたためである。 
一例を挙げると、信濃国伊那郡東箕輪村の矢島塾師匠の矢島敏堯は、その墓碑によると、
20 歳位のとき江戸に遊学し漢学を修めた。矢島家は代々里正を務め、資産素饒であり、敏
堯は帰郷してから里正を受け継いだ。「敏堯は為人温厚篤実諄々善誘」であったから、里正
の傍ら「聚子弟授以書数礼及和漢之書、乞教者盈門」（子弟を集め、書数礼及び漢書を教え、
学びに来るものが絶えなかった＜翻訳＝引用者＞）となったという249。また、信濃国諏訪
郡の笠原新田では、文政から嘉永期にかけて、「当村子供手習師匠無之」ので、歴代名主や
年寄が身元引受人となって、1823（文政６）年から 1851（嘉永４）年まで数回にわたって
他郷から寺子屋師匠を招き、「当村ニ閣子供手習世話」に当たらせ、その代償として生活一
切をまかなえる程度の米穀を与えていた250。 
江戸時代の日本では、在郷においては多くの場合村方三役がおかれている。彼らは、村
の責任者として村民を代表し、村民の行為に対しても連帯して責任を負っていた。同時に
実務面では、年貢の割付と徴収、水利土木に関する仕事の処理から、宗門改め・宗旨送り
など戸籍に関すること、風紀・消防・衛生など警察的な治安に関すること、訴訟の仲裁・
各種の証明など村政の全般に関わっていた。このため村役人たちは、百姓に「筆道のみな
らず、風俗を正し、礼儀を守り、忠孝を訓へべき事肝要と心得可申候」251というように、
村内の秩序を維持するとともに、道徳実践者として育てるためには、村民に教育を享受さ
せる必要があると認識していた。入江宏が指摘するように、このような村役人層には、家
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父長意識に基づく村指導者としての自覚と誇りがあった。この意識が「彼らをして地方の
農業技術の改善、生産力の向上に率先努力せしめたとともに、近隣の子弟を集めて慈恵的
な手習塾を開かせるような営みに」向かわせたのであった252。 
以上考察したように、農村における寺子屋の有力な担い手は、郷村最高の知識層の僧侶・
神官・医者であり、村の指導者である村方三役であった。彼らの多くはそれぞれの本業を
もっていて、その余暇に近隣の子弟に学問の手ほどきをし、金銭的な目的よりも、村民の
教化のためあるいは慈善的な意図から寺子屋を経営していたといえよう。 
 
（２）族塾など啓蒙私塾の設立の意図 
一方、中国の啓蒙私塾師匠たちはどのような意図をもって私塾を設営していたのであろ
うか。この点について、史料の面で比較的明確になっている族塾の例から検討する。 
第３章第１節で明らかにしたように、族塾は近代学校制度が導入される以前に、中国社
会において一定程度発達し、普及してきた。それでは、経済的に豊かな個人あるいは同宗
の数人あるいは宗族集団の全員が経済的な苦痛を忍んで出資して、宗族集団の中に族塾を
設けようとしたのは、一体どのようなねらいからであったのだろうか。清代に刊行された
族譜などの史料からみると、族塾設立の意図として次のような点を指摘できる。 
第１は、「義挙」「善挙」など慈善行為として族塾を設ける例である。一族の義学（族塾）
の設立は、義田・義倉・義塚の建設とともに「一族の四大要務」と呼ばれていた。富める
者が貧しい者の生活を援助したり、また教育を積極的に援助する目的で族塾などを創設す
ることは、まず「義挙」（慈善の行い）や「善挙」（美行）を積むためであったと指摘でき
る。このような「義挙」「善挙」の動機は、後世に名声を残すことにあったといえる。 
一例をあげると、浙江省上虞県の経氏義塾は、咸豊６（1856）年に族人の経緯が出資し
て創建した経氏一族の族塾である。経緯はさらに田 360 余畝購入し、その収入で「教師を
招いて、一族の子弟を教える」と同時に、一族の未亡人や老人を扶養した253。経緯のこの
ような「善挙」が人々に美談として伝えられている。当時の県知事の劉書田は、「上虞県志
校続」において次のように記している。 
 
経君が孤児であり、少年時代は貧しかった。……しかし、四十年間にわたって懸命に
商売をして、儲けたお金は自分の生活の改善よりも、祭田を購入し、祠堂を建て、義
塾を創設することを急務とした。……私がこのことを聞いて、大いに喜び、経君のよ
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うな者は本当に孝と義をよく知り、四民の模範であると賞賛した。……国家の官吏た
ちは自分がひとかどの人物と思うが、実際に経君のような鈍いかつ愚かな者さえ孝
悌・友愛・廉恥・節約をよく知っている。経君はさすがこの地域の慈善家である。……
私が喜んでわざわざここに彼のことを記す254。 
 
このような「善挙」に関する記述がほかの地方志にもよくみられる。ほとんどの地方志
や族譜は「善挙」という章を設け、その中に官吏や文人が族塾を創設したり、あるいは彼
の親族に提供された「善挙」の事実に基づいて称賛の文章を作成し、後世に伝えていくの
である。また、墓誌銘や記念碑を建てたり伝記を書くなどして、「善挙」を称賛し後世の模
範として伝えている。このようなことにより、当時の人々に大きな影響を与えた先人の「善
挙」を倣うという風習が形成されていたのである。 
第２は、一族の教化や宗族秩序の維持のためという意図である。具体的にいえば、宗族
の秩序は血縁的な上下関係よって保持されていたことから、「孝悌」観念が特に強調される。
また横の関係で同族間の友愛や調和という点が重視されるようになる。族塾の設立により、
同一祖先のこと、「孝悌」観念、友愛や調和を一族の子弟たちに教育することが期待されて
いたのである。例えば、「范氏義荘規條」では、「われわれ子孫は同源である。したがって
祖先からみれば（同じ木の）同枝であって差別はあるべきではない」ことを示し、その理
念を族塾教育を通して実現しようとした。 
族塾創設の意図をより明確に示しているのは、「餘姚開原劉氏宗譜語編」である。劉氏第
19 代目の孫の劉藩は 1702（康煕 41）年に「勧捐義田義学叙」を著し、劉氏義学（族塾）
を創建する意図について、次のように記している。 
 
嘗観家有譜而宗支萃、族有廟而祖徳声、祠有義田義学而継志善甚矣。譜不可不修、廟
不可不建、義田不可不捐、義学不可不創。……義学挙、不独家貧而質敏者、固得奮志
於青雲、既家富而魯者、亦聞風而興起。将見……宗支必昌大矣、廟貌必重光矣……255。
（句読点＝筆者） 
 
すなわち、族譜があれば一族の結束ができ、家廟があれば祖先の徳望を知ることができ、
義田や義学があればよい伝統の継承ができる。よって、族譜、家廟、義田や義学は建てな
くてはならない。もし義学を創建すれば、家が貧しくても俊秀な者は高位につくことがで
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き、豊かな家庭の愚かな者も奮い立って、これを追いかけることができる。そして、われ
われ宗族が必ず大いに栄える。このように、劉藩は族塾の創設が一族の結束や隆盛につな
がるものとして力説し、族塾の創建のための寄付を呼びかけていたのである。 
第３は、一族の栄光と利益を得る目的で建設された族塾である。族塾を設ける最も大き
な理由は、一族の子弟を教育し、よりよい人材を育成することにあった。子弟が科挙に合
格して官僚になれば、一族の栄光であると同時に一族の利益にもなる。第３章第１節で考
察したように、60％を占めている俊秀名子弟を入学対象とした族塾は、その建学の意図は
人材を育成し、一族の利益を得ることにあったといえる。 
前にも触れたが、浙江省餘姚県の開原劉氏の族塾は 1702（康煕 41）年に創建された。劉
家 19 代目の孫である劉藩は、その族塾の創建意図について次のように記した。すなわち、
「わが劉氏宗族は南宋から現在に至って、500 年の歴史をもっており、子孫が次第に非常
に多くなったが、しかしながら官吏になるものはほとんどいなかった」。この原因を追究す
ると、「義田を設けておらず、義学を建てていない」ためと考えられる。また「経済的に恵
まれた家庭には、品質の高い子弟がいないから、腐った木のように育てられない」。他方、
「玉のような俊秀な子弟をもっている家庭においては、父兄には彼らを教育する力はない
ので、結局、役立つ人間に育たなかった」。したがって、族塾を創建し、有用な人材を育成
しようと主張した256。以上のように、劉氏族塾の目的は人材育成にあることが明らかであ
る。 
族塾の教育目的は、まさにこのような「士となるための教育」にあった。宗族集団が最
も期待しているのは、一族の子弟が科挙に合格し、「士となり」宗族の栄誉を輝かすことで
ある。「会課」の実施と科挙の受験費の補助が、この「士となるための教育」という族塾の
設立目的を裏付けている。 
「会課」とは、科挙受験ための練習や模擬試験を重ねた詩文会である。江蘇省長州の范
氏宗族が、「一族の子弟の読書を励ますため」、1873（同治 12）年より「承志堂会課」を創
建し、毎月の朔（1 日）と望（１５日）に、朝から夕方まで「会課」を開いている。参加
者に紙や食事を補助し、さらに「花紅」（ボーナス）まで支給する257。同じく蘇州の陸氏
宗族は特に「会課規條」を定め、毎月の朔と望の日に義荘の内で「会課」を行い、宗族の
子弟であれば、年齢を問わず参加することができるものとした。科挙の模擬試験は「辰刻」
（朝７～９時）から「酉刻」（午後５～７時）まで行い、筆と硯以外ものは持ち込み禁止と
定めた。義荘は１日３度の食事を用意し、試験の答案を提出したら、お金 300 文を交付し、
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「花紅」（ボーナス）は別に支給すると規定している258。 
科挙受験費の補助に関する規定は、ほとんどの族譜にみられる。例えば「洞庭王氏家譜」
の「家祠規條」には、すべての一族の子弟に「県試・府試には銀三両、郷試には銀五両、
官吏になるのは銀十両を支給する」259と定められている。また、留田王氏では「教員を招
く資力のない家庭には連続三年で毎年銀一両を贈る。県試・府試には銀二両、郷試には銀
四両を贈る。県試・府試に合格すれば銀十六両を支給し、郷試に合格すれば銀四十両を支
給し、会試に合格して進士になるものに銀五十両を支給する」260と決めている。 
以上、族塾の創建意図を３つに類型化してみた。しかし実際には、上述した３つの目的
を合わせて創建される族塾も少なくなかった。例えば、蘇州の范氏宗族の「家訓」には、
一族の子弟の教育について、以下のように記されている。 
 
七歳入塾学字書、随其資質漸長有知識、便択端愨師友講求書史、務使変化気質、陶冶
徳性、他日若做官做秀才、固能為良士為廉吏、就是為農為賈、亦不失為醇謹君子261。 
 
すなわち、范氏宗族の子弟が７歳から入塾して文字を習い、読書する。彼らは資質が高
くなり、知識が多くなるとともに、よい教師を選択して、歴史などを勉強する。この中で
より重要なことは人格を陶冶することである。こうなると、将来は役人になっても秀才に
なっても、必ず良い官吏や良い知識人になれるだろう。つまり、族塾は子弟の道徳教育や
一族の人材育成という目的で設立されたものであったといえよう。 
 
（３）両国の民衆教育機関の設立意図の相違点 
以上の考察から、日本における寺子屋開設の意図を要点化すると、民風の改善（教化）
のため、生業のため、慈善のため、村民委託によるもの、などがみられるが、そのなかで
慈善的な意図から開業したものが主流であることが明らかになった。その原因をさぐると、
１つは、寺子屋師匠自身が村役人・豪農、あるいは僧侶・神官・医者などの本業をもって
いて、その生活は束脩や謝儀に大きく依拠しないため、慈善的な意図から近所の子どもた
ちを教えたと推察できる。もう１つは、農民師匠の中に村役人が多く占め、彼らは村のリ
ーダとして村民を教化しようとする義務感や責任感をもって、寺子屋教育を推進したので
ある。 
一方、中国における開設意図を要点化すると、民衆の教化や慈善、生業のため、などの
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意図から族塾をはじめ諸啓蒙私塾を設けたことは、日本と類似しているといえる。しかし、
日本の村役人が主に民風を改善しようとする義務感や責任感をもって寺子屋を開いたのに
対して、数多くの族譜に記述された科挙の受験費の補助に関する規定にみられるように、
中国で族塾を設けた最も大きな理由は、一族の子弟を教育し、科挙に合格させるためであ
ったといえる。科挙に合格し、一人の官僚を生み出すことは、合格した当人だけではなく、
その官僚を通じて一族や地方の利害を政治の場に反映させ、彼らにも大きな利益をもたら
すこととなった。このため、族塾は特に「士」を志す貧しい子弟の育成を要務として、エ
リートの養成に重点を置いていたのである。つまり、日本の村リーダたちが寺子屋に期待
したのは、あくまでも民衆教化にあり、それにより多くの民衆に教育をさせ、結果として
民衆教育の普及が広まっていったのである。これに対して、中国の宗族リーダたちが族塾
など啓蒙私塾に最も期待したのは、科挙に合格できるようなエリートを養成することであ
り、したがってその教育対象が少数に絞られ、中国の民衆教育はなかなか広くならなかっ
たのであった。このことが民衆教育の普及の格差を生み出すこととなったのである。 
 
２．入学意図からみた両国民衆の学校観 
 
（１）日本民衆の寺子屋に対する期待 
寺子屋の開業数が天明・寛政ころから飛躍的に増加した背景について、商品生産経済の
浸透を土台とし、生産活動や生活の実用性から一般民衆の教育需要が高まったためである、
という見解はほぼ定説となっている262。しかし一方で、寺子屋において生産や生活と直接
結びつかない漢学・俳句・和歌などの教養文化が教えられていたことも紛れもない事実で
ある263。このことから、民衆の寺子屋教育の需要の高まりについて、実用性や経済的な原
因だけではなく、文化的な動機の面から検討することが必要となる。ここでは、幕末に寺
子屋教育を受けた経験者たちの自伝や伝記を中心に分析し、子どもを入学させる親の意図
や動機について探ってみる。 
まず 1859（安政６）年に「安政の大獄」によって処刑された橋本佐内の例をとってみる。
橋本佐内は 1834（天保５）年福井城下に生まれた。彼の家は代々医者で、父は福井藩の奥
外科掛であった。当時医者は士分以下に取り扱われたのであるが、その医者の中でも漢方
医は本道といって重んじられ、外科は低い地位に置かれたといわれている264。伝記の『橋
本佐内』によると、佐内は７歳のときから「手習いのために藩の祐筆小林弥十郎等の許に
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通われました。八歳の時藩儒高野真斎に就て文を学び、十歳の時に三国志を読んで略その
意味を了解されるようになった」という265。両親が彼に勉強させた意図ははっきり分から
ないが、佐内の遺稿によると、「お父さんが臨終の際、お前は才を恃んで人に誇ってはなら
んぞ。勉強を怠って祖先を辱めてはいけないぞ。君主長上を敬い、親類兄弟と親しくして
信義を欠いてはならぬぞ」と戒められたといっている266。このように、父親は家の栄光を
次の世代に伝え、学業や品行などの教養の面で祖先や人の前で恥をかけないように、子ど
もに勉強させたという意図が読み取れる。 
農家出身の山田方谷の事例からも、上述したような親の意図がみられる。方谷は、1805
（文化２）年備中国阿賀郡西方村に生まれ、祖先は山田駿河守重英と称し、関が原の戦後、
帰農して西方村に移住したといわれる。彼は５歳の時に「新見藩儒丸川松隠翁の門に学」
ぶことになった。これは、父親が「家系武門に在り、中葉其衰へたるを慨せられ、屡々先
生（方谷を指す＝筆者）を戒むるに身を立て家を興すを以てせられしによること」であっ
たという267。つまり、親が子どもに期待していたのは、子どもに立身出世を託し、家の再
興に必要な教養を身につけることであった。 
また、日本郵便の開祖である前島密は 1835（天保６）年、越後国中頸城郡津有村に生ま
れた。前島密の回想録『鴻爪痕』によると、生後間もなく父親が病死したので、母親は裁
縫等により生計を維持し、貧しい生活を送っていたという268。彼が 11 歳のとき（1845 年）、
私塾に入りたいと母に頼んだが、母は「これを允諾せるのみならず、教えて曰く、汝不幸
生後八ヵ月にして父を亡い、独り母の手に依て乏しき養育を受け、茲に初めて就学の道に
上らんとす、真に喜ぶべし」とし、子どもの入学を喜んで承諾した。さらに、「請う克く健
康に、克く勉励に、師教を奉じて男子たれ。誓って父無き者との嗤を取る莫れ」269と子ど
もを励ました。このことから、母親が貧乏な生活に耐えながらも、子どもに勉強させよう
と考えた意図は、人に恥かしくない立派な男性になるためであることが明らかになる。 
以上の資料からみたように、親たちが子どもに勉強をさせてやりたいと考えた理由は、
主に２つあった。１つは、子どもの立身出世や家の再興に必要な教養を身につけることが
望まれたのであり、もう１つは、周囲の人に恥ずかしくない行動をとり、ほかの人と同様
に子どもに入学させるという同調的行動の意識である。両者の中で特に後者の考え方は、
ほかの自伝にも多くみられる。例えば、下級武士の子どもとして育った福沢諭吉は、入塾
のきっかけについて、「近処に知って居る者は皆な本を読んで居るのに、自分独り読まぬと
云うのは外聞が悪いとか恥ずかしいとか思った」ので、14、15 歳から「自分で本当に読む
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気になって、田舎の塾へ行始めました」と回顧している270。また、『可笑記』によると、「物
毎に学せずして、恥をかきて悔べし」271とうように、親が子に字を学ばせないと子はやが
て恥をかく。つまり、読み書きができないことは「恥」であり、さらには人としてあるべ
き姿に欠けることになる。このように、人目を気にし、同調的行動をとること、いわゆる
「恥の文化」は、当時多くの親たちが子どもを学習させる１つの大きな要因であった。 
また、幕末に生まれた日本人の自伝や回想録などで比較的多く語っている、幼児期に学
んだ内容からも、日本民衆の教育需要の一面をみることができる。 
1854（安政元）年に生まれた日本精糖界の先覚者といわれる齋藤定雋によると、８歳ご
ろ付近の寺子屋に入門し、「所謂寺子屋で、児童の力に応じて、習字なり、読書なり」して
いた。「手本は、伊呂波片仮名に初めり、読書は、初めから、大学中庸論語と云った様な、
むづかしい本を授けられたのであるから、理解すると云うことは、中々容易でなかった」
272と記しているが、この回顧から寺子屋で学問的・教養的な四書五経などの素読を教えて
いたことがわかる。これと同様に、埼玉県深谷の農家に生まれた渋沢栄一は、「七八歳（弘
化３、４年ごろ＝引用者注）の時、今は盛岡に居る尾高惇忠に習うことになった」。その学
習内容については、「種々の書物即ち小学・蒙求・四書・五経・左伝・史記・漢書・十八史
略、又は国史略・日本史・日本外史・日本政記、その外子類も二三種読んだ」273と回想し
ている。さらに、1841（天保 12）年下野国安蘇郡小中村名主の長男として生まれた田中正
造によると、漢籍の句読が終ってから、「近村なる葛生町の人吉沢松堂に就いて画を学ばん
とし、父母もまた余に勧むるに挿花諸礼などの末技をもってせり」274と記している。この
ように、幕末の民衆子弟の教育内容は、実用的な習字や読書に加えて、四書五経など教養
的科目であったことが明らかになる。 
寺子屋におけるこのような教養教育は、20 世紀初期各地で行われた寺子屋に関する調査
結果からも明らかになる。第３章第３項「信濃国更級郡寺子屋の実態研究」で考察したよ
うに、該郡に開業された 24 の寺子屋のうち、22 校が四書五経や唐詩などを教材としてい
た（表３-47 参照）。また、木村政伸の研究275で明らかにされたように、純農村地帯であっ
た筑後国生葉郡・竹野郡（浮羽地域）における 91 の寺子屋のうち、28％ぐらいの寺子屋が
謡を教えており、寺子屋教育の中で謡が高い位置を得ていた。さらに謡の普及に加えて、
半分ぐらいの寺子屋で四書五経などの素読を教えていた。 
以上の考察にみられるように、江戸時代には、日本人の教育に対する期待は単なる実用
性だけではなかった。寺子屋の教育は、読書・習字など、技能学習のほかに、歌謡や儒教
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関係の講釈による論理学習が重視された。歌謡や漢学は農民の生産や生活上必要な知識で
はないにもかかわらず、それを勉強しなければならなかったのは、一体なぜであろうか。
これは、日本人にとって、教育に対する期待が、日常生活や生産活動の必要を満足させる
というよりも、人間としての必要な教養を身につける気持ちが強かったからではないかと
考えられる。つまり、寺子屋という教育機関を通じて、謡や漢学に代表される教養を求め
たのであり、その背景には教養志向という意識が働いていたと想像できる。さらに、この
ような教養教育を追求した一つの原動力は、周囲の人に恥をかかせない、したがって同調
的な行動をとるという民衆の教育期待であるといえよう。 
 
（２）中国民衆の啓蒙私塾に対する期待 
一方、中国では、親たちは子どもが学問に精を出すことによって、社会での成功をもた
らすことが望んでいた。このような考え方が出現した背景には、既述したように、1,300
以上年間にわたって長く続けられてきた科挙があった。これに合格すると社会的上昇移動
が可能になり、親は子どもに早期教育を行うことを重視した。このことは、啓蒙私塾で勉
強を経験した数人の自伝からみることができる。 
まず農家出身の李宗黄の場合をみてみよう。李は 1887（光緒 13)年 12 月 21 日、雲南省
鶴慶州逢密村に生まれた。彼は６歳（数え年）の時にして、啓蒙私塾に入門した。入門に
ついて、彼は自伝で３つの理由を挙げた。１つは、父親は勉強によって出世できなかった
ことを残念に思い、息子が少なくとも科挙二段階目の郷試に合格し、自分の無念を晴らし
てほしいと考えていたためである。２つ目は、父親は長年代理村長を務めたが、実力を持
っている郷紳からずっと軽蔑され、村の行政を順調に運営することができなかった。この
ため息子には、科挙に及第して官職を得て、自分ができなかったことを実現してほしいと
いう願いがあったのである。３つ目は、逢密村は人口が 800 余に達していたが、知識人が
少なく、秀才になった人は一人しかいなかった。父親は、自分の息子が村の人々に手本を
示して、率先して科挙に及第し、農業から抜け出すことを期待したのである276。このよう
に、父親は子どもが科挙試験に合格することを通して、子どもの出世と家の運命を変える
という強い意識から、子どもに私塾を入門させたことがわかる。しかし、李が私塾で学ん
だ６年目の 1904 年に、科挙制度が打ち切られたので、彼が勉学を継続するための原動力は
失われ、ただちに私塾を退いてしまったのである。このことによっても、親が啓蒙私塾に
期待していたのは、社会的地位や身分を変える可能な科挙受験のための基礎的な教養を子
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どもに身につけさせることであったことがわかる。 
親が子どもを勉強させるこのような意図は、同じく湖南省農家出身の舒新城の自伝にも
みられる。舒は自伝の第２章「私塾生活」の冒頭に、都市から遠く離れている湖南省農村
の人々が過去においても現在においても唯一望んでいたのは、「生活が安定したうえで、子
どもが読書でき、官吏になり、祖先の名を上げること」であり、これが村民たちの最大の
幸せであると述べている。さらに「農村の生活や職業においては、読書や識字は必ずしも
必要ではないが、しかし『士は四民の首であること』を深く意識している」ので、村民は
余力があれば子弟を私塾に入門させたというように、農民が「士」となることを私塾教育
に期待していたことを指摘した。舒自身も５歳（数え年）の時に、私塾に通い啓蒙教育を
受け始めた。このように、村に前例はないほど幼い年齢で入学したのは、両親特に母親が
科挙を受験させることだけを考えていたためである。舒家は代々農を業としていた。曽祖
父と祖父の代には、家は小作農で、生活が非常に苦しかった。父の代になると、まだ土地
はもっていないが、両親が勤勉に働いたので、生活が次第に好転した。母親は、子どもが
科挙に合格し、知識人や役人になり、祖先の名を上げることを切に願っていたという。当
時、彼の父親が大きな染め物屋を経営しており、父が息子に自分の仕事を継いでほしいと
考えているのに対して、母親が強く反対した。母親は、「商売は金を儲けられるのは確かで
あるが、商人の社会的地位が低く、いくらお金持ちでも人々の羨望を集められない。もし
役人になったら、社会的地位が高いだけではなく、儲ける金銭が商人より多いかもしれな
い」と考え、舒を科挙受験予備校に入学させたのである277。 
また、入門儀式からも、親の啓蒙私塾教育に対する期待をみることができる。例えば、
商人の家に生まれた包天笑は、４歳の時（1876 年）に啓蒙私塾に入門した。その際に、母
方の祖父から入門お祝いとして２籠の贈り物が送られた。１つの籠の中に文具や書籍など
が入っており、もう１つの籠に「必勝餅」と「粽」が１皿ずつ入っていた。「必勝餅」は科
挙試験に必ず勝ちという意味で、「粽」は「高中」の発音が近い、すなわち科挙に合格し、
トップ成績を収めるという意味を込めている。包の回顧録によれば、１皿粽の中で特に１
つの粽が目立ったという。この粽は四角の印鑑のような形に作られ、「印粽」と呼ばれる。
放課後、先生が包にこの「印粽」を返し、家へもって帰らせた。当時の風俗においては、
これは子どもによく勉強して科挙に受かって「印粽」即ち官印を握る官吏になると期待を
込めていたものであるといわれている278。 
以上の考察から明らかなように、教養向上や恥をかかせないため教育を受けるという日
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本人の教育観と違って、中国人が子どもに入学させるのは、何よりも科挙を受け、出世さ
せるためであるといえよう。では、その原因は何だろうか。これは、庶民の中に抜き難い
富貴への欲望があり、この欲望が裏返しにされて科挙の「宗教的」な肯定となったと推定
される。実際に、「官吏」となることは庶民にとっても永久に見果てぬ夢であった。しかし、
「学んで優なれば則ち仕える」（『論語』子張篇）。「教養をもち、政治を行う支配層」とな
ることが、中国の知識人の最高の生き方と考えられていた。したがって、中国の教育は殆
んど科挙によって規定され、その目的は「人材の選抜」にあり、選抜を前提とするものと
の意識が生じたと考えられる。逆に言えば、科挙の試験に受けることができないと、直ち
に私塾教育をやめるという李宗黄の事例のように、科挙合格が見込めないと教育の必要が
ないという教育観は中国人の意識の中に普遍的に存在している。要するに、日本の教育は
教養向上を目指しているとすれば、中国の教育は目的達成を目指しているといえよう。 
両国民衆のこのような対照的な教育観は、両国の民衆教育の普及に多大な影響を与えた
と考えられる。日本では、親たちが子どもを寺子屋に入学させた意図は既述のように、１
つは、子どもの教養を高めるためであり、もう１つは周囲の人に恥ずかしくないという同
調的行動をとるためであった。前者は人々の内発的なものであり、人々が自覚的に教育を
受けたのであった。後者は他律的な行動であり、人々が自分の行動に対する世評に気を配
り、例え経済的余裕を持たなくても子どもを教育させたのである。両者が相乗効果を起こ
し、民衆の入学を促し、民衆教育の普及率を高めてきたのである。これに対して、中国民
衆が子どもを教育させようとする意図の中には、科挙に合格させるという欲望が特に強か
った。この欲望は外発的なものであり、一方、これにより、民衆が目的を達成するため貧
困などに耐えても子どもを私塾に入れ、中国民衆教育の普及と発展を促進したといえる。
しかし他方、民衆が目的を達成できないあるいは科挙試験に見込みがない場合は、教育を
受けることをあきらめる傾向が強かった。これは中国の民衆教育がなかなか広まらなかっ
た大きな要因であると考えられる。 
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105 江戸時代の区分についてさまざま説があるが、前期（幕初～正徳）、中期（享保～天明）、
後期（寛政～文政）、末期（天保～慶応）という区分が普通であるとみられる。 
106 石川謙『日本学校史の研究』小学館、1960 年、p.194。 
107 橋本昭彦『江戸幕府試験制度史の研究』風間書房、1993 年、pp.21-22。 
108 ただ、1806（文化３）年の第６回学問吟味のあと、1818（文政元）年の第７回学問吟
味までに 10 余年の中断期があり、幕府の財政悪化による歳出削除のためであるとみられ
る（橋本昭彦『同前書』、p.52）。 
109 橋本昭彦『同前書』、pp.52-55。 
110 石川謙『日本学校史研究』小学館、1960 年、p.196。 
111 柴野栗山は讃岐国三木郡に 1736（元文元）年に生まれる。10 代後半に江戸へ遊学し、
1753（宝暦３）年５月に湯島聖堂の林家塾に入門。1763（宝暦 13）、農村支配から幕臣
管理にわたる政策論を 10 代将軍家治へ上書。1767（明和４）年徳島藩儒者に任用される。
江戸詰め儒者として蜂須賀世子の侍読などを務める。1788（天明８）年正月、松平定信
に招かれ幕府儒者となる。1797（寛政９）年に奥儒者（学者として最高の地位）へ転じ
るまで、寛政異学の禁の発布や素読吟味、学問吟味の創設などに参与する。 
112 柴野栗山『上書』『日本経済叢書』巻十七所収、1915 年、p.143。 
113 橋本昭彦『前掲書』、pp.73-75。 
114 ロナルド・ドーア著、松居弘道訳『江戸時代の教育』岩波書店、1970 年、p.187。 
115 橋本昭彦『前掲書』、pp.92-98。 
 - 350 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
                                                                                    
116 秋山玉山「時習館学規科條大意」『熊本県教育史』上巻所収、臨川書店、1975 年、p.58。 
117 秋山玉山「時習館学規」『熊本県教育史』上巻所収、臨川書店、1975 年、p.50。 
118 文部省編『日本教育史資料』（一）臨川書店、1969 年再版、pp.378-379。 
119 咸宜園について、石川謙『日本学校史研究』（小学館、1960 年）、ロナルド・ドーア『江
戸時代の教育』（松居弘道訳、岩波書店、1970 年）、海原徹『近世の学校と教育』（思文
閣出版、1988 年）等を参照。 
120 海原徹『近世私塾の研究』思文閣出版、1983 年、p.68。 
121 今日のような義務教育或いは公的補助が存在しなかった清朝においては、科挙を受け
るには、多大な教育費や受験費用が必要であるので、経済に恵まれていない人々は科挙
を受ける前に事実上の選別がされている。これについて、第２節で詳しく検討する。 
122 上村哲見『科挙の話』講談社、1980、p.54。 
123 『欽定大清会典事例』巻三八二「礼部・学校・諸生考課」、台湾中文書局影印本。 
124 『同前書』。 
125 例えば、入江宏「近世下野農村における手習塾の成立と展開：筆子名寄帳の分析を中
心に」栃木県史編集委員会編『栃木県史研究』第 13 号、、1977 年３月。 
126 原文は「故曰，或劳心，或劳力；劳心者治人，劳力者治于人；治于人者食人，治人者
食于人；天下之通义也」である。「孟子·滕文公章句上」杨伯峻著《孟子译注》上册所収、
中华书局出版、1988 年版、p.124。 
127 何炳棣『前掲書』、pp.32-33。 
128 佐野学『清朝社会史』第二部「社会階層」第三輯、文求堂出版、1947 年、p.1。 
129 佐野学『同前書』、pp.2-3。 
130 原文は「士農工商、四民友業、学以居位曰士、辟土殖谷曰農、作巧成器曰工、通財鬻
貨曰商」である。 
131 朝尾直弘編『日本の近世』第７巻「身分と格式」中央公論社、1992 年、pp.27-28。 
132 1591（天正 19）年に発布した「定」では、「奉公人、侍、中間、小者、あらし子」が
町人・百姓となることを禁止することを定めた（深谷克己『幕藩制社会構造』有斐閣、
1980 年、pp.39）。 
133 刀狩令は一般に豊臣秀吉が 1588（天正 16）年７月８日付けで発したものを指す。秀吉
は刀狩掟書の第一条において、諸国の農民が刀・脇差・槍・弓・鉄砲などの武器を持っ
ていると年貢渋滞や一揆の原因になるとして所持を禁じ、武器を領主や代官に提出せよ
と命じた。第二条では、没収した武器は大仏建立に用いる釘・鎹などに作り直すので農
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民達は来世までの供養になるとした。そして第三条で、農民は耕作にだけ専念すれば国
土安穏・万民快楽になると決めつけている。刀狩によって兵農分離が急速に進んだ。 
134 藤井譲治編『日本の近世』第３巻「支配のしくみ」中央公論社、1991 年、pp.47-48。 
135 例えば、尾張藩では、万石以上・諸大夫・老中列以上・大寄合以上・御用列以上・千
石以上・礼剱・物頭以上・騎馬役以上・規式以上・五十人以上・徒以上の 12 段階の格が
設けられていた。また、1723（享保８）年、吉宗は役料制を導入し、留守居（5,000 石）
から小十人組頭（300石）までの27段階の「職」を定めた（藤井譲治『同前書』、pp.154-166）。 
136 実際に支配層は天皇家・公家と上層の僧侶・神官を含むという指摘もあった。 
137 『更級埴科地方誌』第三巻近世編上、1980 年、pp.266-271。 
138 穢多・非人に関しては、その「下」ではなく、むしろ社会の「外」であることが、現
在の研究では指摘されている。朝尾直弘『朝尾直弘著作集』岩波書店出版、2004 年、
pp.12-30 参照。 
139 何炳棣『前掲書』、p.253。 
140 深谷克己等編『幕藩制社会の構造』有斐閣出版、1980 年、p.148。 
141 袁氏一族特に袁黄（了凡）に関する先行研究は多く、主に以下の通りである。 
 ①奥崎裕司『中国郷紳地主の研究』第一章袁氏一族の歴史、第二章袁了凡傳及び第三章
袁氏の思想と著書（汲古書院、1978 年） 
 ②奥崎裕司「袁了凡の思想：明代末期の思想史的考察」『社会文化史学』三所収、1967
年。 
 ③奥崎裕司「明代における地主の思想の一考察：浙西、嘉善の袁氏の家を中心に」『東洋
学報』51－２所収、1968 年。 
 ④酒井忠夫「袁了凡の思想と善書」『東京教育大学東洋史学論集』第二号、1954 年。 
 ⑤西沢嘉朗『東洋庶民道徳：了凡四訓の研究』明徳出版社、1956 年。 
142 （明）袁顥・袁仁著『袁氏叢書』（写）・「一螺集」。 
143 １頃＝100 畝＝66,670 平方メートル（『辞海』1979 年縮印版による）。 
144 『袁氏家訓』「家難篇」（奥崎裕司『中国郷紳地主の研究』所収）。 
145 『浙江新誌』1936（民国 25）年刊行。 
146 『嘉善県志』巻二三、光緒 18 年刊行。 
147 明代、清代は、科挙の試験に赴く時に必要な証明書には、曾祖父、祖父、父の三代の
本名、本籍を書く欄があり、この３代に罪を犯した人がいれば受験できないことを定め
た。 
 - 352 -
第４章 両国の民衆教育普及の相違における教育的・社会的要因 
                                                                                    
148 奥崎裕司『中国郷紳地主の研究』汲古書院、1978 年、pp.68-69。 
149 前掲書『袁氏叢書』（写）・「庭幃雑録」。 
150 前掲書『中国郷紳地主の研究』、pp.184。 
151 同前書、p.185。 
152 同前書、p.186。 
153 『岡山県史』資料編・近世。この事例は朝尾直弘『朝尾直弘著作集』第七巻（岩波書
店出版、2004 年、pp.200-203）にも紹介された。 
154 何炳棣『前掲書』、p.34。 
155 『小早川家文書』１-504 号（深谷克己『幕藩制社会構造』有斐閣、1980 年、pp.38-39。） 
156 慶応義塾編纂『福沢諭吉全集』 第 7 巻 、岩波書店出版、 1959 年。 
157 呉敬梓『儒林外史』第三回「周学道校士抜真才、戸屠戸行凶鬧捷報」。 
158 武元君立「北山亭臆語」（明石照男編『北林遺稿』五所収）。 
159 郭松義「清代的労働力状況和各従業人口人数的大体匡測」『慶祝陽向奎先生教研六十年
論文集』所収、1988 年。 
160 関山直太郎『近世日本人口の研究』龍吟社、1948 年、p.125。 
161 佐野学『明清社会史』第二部「社会階層」第二輯「農民」文求堂出版、1947 年、pp.34-36。 
162 楊国楨『明清土地契約文書研究』人民出版社、1988 年、p.129。 
163 『同前書』、p.35。 
164 馬玉麟『武功県土地問題之研究』（1936 年)、台湾成文出版社再版、1977 年、
pp.35429-35470。 
165 『高富町史』通史編、1980 年出版、pp.314-315。 
166 『更級埴科地方誌』第三巻近世編上所収、1980 年、pp.599-603。 
167 枚方市史編纂委員会編集『枚方市史』第三巻、1977 年、pp.142-145。 
168 柴田一『近世豪農の学問と思想』大空社出版、1994 年、pp.40-43。 
169 『大清律例』巻九、p.19。 
170 王亜南『中国官僚政治研究：中国官僚政治之経済的歴史的解析』中国社会科学出版社、
1981 年、pp.115-145。 
171 『天下郡国利病書』第七冊。 
172 （福建）『永春州誌』巻七、乾隆年間刊行。 
173 『更級埴科地方誌』第三巻近世編上所収、1980 年、pp.675-676。 
174 野上平『水戸藩農村の研究』風涛社、1997 年、p.138。 
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175 李伯重『天地人的変化与明清江南的水稲生産』、pp.125-127。 
176 『彭県志』巻三、光緒年間刊行。 
177 中国１石＝0.4 日本石及び中国の１畝＝0.67 反で換算した。 
178 内藤二郎『近世日本経済史論』八千代出版社、1973 年、p.242。 
179 徳永光俊「近世大和の農業生産力：田畑輪換技術の分析」歴史科学協会編集『歴史評
論』所収、№345、1979 年１月、pp.53-54。 
180 山本進『清代の市場構造と経済政策』名古屋大学出版会、2002 年、p.30。 
181 『清経世文編』巻三八。 
182 李伯重『多視覚看江南経済史（1250－1850）』生活・読書・新知三聯書店出版、2003
年、p.335。 
183 朝倉弘「近世初期の大和綿作について」京都大学読史会編『日本史研究』第 180 号、
1977 年。 
184 徳永光俊『前掲論文』、pp.50-66。 
185 野上平『前掲書』、p.136。 
186 内藤次郎『前掲書』。 
187 『清経世文編』巻二六。 
188 （清）張履詳輯補『補農書校釈』総論、農民出版社再版、1983 年。 
189 『長沙県志』巻一、嘉慶年間刊行。 
190 『安呉四種』巻七下。 
191 内藤家文書。（内藤二郎『前掲書』所収、pp.128-135）。 
192 児玉幸多『江戸時代の農民生活』大八洲出版株式会社、1948 年、p.232。 
193 『明清蘇州農村経済資料』（江蘇古籍出版社、1988 年）所収、p.634。 
194 『民国呉県志』巻五十二風俗、『明清蘇州農村経済資料』所収、p.633。 
195 三好正喜「近世後期畿内先進地域の水稲生産力と地主・富農層の経営動向」歴史科学
協会編集『歴史評論』所収、№345、1979 年１月、p.46。 
196 『蘇州府志』巻二十戸口、康煕年間刊行。 
197 『鄞県通志』五、民国 24 年刊行、p.588。 
198 『奉化県志』巻七戸賦、光緒 34 年刊行。 
199 任啓遠『清芬楼遺稿』巻一「経筐講義」。 
200 洪亮吉『意言』「生計篇」第七。 
201 強汝詢『求益齋文集』巻四「農家類序」。 
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202 『清経世文編』巻二六。 
203 李伯重『前掲書』、p.300。 
204 李文治編『中国近代農業資料』第一輯、三聯書店、1957 年、p.73。 
205 『奉化県志』巻七戸賦、光緒 34 年刊行。 
206 『民国呉県志』巻五十二風俗、『明清蘇州農村経済資料』所収、p.633。 
207 内藤二郎『前掲書』、pp.156-162。 
208 『同前書』、pp.194-196。 
209 内藤家文書。（内藤二郎『前掲書』所収、pp.128-135）。 
210 野上平『水戸藩農村の研究』（風涛社、1997 年）や『水戸市史』（中＜一＞、1968 年）
などは史料について詳しく分析している。 
211 この調査の結果は、各戸を生活状況によって「裕福」・「相応」・「困窮」と「極窮」の
４段階に格付けていた。 
212 野上平『前掲書』、pp.136-140。 
213 『同前書』、p.139。 
214 『同前書』、p.138。 
215 『同前書』、pp.140-142。 
216 児玉幸多『江戸時代の農民生活』大八洲出版株式会社、1948 年、p.232。 
217 郭松義「明清時期的糧食生産與農民生活水平」『中国社会科学院歴史研究所学刊』第１
集所収。 
218 『平望志』巻十二生業、道光年間刊行。 
219 『広州府志』巻一六・與地八・物産、光緒年間刊行。 
220 佐野学『清朝社会史』第二部『社会階級』第二輯「農民」、文求堂出版、pp.11-12。 
221 （埴科郡）「徳間村穀物類名付書上帳」前掲『更級埴科地方誌』第三巻近世編上所収、
p.681。 
222 （更級郡網掛村）「畑方諸作物」前掲『更級埴科地方誌』第三巻近世編上所収、p.681。 
223 『更級埴科地方誌』第三巻近世編上所収、1980 年、pp.682-683。 
224 馬家駿・湯重南『日中近代化の比較』六興出版、1988 年、pp.22-24。 
225 呉承明「中国資本主義的発展略述」『中華学術論文集』中華書局出版、1981 年、
pp.310-311。 
226 中村哲『明治維新の基礎構造』未来社、1978 年、p.155。 
227 呉承明『前掲論文』、p.311。 
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228 楫西光速『日本資本主義の成立Ⅰ』東京大学出版会、1976 年、p.26。 
229 石島庸男「郷学分校から小学校への移行：堺県第十一区忠岡村の事例」『山形大学紀要』
第５巻第４号所収、1973 年、p.335。 
230 『千葉県教育百年史』第一巻、1973 年、pp.62-63。 
231 埼玉県教育委員会編集『前掲書』第一巻、pp.271-272。 
232 『同前書』、pp.268-269。 
233 石川謙「寺子屋」『日本歴史大辞典』13 河出版社所収、p.144。 
234 石川謙『日本庶民教育史』玉川大学出版部、1989 年、p.288。 
235 以下の史料に基づいて分析した。 
  (1)明治十六年宮城県私塾寺子屋調査書「教育沿革史資料」、関山邦宏『寺子屋教育内
容・教育方法に関する実証的研究』2002 年所収、pp.23-127。この史料は、宮城県学務
課が 1883（明治 16）年 2 月文部省達第 1 号「教育沿革史編纂ニ付学制沿革取調差出」に
基づき、各郡役所等に命じて調査・収集した私塾・寺子屋にかかわる調査報告書である。 
  (2)千葉県教育会『千葉県教育史』巻一、1935 年初版、1979 年再版、pp.352-752。こ
の史料は、千葉県における私塾・寺子屋に関する史料を収録したものであり、教育会が
1929（昭和４）年 12 月より私塾・寺子屋に関する調査・収集したものである。 
  (3) 長野県教育史刊行会『長野県教育史』第八巻・史料編二、1973 年。この史料は、
1883（明治 16）年 2 月文部省達による『日本教育史資料』編纂のための各郡役所からの
報告書、1922（大正 11）年諏訪郡役所が郡誌編纂のために各小学校に調査作成させた報
告書、及び 1931（昭和 6）年下伊那郡教育会が実施した寺子屋教育史料調査の報告書で
ある。 
236 明治十六年宮城県私塾寺子屋調査書「教育沿革史資料」、関山邦宏『寺子屋教育内容・
教育方法に関する実証的研究』2002 年所収、p.80。 
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